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令和元年度共同研究報告書の発行にあたって 

 令和元年度の終盤から、世界は新型コロナウィルスの蔓延という思わぬ災禍に見舞われま

した。そしてその間にも地球温暖化に伴う気候変動は着々と進行しています。近年、豪雨、巨

大台風、猛暑などの極端現象による災害が多発し、気候変動との関係が指摘されています。

現在、日本は暖候期を迎え、今年は感染症との複合災害も危惧されています。国連国際防

災戦略（UNISDR）によると、1998 年から 2017 年の 20 年間の自然災害による世界の経済損

失額は 325 兆円と見積もられており、そのうち気候変動によるものは 77％を占めると報告さ

れています。特に日本は国土の狭さにも拘わらず、国別にみると、米国、中国に次ぐ３位の、

20 年間に約 43 兆円という経済損失を気候変動と関連した自然災害から被っており、気候変

動の影響を受けやすい地域にあることが示されています。 

 本共同研究は、「気候」に係るシームレスな現象のメカニズム解明および予測に関して幅広

いテーマで参加いただいています。気候の成り立ちと気候変動を語るには、微物理スケール

から古気候スケールまで様々な時空間スケールの現象の相互作用解明、同化やプロセス研

究を通じた、衛星などの新しい観測データと数値モデル研究の融合等、様々なアプローチが

必要です。本共同研究が、そのための場を提供し、気候システムの理解と気候変動対策へ

の一助となれば幸いです。 

  令和２年６月 

    東京大学大気海洋研究所 気候システム研究系 系長 

高薮 縁 
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研究
消耗品 旅 費 合 計

区分 ノード時間 千円 千円 千円
特定 北海道大学大学院理学研究院 佐藤　陽祐 特任准教授 佐藤　正樹 40,000 0 0 0

研究 東京大学理学系研究科 三浦　裕亮　 准教授

1 富山大学都市デザイン学部 濱田　篤 准教授
名古屋大学太陽地球環境研究科 端野　典平 特別研究員

特定 国立環境研究所 五藤　大輔 主任研究員 鈴木　健太郎 100,000 0 0 0

研究 北海道大学大学院理学研究院 佐藤　陽祐 特任准教授

2
②全球雲解像モデルの開発及びデータ解析 佐藤　正樹

特定 海洋研究開発機構 那須野　智江 主任研究員 佐藤　正樹 40,000 0 0 0

研究 埼玉県環境科学国際センター 原　政之 研究員
海洋研究開発機構 山田　洋平 ポストドクトラル研究員

海洋研究開発機構 中野　満寿男 技術研究員

3 理化学研究所計算科学研究センター 八代　尚 研究員

特定 東京大学大学院理学系研究科 日比谷　紀之 教授 羽角　博康 200,000 0 0 0

研究 田中　祐希 助教

4 永井　平 特任研究員
高橋　杏 大学院生
福澤　克俊 大学院生
柳町　隆裕 大学院生
張　愛琦 大学院生

九州大学応用力学研究所 大貫　陽平 助教

特定 富山大学 安永　数明 教授 佐藤　正樹 90,000 100 120 220

研究 奥川　椋介 修士課程2年生

5
特定 東京大学生産技術研究所 芳村　圭 准教授 木本　昌秀 4,000 0 0 0

研究 東京大学IR3S 沖　大幹 教授

6 東京大学生産技術研究所 Kim　Hyungjun 特任准教授
山崎　大 准教授
新田　友子 特任助教
日比野　研志 助教

東京大学工学系研究科社会基盤学専攻 竹島　滉 博士課程学生

特定 気象庁気象研究所 中野　英之 主任研究官 羽角　博康 34,560 0 0 0

研究 辻野　博之 室長

7 坂本　圭 主任研究官
浦川　昇吾 主任研究官

特定 筑波大学計算科学研究センター 田中　博 教授 佐藤  正樹 0 60 5 65

研究 松信　匠 院修士2年

8 石山　涼太 院修士1年

特定 気象庁予報部数値予報課 坂本　雅巳 予報官 木本　昌秀 16,000 0 0 0

研究 荒波　恒平 予報官

9 米原　仁 予報官
佐藤　均 調査官
下河邉　明 技術専門官

今野　暁 技術主任
松川　知紘 技官
上田　学 技官

鍋谷　尭司 技官

配 分 額

令和元年度　気候システムに関する共同研究　応募及び配分一覧

研 究 課 題 研　　究　　組　　織
気候系
担当
教員

全球雲解像モデルの開発

①衛星データと数値モデルの融合による雲の素
過程の研究

全球雲解像モデルの開発及びデータ解析

海洋モデルにおけるサブグリッド現象の
パラメータ化

全球雲解像モデルの開発及びデータ解析

統合気候・環境モデルの素過程モデル・モ
ジュールの開発

世界海洋大循環モデルの相互比較

全球雲解像モデルの開発及びデータ解析

高分解能大気モデル及び領域型気候モデルの開
発
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研究
消耗品 旅 費 合 計

区分 ノード時間 千円 千円 千円
一般 東京大学大学院理学系研究科 佐藤　薫 教授 木本　昌秀 100,000 0 0 0
研究 高麗　正史 助教

1 南原　優一 大学院生
小新　大 大学院生

一般 北海道大学大学院工学研究院 安成　哲平 助教 阿部　彩子 1,500 0 120 120
研究 WDB株式会社 渡邉　達博 技術補助員

2

一般 海洋研究開発機構 建部　洋晶 主任技術研究員 羽角　博康 300,000 0 0 0
研究 小室　芳樹 技術研究員

3 黒木　聖夫 特任技術研究員
草原　和弥 研究員
渡辺　路生 特任研究員

一般 東北大学大学院理学研究科 寺田　直樹 教授 佐藤　正樹 100,000 0 85 85
研究 笠羽　康正 教授 阿部　彩子

4 早坂　忠裕 教授
中川　広務 助教
Pradeep Khatri 助教
青木　翔平 客員研究者
鳥海　克成 大学院生

情報通信研究機構 笠井　康子 上席研究員
黒田　剛史 主任研究員

京都産業大学 佐川　英夫 准教授
大阪府立大学 前澤　裕之 准教授

築山　大輝 大学院生
一般 東京大学大学院理学系研究科 東塚　知己 准教授 木本　昌秀 20,000 0 0 0
研究 木戸　晶一郎 大学院生

5 村田　壱学 大学院生
楠　  秀大 大学院生

一般 九州大学応用力学研究所 山本　勝 准教授 佐藤　正樹 2,000 0 70 70
研究

6
一般 北海道大学低温科学研究所 中山　佳洋 助教 阿部　彩子 8,000 30 120 150
研究 青木　茂 准教授

7
一般 首都大学東京 高橋　洋 助教 渡部　雅浩 2,000 60 30 90
研究 神澤　望 大学院生（博士課程）

8
一般 富山大学大学院理工学研究部 濱田　篤 准教授 高薮　縁 200 40 120 160
研究 富山大学大学院理工学教育部 内木　詩歩 修士2年生

9
一般 東京大学大気海洋研究所 伊藤　進一 教授 羽角　博康 51,840 0 0 0
研究 横井　孝暁 特任研究員
10 金子　仁 特任研究員

郭 晨穎 大学院生
水産研究・教育機構 瀬藤　聡 グループ長

一般 国立環境研究所 齊藤　誠 主任研究員 佐藤　正樹 5,000 0 0 0
研究 丹羽　洋介 主任研究員
11 佐伯　田鶴 高度技能専門員

村上　和隆 特別研究員
一般 東京海洋大学 関口　美保 准教授 鈴木　健太郎 500 50 22 72
研究 大方　めぐみ 博士研究員
12

一般 北海道大学大学院理学研究院 稲津　將 教授 木本　昌秀 60,000 0 0 0
研究 北海道大学大学院地球環境科学研究院 松村　伸治 博士研究員
13 堀之内　武 准教授

北海道大学大学院理学研究院 見延　庄士郎 教授
北海道大学大学院理学院 勝山　祐太 大学院生
北海道大学大学院理学院 丹治　星河 大学院生

一般 福岡大学　理学部 西　憲敬 教授 佐藤　正樹 0 0 100 100
研究
14

一般 東京大学先端科学技術研究センター 中村　尚 教授 渡部　雅浩 50,000 0 0 0
研究 小坂　優 准教授
15 田口　文明 特任准教授

宮坂　貴文 特任助教
一般 東京大学大気海洋研究所 松村　義正 助教 羽角　博康 50,000 0 80 80
研究 東京海洋大学 大橋　義彦 特任研究員
16 Scripps Institution, UCSD 桂　将太 JSPS海外特別研究員

北海道大学低温科学研究所 中村　知裕 講師
山口　卓也 大学院生

一般 東京大学大学院理学系研究科 三浦　裕亮 准教授 渡部　雅浩 200,000 75 0 75
研究 神山　翼 ポストドクトラル研究員

17 松岸　修平 大学院生
神野　拓哉 大学院生
山崎　一哉 大学院生

一般 次世代海洋生態系モデルを用いた気候変動が海 北海道大学地球環境科学研究院 増田　良帆 博士研究員 岡　顕 25,000 0 0 0
研究 山中　康裕 教授
18

一般 海洋における循環・水塊形成・輸送・混合に関 東京大学大気海洋研究所 安田　一郎 教授 羽角　博康 6,000 0 0 0
研究 川口 悠介 助教
19 李 根淙 特任研究員

矢部　いつか 大学院生D2
特     定     共     同     合     計 9 件 524,560 160 125 285
一     般     共     同     合     計 19 件 982,040 255 747 1,002
合 計 28 件 1,506,600 415 872 1,287

大気海洋マルチスケール変動に関する数値的研
究

全球雲解像モデルデータを用いた熱帯雲活動の
解析

数値モデルを用いた東アジア大気循環の変動力
学の探究

非静力学海洋モデルの汎用化とOGCMとのシーム
レスな接続

気候モデル・全球雲解像モデルを用いた熱帯大
気研究

放射収支算定のための放射スキームの高速・高
精度化

大型大気レーダーと全球高解像度モデルを相補
的に用いた中層大気大循環の階層構造の解明

陸面モデルの積雪スキームの高度化及びデータ
解析（継続）

気候変動予測の不確実性低減に資する海洋大循
環モデルの精緻化

NICAM及びMIROCモデルを用いた地球惑星大気の
物質輸送と気候変動の研究

気候変動現象の形成メカニズムと塩分が果たす
役割

惑星中層大気大循環の力学

トッテン棚氷の海洋シミュレーション

アジアモンスーン降水の将来変化と海面水温変
化パターンとの関係

衛星降水レーダと静止衛星高頻度観測を組み合
わせた降水システムのライフサイクルに関する
研究
海洋循環－低次生態系結合モデルを用いた魚類
生息環境場の比較研究

衛星データ活用による全球炭素収支推定に向け
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雲解像モデルを用いた雷モデルの開発と高度化 

Development of lightning component based on cloud resolving model 

佐藤 陽祐, 北海道大学・理学研究院, E-mail: yousuke.sato@sci.hokudai.ac.jp 
三浦 裕亮, 東京大学・理学系研究科, E-mail: h_miura@eps.s.u-tokyo.ac.jp 

濱田 篤, 富山大・学術研究部,  E-mail: hamada@sus.u-toyama.ac.jp 
端野 典平, 高知工科大学環境理工学群, E-mail: hashino.tempei@kochi-tech.ac.jp 

要旨
本研究では次世代気象気候ライブラリ SCALE に雷を直接扱う雷コンポーネントを実装した。また開発した

数値モデルを用いて台風に関する理想実験を行い、台風周辺で発生する雷発生頻度にエアロゾルが与える影

響を評価した。数値実験の結果から、エアロゾルの数濃度は台風の強度には影響は小さいが、発雷頻度には

大きな影響を与えることが示唆された。同時に、数値実験で計算される雷の特性に決定的な影響を及ぼす雲

微物理モデルの高度化を目指して、詳細雲微物理モデルの検証を行った。

１．はじめに 

 雷は高度に電子化された現代社会において、大きな被害をもたらすため、その精度良い予測が求められている。しかしながら

日々の数値天気予報に用いられる数値気象モデルをはじめとした、ほとんどの数値気象モデルは、雷を直接扱う計算には対応し

ていない。また一部の数値モデルで雷を直接取り扱った計算が行われているが(Mansell et al. 2005 など)、計算コストが高く

広く用いられていない。この高い計算コストのために、雷を直接扱った気象モデル（以下、気象雷モデル）の実行は主に大型計

算機によって行われる。そのため気象雷モデルを開発するにあたっては、雷という現象の再現性のみならず大型計算機での性能

が出ることを考慮した開発が必要になる。そこで本研究では、大型計算機で性能が出るように設計された次世代の気象気候ライ

ブラリ（Scalable Computing for Advanced Library and Environment: SCALE, Nishizawa et al. 2015, Sato et al. 2015）

に雷モデルを実装して、大型計算機で実行可能な気象雷モデルの開発を行った。次に開発された気象雷モデルを用いて台風を対

象とした理想化実験を行い、台風の周辺で発生する雷の雷頻度と、台風内部の電荷構造にエアロゾルが与える影響を評価した。 

同時に雷と密接に関係する雲粒の電荷は、積乱雲内であられを主成分とする水物質の衝突によって生じると考えられるため

(Takahashi 1978)、雷モデルの開発とともに、雲微物理モデルの高度化も進める必要がある。そこで、本研究では雲微物理モデ

ルの高度化にも取り組んだ。 

これらの研究に用いる SCALE の雲微物理モデルは全球雲解像モデル NICAM のそれと同じものであり、上記の一連のよって得ら

れた知見は近い将来 NICAM に還元することが可能である。また、詳細雲微物理モデルによって得られた雲微物理モデルの高度化

に関する知見は、バルク法をはじめとする既存の雲微物理モデルの改良のために有益な知見となり、NICAM の改良に資する知見

とすることができる。 

２．問題設定・方法 

 まず雷モデルを実装した SCALE を用いた台風の理想実験について記述する。実験設定は Miyamoto and Takemi (2013)に従い、

西インドで観測された気象場の鉛直プロファイルを水平一様で 3000 km 四方の計算領域に与え、初期に領域の中心に渦を置いて

実験を行なった。外力として、一定のコリオリ力（f = 10-5 s-1）と海水温一定（300 K）の地表面からの潜熱・顕熱フラックス

を与え、放射の効果は無視した。空間解像度は 5 km、鉛直解像度は 200 m から 1040 m（下層ほど細かい）で、高度 21 km まで

を 40層に分割した。積分時間は台風が定常に達する 196 時間まで行い、最後の 24時間のみを解析した。雲微物理モデルはダブ

ルモーメントバルク法（Seiki and Nakajima 2014: SN14）を用いた。エアロゾルの感度を調べるために、エアロゾルの濃度を

変化させて感度実験を行なった。SN14 では活性化する雲粒数濃度（Nccn）を 

Nccn = N0 sk     (1) 

のように与える。ここで s は過飽和度、k は定数（=0.462）、N0は過飽和度 1%

での雲凝結核である。この N0を 10 cm-3、100 cm-3、1000 cm-3と変化せて実験

を行なった。なお、Seiki and Nakajima (2014)のデフォルトは N0 = 100 cm-3

であり、この実験を以下では CTL 実験と呼ぶ。実験設定の詳細は Sato et al. 

(2019)を参照されたい。 

 また雲微物理モデルの高度化には、Hashino et al. (2007)によって開発さ

れた詳細な雲微物理モデル Spectral Ice Habit Prediction System (SHIPS)

を Kinetics Driver (KiD: Shipway and Hill, 2012)に実装し、KiD で提供さ

れている線状降水帯（スコールライン）の実験設定で、水平 200 km、鉛直 12 km

の計算ドメイン（水平解像度 750 m、鉛直解像度 250 m）にて、数値実験を行

い、計算初期に与える鉛直流の速度の最大値を 3、5、10、15、120 m s-1 と変

化させて実験を行い、計算される氷粒子の特性を調べた。 

 

３．結果と考察

 まず台風を対象とした理想実験の結果について述べる。図 1は雷を実装した

Fig. 1: Horizontal distribution of (shade) 

LWP+IWP and (yellow contour) lightning 

frequency. Contour means 1 lightning per 30 

minutes. 
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SCALE によって再現された台風とその周辺で発生する雷の水平分布を表す。本研究を通して開発された気象雷モデルを用いるこ

とでこのような雷の水平分布を数値実験によって得ることが可能となった。図 2 は計算の最後 24 時間で平均した水物質の電荷

密度の z - R 断面である（zは高度、Rは台風中心からの距離を示す）。エアロゾル数密度を変化させることで、電荷密度の分布

が大きく変化している。CTL 実験と N0 = 10 cm-3の時は、電荷の鉛直分布は下層から正→負→正という三極構造を示しているの

に対し、N0 = 1000 cm-3の時は負→正の二極構造となっていた（エアロゾルが多い時に二極構造となる原因については Sato et al. 

(2019)で詳細に議論されている）。このように電荷密度が二極構造の時は、電荷密度の三階微分で求められる電場が三極構造の

時に比べて大きくなる。またモデルの中では電場が大きいほど雷が発生しやすくなる。そのため、N0 = 1000 cm-3 の時はそれ以

外の時に比べ 10倍程度大きくなっていた。一方、エアロゾルが台風の強度に与える影響は小さかった（図は非表示）。 

 次に SHIPS を実装した KiD での数値実験では、スコールラインの断面にできるレーダー反射因子の構造を再現できていること

が確認できた。また上昇流による感度を調べたところ、上昇流が強い場合にはあられの密度が小さくなること、柱状結晶の最大

粒径が大きくなることが確認された。 

４．まとめと今後の展望 

 本研究では雷を直接扱うコンポーネントを SCALE に実装して、台風を対象とした数値実験を行なった。実験の結果から、台風

内部の電荷分布にエアロゾルの数密度が大きな影響を与え、それによって、台風周辺で発生する雷の頻度にもエアロゾルの数密

度が大きな影響を与えていることが明らかになった。これらの内容は Sato et al. (2019)として公開済みである。今後は定常

状態のみならず、計算開始から定常に至るまでの台風のライフサイクルと発雷頻度の関係について調査を行う。また、理想実験

で行ってきた実験を現実事例に拡張して数値実験を行なっていく。 

また雲モデルの高度化を目指して KiD に実装した SHIPS を用いた数値実験を行い、SHIPS で計算される雲粒子の形状や密度な

どについて解析を行った。今後は数値実験の結果からレーダー反射因子やドップラー速度を計算して、衛星やレーダーとの観測

と比較を行う。 
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Fig. 2: Vertical distribution of charge density simulated by SCALE with (a)N0 = 10 cm-3, (b)N0 = 100 cm-3, and 

(c) N0 = 1000 cm-3. The value was tangentially averaged during last 24 hours of the simulation.  
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大気粒子と短寿命気体及び雲との相互作用に関するモデリング研究 

A modeling study of interaction between atmospheric particles, short-lived gases and clouds 

五藤 大輔, 国立環境研究所, E-mail: goto.daisuke(at)nies.go.jp 
佐藤 陽祐, 北海道大学大学院理学研究院・地球惑星科学部門, 

E-mail: yousuke.sato(at)sci.hokudai.ac.jp
Daisuke Goto, National Institute for Environmental Studies 

Yousuke Sato, Faculty of Science, Department of Earth and Planetary Sciences 
Hokkaido University 

要旨
全球雲解像モデル NICAM と結合した大気汚染物質輸送モデルである NICAM-Chem を用いて、世界最高解

像度レベルの全球 14km 解像度で 3 年間積分したエアロゾル場の検証および解析を実施した。高解像度計算

（High-Resolution Model; HRM）との比較のために、全球 56km 解像度（Low-Resolution Model; LRM）の NICAM-
Chem の実験結果も用いることで、高解像度計算を行うことによるメリットを考察した。HRM は LRM より

も時空間変動のばらつきを表現できることが定性的には考えられているが、定量的に示されたことはない。

そこで本研究では、HRM 結果の検証の一つとして、エアロゾル・雲・降水に関して、全球規模で時空間変動

のばらつきに着目した。その結果、HRM と LRM の時空間ばらつきの全球年平均値の比を見積もると、エア

ロゾルが 2 程度であり、雲・降水は 3 程度の値となることがわかった。またアマゾンなどエアロゾル−雲−降

水に関係する極端現象の再現が重要である地域では特に高解像度計算が重要であることも示された。

１．はじめに 

大気中に浮かぶ粒子（大気粒子、あるいは、エアロゾル）は、大気環境だけではなく、気候にも影響を与えている。本研究で

は、主に用いられる全球雲解像モデル（NICAM）に結合したエアロゾル化学統合モデル（NICAM-Chem）を用い、モデル内で取

り扱われている大気粒子とその前駆気体である短寿命気体との相互作用に着目したエアロゾル化学の精緻化と、エアロゾルと雲

の相互作用に関するモデリングの高度化を行うことを目的としている。

２．問題設定・方法 

 全球雲解像モデル NICAM と結合した大気汚染物質輸送モデルである NICAM-Chem を用いて、世界最高解像度レベルの全球

10km スケールで安定した全球エアロゾルシミュレーションが行えることを目指し、本年度は全球 14km 解像度で 3 年間積分し

たエアロゾル場の検証および解析を実施した。高解像度計算（High-Resolution Model; HRM）との比較のために、全球 56km 解像

度（Low-Resolution Model; LRM）の NICAM-Chem の実験結果も用いることで、高解像度計算を行うことによるメリットを考察

した。ただし、計算資源の制約上、6 時間毎の出力は追計算で実施したため、１年分しか計算できなかった。 

３．結果と考察

図１は HRM と LRM の 2 つの異なる解像度の NICAM-Chem で計算したエアロゾル光学的厚さ（Aerosol Optical Thickness; 
AOT）、高度 2km における雲凝結核（Cloud Condensation Nuclei; CCN）濃度、水雲の光学的厚さ（Cloud Optical Thickness; COT）、
降水量の時空間変動性を示している。エアロゾルに関する類似研究は過去にも行われているが、対象地域が限定的であり（Lin 
et al., 2017）、全球規模で調べられた例はない。Lin et al.（2017）では、2008 年 10 月の 1 ヶ月間を対象とし、南太平洋上でのエア

ロゾル濃度の変動を調べたところ、大気境界層では 15%程度、自由対流圏では 50%程度の時空間変動性があることがわかった。

本研究では全球を対象に１年間の時空間変動性を調べたところ、HRM では 28.5%、LRM では 16.6%と求められ、Lin et al.（2017）
とも矛盾しなかった。高度 2km における CCN の変動性は、HRM では 7.6%、LRM では 4.1%となり、AOT よりも値が小さかっ

た。これは、NICAM-Chem で計算された CCN 濃度が一般的な観測に比べて過小評価であることが要因の一部である。雲・降水

はサブグリッド変動に大きく影響されることが知られている（例えば Pincus et al., 1999）。本研究での計算結果は全球年平均値

で、COT は HRM で 80.0%、LRM で 22.9%となり、降水量は HRM で 216.2% 、LRM で 77.9%と計算された。これらの値はエア

ロゾルの値よりもかなり大きく、HRM と LRM の相対的な比をみると、1.7（AOT）, 1.9（CCN）, 3.5（COT）、2.8（降水量）と

見積もられた。また、アマゾンでは値が大きく、エアロゾル−雲−降水に関係する極端現象の再現が重要である領域では、特に高

解像度モデルが重要であることも示された。
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Fig 1 Global distributions of the ratio of the standard deviation to the average for the (a,b) AOT, (c,d) CCN at a height of approximately 2 km, 
(e,f) COT and (g,h) precipitation in 1°×1° grids using the 6-hourly output of both the HRM and the LRM for a 1-year integration period. 
All units are in %. The transparency represents lower absolute values of each parameter: AOTs of <0.1 in panels (a,b), CCN of <40 cm-3 
in panels (c,d), COTs of <5 in panels (e,f), and precipitation fluxes of <1 mm day-1 in panels (g,h). This figure is referred from Figure 14 
in Goto et al. (2020).  

４．まとめと今後の展望 

高解像度モデルの利用によって、高い時空間変動を示す現象を捉えることができる。今後は、他の物理量の検証も行い、特に

エアロゾルと雲の相互作用が強い事例に注目し、その現象理解を深めていきたい。
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全球雲解像モデルの開発及びデータ解析 

全球非静力学モデルの高度化および気象予測研究への応用 
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weather prediction research 

那須野 智江, 海洋研究開発機構, E-mail: nasuno(at)jamstec.go.jp 
中野 満寿男，海洋研究開発機構，E-mail: masuo(at)jamstec.go.jp 
山田 洋平, 海洋研究開発機構, E-mail: yoheiy(at)jamstec.go.jp 

原 政之, 埼玉県環境科学国際センター, E-mail: mikikoi(at)jamstec.go.jp 
八代 尚, 国立環境研究所, E-mail: yashiro.hisashi(at)nies.go.jp 
Tomoe Nasuno, Japan Agency for Marine-Earth Science and Technology 
Masuo Nakano, Japan Agency for Marine-Earth Science and Technology 
Yohei Yamada, Japan Agency for Marine-Earth Science and Technology 
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要旨
世界的な対流活発域である海大陸を特徴づける日周期変動の再現は、気候・気象モデルにとって挑戦的な課

題である。この課題へのアプローチとして、Years of the Maritime Continent (YMC, 海大陸研究強化年)

集中観測期間を対象とする、全球非静力学モデル NICAM（7 km格子）と領域高解像度モデル（UK Met Office 

UM, 4.4 km格子)の予測計算データの比較解析を行った。２つのモデルは物理過程など多くの点において異

なるが、どちらも海陸の降水日周期の特徴や、対応する地表風の収束発散場の変動を概ね再現していた。但

し、陸上の日周期変動には差異が顕著に見られ、NICAM では日周期に伴う降水量の増加速度が過少で地表風

の収束が弱く、UMでは降水の増加が過剰で強い地表風収束を伴う傾向があることが分かった。これらの結果

は、NICAMと UMでは、陸上の加熱に伴う海風の発達や、これと雲の形成の結合度合いが異なることを示唆す

る。高解像度データの活用として、局所循環を詳しく調べた結果、両モデルに共通して、スマトラ南西部の

地表風の日周期変動に、風向の回転を伴う特徴的な振る舞いが検出された。 

１．はじめに 

 全球非静力学モデルによる高解像度数値実験は、気象・気候に関する変動現象のスケール間相互作用を理解する上で有用な研

究手法である。本課題では、全球雲解像モデル Nonhydrostatic Icosahedral Atmospheric Model (NICAM; Satoh et al. 2014）

を用いた数 km～十数 kmメッシュの数値実験および解析を行うことにより、雲降水現象のメカニズムの理解およびモデルにおけ

る再現性の向上に関する指針を得ることを目的とする。R1 年度は H29・H30 年度に引き続き、国際プロジェクト Years of the 

Maritime Continent (YMC; 海大陸研究強化年) 集中観測期間を対象とする研究を行った。海大陸（インドネシア周辺域）では、

局地的な循環や降水の日周期変動が卓越し、大規模場と複雑に相互作用する。これらをモデルで正しく再現するためには、高い

解像度と雲の形成に関する物理過程の適切なモデリングが重要である。そこで本年度は、NICAMを用いた数値実験と、仕様の異

なる高解像度領域モデルの比較解析を行うことにより、日周期変動や季節内振動の再現の要件を調べた（那須野, 2019）。本報

告では、降水や循環場の日周期変動に注目し、モデル間の違いとその原因について議論する。 

２．問題設定・方法 

全球非静力学モデル NICAMと UK Met Officeの領域ネスティングモデル（Unified Model, UM）を用いた YMC-Sumatra2017集

中観測期間（2017年 11月 15日－2018年 1月 15日）を対象とする 5日予測計算データ（0000 UTC初期値、62セット）を用い

た。NICAMの計算では、全球 7 km格子とし,初期値として NCEP final analysis を用いた(実験設定の詳細は Nasuno 2019参

照)。UMの計算では、海大陸周辺域（91-153E, 17S-29N）において 4.4 km格子とし、初期値・境界値として英国気象局の現業解

析値・予報値（10 km格子）を用いた（実験設定は Short and Petch 2018と同様）。両モデルは、物理過程（大気境界層、陸面、

雲微物理など）スキームのいずれも共有しておらず、特に雲物理過程については、NICAMでは対流スキーム（格子スケール以下

の対流を表現）を用いないが、UM では浅い対流について適用している。実験結果の検証には、衛星による降水観測プロダクト

（Global Satellite Mapping of Precipitation, GSMaPおよび NOAA CPC Morphing technique, CMORPH）と、客観解析（NCEP 

final analysis）の風速データを用いた。本稿では、降水と 10 m高度風速に関する日内時間変化の合成解析の結果を示す。数

km 格子の非静力学モデルであるという大枠を除き、殆ど共通点のない２つのモデルにおける日周期変動が、どの程度の幅で一

致/相違するのかに注目する。 

３．結果と考察

Fig. 1に海大陸西部（Fig. 2囲み域）における降水日周期の比較を示す。両モデルとも、海陸での位相の反転や、海上より

も陸上で日周期の振幅が大きいといった特徴を再現している。海上では 2 つのモデルに共通して日周期振幅の過少傾向があり、

その原因としては、境界条件の海面水温に日内変動が充分に解像されていないことが考えられる（Fig. 1b）。陸上ではモデル間

で逆の誤差傾向があり、NICAMでは降水の立ち上がりが遅くピーク時刻の遅れと過少傾向が見られるが、UMでは午後早い時刻か
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ら急速に降水が増加し、ピーク時刻は観測よりやや早く過剰傾向である（Fig. 1a）。降水の衰退期（深夜～午前）には誤差が小

さく、降水の発達期（昼～夕方）に大きな誤差が現れることから、日射に応答した海陸風の発達や雲の形成過程がモデル間の差

異に深く関係していると考えられる。Fig. 2に陸上の降水ピーク時刻（1200 UTC）における南北風速（日平均からの偏差場）を

示す。陸上および沿岸部での収束が UMでは NCEP解析値に比べ強く、NICAMでは弱い傾向が見てとれる。陸上の加熱に伴う海風

の発達と強制上昇を介した雲の形成が UM では強くリンクしていること、NICAM では海陸風の発達が弱いことが、降水の日周期

の違いをもたらしたと考えられる。さらに UM では、ボルネオ北西部やニューギニア北部などで、海風の海洋上への拡大が顕著

にみられ、海陸循環がより広範囲まで及ぶことで強い降水の発達に寄与したことが示唆される。Fig. 3 にスマトラ南西部の拡

大図を示す。降水のピークに先立ち、島の地形に沿った北風が岸の内陸側に形成され、海風と収束している（Fig. 3a,c）。降水

ピーク時には、海風の内陸への侵入とともに南風成分が強まって島の内陸部での収束が増大し、東岸では東風の流入も発達して

いる（Fig. 3b,d）。即ち、この地域の風向の日周期変動は、反時計回りに回転していると見ることができ、これが収束場を介し

て降水の日周期変動に関与している可能性がある。このような局所的な変動現象の検出は高解像度モデルに特化したものといえ

る。 

４．まとめと今後の展望 

海大陸における降水現象のモデル再現性に関する知見を得ることを目的として、YMC集中観測期間を対象とする NICAMおよび

UMによる予測計算の比較解析を行った。どちらのモデルも、海陸の降水日周期の特徴や、対応する地表風の収束発散場の変動を

概ね再現していること、但し陸上での日周期に伴う海陸循環の強さや降水の増加速度には異なる特徴が見られ、UM では過剰、

NICAM では過少の誤差傾向があることが分かった。NICAM の雲物理過程において降水効率を高くした感度計算も実施し、降水の

日周期振幅は観測と同等になるが、位相の遅れや地表風の過少傾向は変わらないことも確認している。解像度を上げた（3.5 km

格子）においても位相の遅延傾向が見られることから、これらを改善するためには、陸面過程や境界層過程の検討を行う必要が

あると思われる。２つのモデルに共通して、スマトラ島南西部の地表風の日周期変動に風向の回転を伴う特徴的な振る舞いが見

られた。スマトラ南西沖では地形に由来する総観規模の渦擾乱が頻繁に発生し、しばしば台風の初期擾乱となることが知られて

いるが、その実態は未だよくわかっていない。スマトラ島における日周期変動と総観規模擾乱の関係について、新たな課題とし

て今後の研究で取り組みたい。 
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Fig. 2 Composite 10-m height meridional velocity (color) and wind vector at 1200 UTC in 
(a) NCEP final analysis (b)NICAM and (c) UM. Deviations from the diurnal mean is plotted.

Fig. 1 Composite diurnal 
precipitation averaged in the 
(a) land and (b) ocean areas

of the analysis domain (black
box in Fig. 2).

Fig. 3 zoomed plots of Fig. 2 
in (a)(b) NICAM and (c)(d) UM 
at (a)(c) 0900 UTC, (b) 1300 

UTC, and (d) 1200 UTC. 

LAND 

(c) UM 12 UTC(a) NCEP FNL 12 UTC (b) NICAM 12 UTC

 OCEAN 

Precipitation 

(a) NICAM 09 UTC (b)  NICAM 13 UTC (c) UM 09 UTC (d) UM 12 UTC
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要旨 

内部波束が不均一な背景場中を反射・屈折・伝播する様子を追跡する ray-tracing simulation を用いて, 既存の

乱流パラメタリゼーションにおいて考慮されてこなかった「平均流 (地衡流) シアーに伴う物理過程」や「内

部波スペクトルの歪み」が内部波の砕波に伴う乱流混合に与える影響について定量的に検証した。数値実験

の結果, 先行研究でその重要性が指摘されていた「平均流シアーに伴う波—平均流相互作用」は, 普遍的背景

内部波場が存在する現実的な状況では非常に小さくなることがわかった。その一方, 南極周極流域における

現場観測で確認されたような, 鉛直低波数側に歪んだスペクトルを持つ内部波場においては, 既存の乱流パ

ラメタリゼーションは過大評価傾向を示し, この過大評価傾向は「内部波エネルギーレベル」と「シアー・

ストレイン比」という 2 種類の内部波パラメータに強く依存することが確認された。

１．はじめに 

 南極周極流域では，上空を吹く偏西風の変動によって上層に励起される近慣性内部波や，地衡流（南極周極流）と急峻な海底

地形との相互作用によって深層に励起される風下波が，それぞれ砕波することで，強い乱流混合が生じている。極域で形成され

る底層水が周囲の水塊との混合を経て太平洋・大西洋・インド洋の各海盆へ送り込まれていく起点である南大洋における乱流混

合強度の定量化は，深層海洋大循環像を解明する上でも非常に重要な課題である。 

一般に外洋域では，海洋内部に普遍的に存在する Garrett-Munk (GM) 平衡内部波場 (e.g., Garrett and Munk 1975) 内でのエネル

ギーカスケード理論に基づく乱流パラメタリゼーションが用いられるが，南極周極流域では，これらの乱流パラメタリゼーショ

ンでは考慮されていない「平均流（地衡流）シアーに伴う物理過程 (e.g., Waterman et al. 2014)」や「（内部波励起源近傍における）

内部波スペクトルの歪み (Takahashi and Hibiya 2019)」が乱流混合強度に影響を与えうることが指摘されている。

本研究では，内部波場を構成する波束の一つ一つが，不均一な背景場中を反射・屈折を繰り返しながら伝播し, 砕波に至るま

での様子を追跡する ray-tracing simulation に，背景場として平均流シアーや異方性を持った内部波場を組み込むことで，南極周

極流域を想定した乱流混合過程の再現実験を行い，既存の乱流パラメタリゼーションで考慮されてこなかった上記の要因につい

て定量的に検討した。 

２．研究成果 

２−１. 平均流シアーが与える影響 

先行研究 (e.g., Waterman et al. 2014)では, 風下波と南極周極流に伴う平均流 (地衡流) シアーとの間の「波-平均流相互作用」

によって, 風下波エネルギーの一部が平均流に吸収され, 乱流混合が抑制されることで, 乱流パラメタリゼーションが実際の

乱流エネルギー散逸率を過大評価するのではないか, という指摘がなされた。しかしながら, この仮説は, 単色の風下波の波

束と平均流シアーのみを考慮した, 非常に単純化された理論に基づいており, 風下波が背景内部波場から受ける影響について

は一切考慮されていない。そこで, 平均流シアーが波-平均流相互作用を通じて内部波の砕波に与える影響を定量的に評価する

ために,普遍的な背景内部波場の模型である Garrett-Munk (GM) 内部波場と平均流シアーが重なり合う場における乱流混合過程

を再現する ray-tracing simulation を行った。
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 数値実験の結果, 風下波が平均流シアーだけでなく背景内部波場とも共存する現実的な状況では, 平均流シアーによる波-平

均流相互作用は非常に小さくなることがわかった。さらに, 背景内部波場に平均流シアーが重なることにより, 風下波の波束

が砕波するまでに要する時間が短縮され, 乱流混合は強化されることがわかった。これらの結果は先行研究 (e.g., Waterman et al. 
2014) による理論的考察と大きく異なる。

２-２. 鉛直波数スペクトルの歪みが与える影響

先行研究  (Takahashi and Hibiya 2019, Takahashi and Hibiya in
prep.)では, 南極周極流域において, 内部波エネルギーの鉛直波

数スペクトルが鉛直低波数側 (鉛直波数〜0.01 cpm) に “hump 
(こぶ)”を持つような歪んだ形 (図１) をしていることが多く, 

そのような場所では, 乱流パラメタリゼーションが実際の乱流

エネルギー散逸率を過大評価することが報告されている。

そこで, このような内部波スペクトルの歪み (hump) が乱流

パラメタリゼーションの推定に与える影響を定量的に調べるた

めに,  Garrett-Munk (GM) 背景内部波場の上に鉛直低波数の内部

波の波束を重ね合わせることで “hump” を持つ内部波スペクト

ルを再現し, そのようなスペクトルを持つ内部波場における乱

流混合過程について ray-tracing simulation を用いて調べた。

 数値実験の結果, 鉛直低波数の内部波は, 鉛直高波数の内部

波を砕波させやすくする「背景シアー」としての役割を果たす一

方で, 自らは砕波しにくいために, 乱流エネルギー散逸率には

大きく寄与しないことがわかった。既存の乱流パラメタリゼーシ

ョンは, 平坦な形状の鉛直波数スペクトルを持つ GM スペクト

ルモデルに基づいて定式化されているため, 一般に, 観測機器

のノイズの影響を受けにくい鉛直低波数帯のスペクトルレベル

から乱流エネルギー散逸率が推定される。それゆえ, “hump”を持

つスペクトルに乱流パラメタリゼーションを適用すると, 乱流

混合に直接的に寄与しない鉛直低波数帯のスペクトルレベルは, 

砕波限界に近い鉛直高波数帯のスペクトルレベルよりも大きくなるため, 乱流パラメタリゼーションの過大評価傾向が生じる

ということが確認された。 

 乱流パラメタリゼーションにおける過大評価傾向の程度は, 内部波スペクトルレベルの推定に用いる鉛直波数帯の上限であ

る「カットオフ波数」に依存した。特に, 小さいカットオフ波数を使用する場合には, 「内部波エネルギーレベル」が大きく,

「シアー/ストレイン比」が小さいときに過大評価傾向が顕著となった。このような内部波パラメータに対する依存性は, 南極

周極流域における現場観測の結果と整合的であった。   

３．まとめと今後の展望 

 本研究を通じて, 既存の乱流パラメタリゼーションを用いて乱流エネルギー散逸率を推定する際には, 内部波エネルギーの

鉛直波数スペクトルの歪みを考慮する必要があることが示された。このような歪んだ内部波スペクトルは, 南極周極流域のほ

か, 渦を伴う地衡流と内部波が共存する黒潮流域のような海域でも確認されている (e.g., Nagai et al. 2017)。
一方, 本研究で行った ray-tracing simulation では, (1)最初に与えた背景内部波場は定常である, (2)追跡する内部波の波束は,

自身より水平・鉛直スケールの大きい背景内部波成分のみから影響を受ける, (3)内部波の波束の鉛直波数が「砕波限界 (= 0.02 
cpm)」を超えると砕波し, その内部波エネルギーの全てが乱流エネルギーとなる, といった非自明な仮定をおいている。そのた

め, 今後の乱流パラメタリゼーションの改良に向けては, 上記の仮定が妥当であるのか, 本研究の結果がどの程度現実を再現

しているのかについて, より仮定の少ない primitive 方程式を用いた数値実験に基づいて検証を進めていくことが必要である。
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図１. 南極周極流域における現場観測から得られた内部波エネ

ルギーの鉛直波数スペクトル (緑: 水平流速の鉛直シアー, 桃: 

密度の鉛直ストレイン) の一例。鉛直低波数側に hump (こぶ) 

を持っている。薄色の平坦な線は GM スペクトル。 
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要旨
本研究では，海洋大陸の西端に位置するスマトラ島の西岸の沿岸降水帯の再現性を，雲微物理過程のパラメタリ

ゼーションに着目しながら調べた．上層の雲氷の混合比を増加させ，その平均粒径を温度依存させるようにした

実験において沿岸降水帯の再現性の向上がみられた．一方で，雲水，雨水，雪，雹に関するパラメータを変化さ

せた場合では，その再現性は不十分であった．また海面温度の分布は沿岸域の降水分布において重要であり，雲

氷のパラメータ実験と組み合わせることで，沿岸域の降水帯は最も現実に近く再現された．計算期間の平均的な

日周期の様子を詳しく調べたところ，陸域における対流活動の日周期を起源とする雲氷が上層の東風によって海

上に移流され，それに伴い沿岸域で水蒸気と降水が増加するという沿岸降水帯の形成メカニズムが示唆された． 

１．はじめに 

 海洋大陸は，赤道域の中でも特に積雲対流活動が活発な地域であり，それに伴う潜熱の放出は全球の循環に影響を与える．

海洋大陸の西端に位置するスマトラ島の西岸では，沿岸域の海側に降水の極大を持ち，その極大値は年間 4000 mmを超えると

いう特徴を示す．しかし，この降水分布が沿岸域で極大となる沿岸降水帯の形成メカニズムは，未解明のままである． 

海上における広範囲・長期間の包括的な観測データを得ることは難しいことから，観測的な研究から沿岸降水帯の形成メカ

ニズムを明らかにするには限界がある．また大気大循環モデル（GCM）は，一般的にこの地域の降水量や降水分布を精度良く

再現できない．これらのことから，沿岸降水帯の形成メカニズムという観点からは，積雲対流を陽に表現する雲解像モデルを

用いた研究が最も適切と考えられる．一方で，この雲解像モデルにおいても，沿岸降水帯を適切に再現できる場合とできない

場合があり，その原因は明らかにはなっていない．

以上のことから，本研究では，水平解像度が数 km の雲解像モデルを用いて，スマトラ島西岸をターゲットに様々な数値実

験を行い，降水分布の再現性の違いを調べた．ここでは，特に雲微物理過程のパラメタリゼーションに着目しながら，湿潤静

的エネルギーの収支式に基づき体系的に感度実験を構成することで，沿岸降水帯の形成メカニズムを理解すると共に，エネル

ギー収支の観点からの雲微物理過程パラメタリゼーションの高度化・精緻化に関する課題を明らかにすることを目的とした． 

２．問題設定・方法 

本研究では，理化学研究所において開発している雲解像モデル SCALE を用いた．水平解像度 3.5 km（東西 960×南北 640
格子）とし，計算領域は，スマトラ島及びその西岸の東インド洋を含む東西 85E-115E，南北 12S-6N に設定した．鉛直層数

は 80 層で，最下層 50 m，最上層 1250 m の上層に向けて粗くなるストレッチグリッドを使用した．モデル上端は高度約 29 km
とし，音波や重力波の反射を軽減するため上層約 10 km に，レイリー摩擦によるスポンジ層を設定した．計算の初期場には，

水平解像度 1°×1°の National Centers for Environmental Prediction-Final Analysis（NCEP-FNL）を使用した．側面の境

界値，及び下端の境界値の海面温度（SST）についても，6 時間解像度の NCEP-FNL を使用した． 
本研究の水平解像度 3.5 km では，積雲を完全に解像できるとは言えないが，積雲対流スキームは使用せず，雲微物理スキ

ームのみで雲・降水過程の計算を行った．雲微物理スキームとして，雨，雲水，霰，雪，雲氷の混合比を予報変数とする 6-class
の 1-moment スキーム（NSW6; Tomita 2008）を使用した．境界層乱流のパラメタリゼーションには，MYNN level 2.5 境

界層モデル（Mellor and Yamada 1982; Nakanishi and Niino 2004），放射スキームには相関 k 分布法ブロードバンド大気放

射伝達モデル（mstrnX; Sekiguchi and Nakajima 2008），陸面過程には熱拡散・バケツモデル，都市モデルには単層キャノ

ピーモデル（Kusaka et al. 2001）を使用した．積分期間は，スマトラ島西岸において集中観測が行われた期間を含むように，

2015 年 11 月 22 日 00UTC から 2015 年 12 月 7 日 00UTC の 15 日間（1 日の spin-up 期間を含む）とした． 
標準実験では，沿岸域における降水の極大は再現されず（Fig.1），スマトラ島西岸の海上で鉛直積算した大気中の水蒸気量

（CWV）のドライバイアス，及び外向き長波放射（OLR）の過大バイアスがみられた．熱帯海洋上では，一般的に CWV と

降水量は比例の関係があることが分かっている．そこで降水分布の再現性に関して，CWV のドライバイアスに着目し，鉛直

積算した FMSE 収支の式を基に，放射加熱と地表面からの熱フラックスに関する感度実験を行った．放射加熱に関わる実験

として，上層の雲氷の混合比を増加させ，その平均粒径を温度依存させるようにした実験（ICE 実験），水雲の平均粒径を小

さくした実験（CLOUD 実験），雪・霰の平均粒径を小さくして層状性の降水域を維持しやすくした実験（WW14M 実験）を

行った．これらの実験では，いずれも他の条件が同じなら，放射加熱の正偏差（それに伴う CWV の増加）が期待される．ま

た，地表面フラックスに関わる実験として，海面温度を客観解析値から衛星を用いて解析されたデータセットへ入れ替えた実

験（SST 実験），降水に伴う水平風の運動量の下層への輸送を強化した実験（N0R10 実験）の２つを行った．更に，初期値・

境界値を NCEP-FNL からヨーロッパ中期予報センターによる最新の再解析データに入れ替えた実験（ERA5+SST 実験）も

行った．感度実験の一覧を，表１にまとめる．
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実験名 説明

ICE 実験 雲氷の終端速度の経験式の変更（CF-case in Heymsfield et al. 2007）． 
(135.3 + 1.93𝑇𝑇)(1000.0𝜌𝜌𝑞𝑞𝑖𝑖)(0.0058−0.0024539𝑇𝑇) 

雲氷の有効半径に経験式を導入（Thornberry et al. 2017） 
If 𝑇𝑇 > 192[K], 40.0 + 0.53(𝑇𝑇 − 192).  If 𝑇𝑇 < 192[K], 12.0 + 28𝑒𝑒0.65(𝑇𝑇−192) 

CLOUD 実験 雲水の有効半径を 1/2 倍（4.0𝜇𝜇𝜇𝜇） 

WW14M 実験 雪，霰の切片パラメータの変更（Wainwright et al. 2014） 
𝑁𝑁0𝑠𝑠 = 3.95 × 108[m−4],𝑁𝑁0𝐺𝐺 = 5.26 × 107[m−4] 

衝突効率の変更（e.g., Rutledge and Hobbs 1984; Krueger et al. 1995; Lang et al. 2007） 
𝐸𝐸𝑆𝑆𝑆𝑆 = 𝐸𝐸𝑆𝑆𝐺𝐺 = 0.1 

SST 実験 SST の変更（NOAA OISST v2） 

N0R10 実験 雨の切片パラメータの変更 𝑁𝑁0𝑅𝑅 = 8.0 × 107[m−4] 

ERA5+SST 実験 境界値の変更（ERA5） 
SST の変更（OISST v2） 

３．結果と考察

 感度実験の結果を図１に示す．放射加熱に関する３つの実験の内， ICE実験では，スマトラ島西岸の海上全域にわたって，

期間平均した CWV の増加がみられたが，WW14M では予想とは逆に減少傾向となっていた．地表面フラックスに関する実験の

N0R10実験では，海上全域にわたって CWVの増加，SST実験ではスマトラ島の南西の沿岸域で CWVの増加がみられた．しかし，

これらの５つの実験では，いずれも沿岸域で降水の極大となる沿岸降水帯の再現性は不十分であった．また，ERA5+SST 実験

においても沿岸降水帯は再現されず，初期値・境界値が本質的な問題でもないことも分かった． 

 そこで本研究では，これらの 6つの内いくつかを組み合わせた複合感度実験を，さらに 4つ行った（ICE+SST実験，ICE+N0R10

実験，SST+N0R10実験，ICE+SST+N0R10実験）．その結果，ICE+SST実験が沿岸域における降水の極大を最もよく再現した（図

略）．また ICE 実験を含む感度実験は，どれも海岸線に近い所で降水の極大の再現性が向上する傾向があった．そこで，計算

期間の平均的な日周期の様子を詳しく調べたところ，陸域における対流活動の日周期を起源とする雲氷が上層の東風によって

海上に移流され，それに伴い 10 kmより下層で水蒸気が増加することによって沿岸域で降水が増加する，という陸域と海洋域

が相互に関係しあった沿岸降水帯の形成メカニズムが示唆された． 

４．まとめと今後の展望 

 本研究では，スマトラ島西岸における沿岸降水帯をターゲットに，領域非静力学モデル SCALE-RMを用いて再現実験を行い，

湿潤静的エネルギーの収支式を基に，雲微物理パラメタリゼーションに着目しながら沿岸降水帯の再現性について調べた．湿

潤静的エネルギーの収支という観点からは，上層の雲氷の混合比を増加させ，その平均粒径を温度依存させるようにした実験

において再現性の向上がみられた．一方で，力学場（循環場）や他の物理量に着目した再現性の評価や，他の物理過程のパラ

メタリゼーション（例えば乱流過程等）に関しては今後の課題である．また今回は，熱帯域の雲降水システムに着目したが，

中緯度の降水システムに関して，今回の結果をどの程度応用できるかに関して，冬季の日本海の降水に着目しながら様々な数

値実験を行う予定である．

Fig. 2：スマトラ島西岸の降水分布（Fig.1の矩形領域）．ただし，（a）ICE

実験，（b）CLOUD 実験，（c）WW14M 実験，（d）SST 実験，（e）N0R10 実験，

（f）ERA5+SST実験の結果．海岸線に平行に平均をとり海岸線からの距離

の関数で表している．負値は海上，正値は陸上を表す．各図において，点

線は衛星観測から見積もった降水分布．実線は標準実験の結果． 

Fig.1:衛星観測から見

積もった期間平均の

降水分布（上）と標準

実験の降水分布（下）． 
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統合陸域シミュレータ ILSの検証 

Validation of Integrated Land Simulator 

要旨
本共同研究では、気候モデルに結合可能な独立した陸モデルとして開発を進めてきた統合陸域シミュレータ

（Integrated Land Simulator; ILS）について、様々な気候帯に位置する世界 20 カ所を対象として検証を行った。

顕熱・潜熱フラックスを観測と比較した結果、季節性・日変化は全体として良い再現性を示した。また、他

の陸モデルと同様に、30 分値の再現性は 2 変数回帰の方が良い再現性を持つ傾向にあるが、極値については

ILS の方が良い傾向があることがわかった。今後の展望として、さらなる検証、新しい素過程の実装、大気・

海洋モデルとの結合を進めている。

１．はじめに 

陸域過程の精度良い表現は、気候シミュレーション、気象予測、洪水予測、影響評価研究といった様々な目的のために重要で

ある。迅速な開発サイクルによる精度向上を目指し、（1）適切な格子系による高解像度化の実現、（2）よく検証された要素モデ

ルの簡素な導入の実現、（3）大気・海洋モデルやその他のモデルと物理的に整合した形での結合を実現するため、統合陸域シミ

ュレータ（Integrated Land Simulator; ILS）の開発を進めている。ILS は複数の陸域要素モデルを汎用カプラで結合し、MPMD
（Multiple Program-Multiple Data）方式で実行する。本報告書では、現地観測データを用いてサイト実験を行い、ILS 開発に当た

って書き直した MATSIRO の再現性の評価し、地表面フラックスの検証を行った結果を報告する。

２．実験設定 

現地観測データとして、PALS（Protocol for the Analysis of Land Surface Models; Abramowitz, 2012; Best et al., 2015）で用意された

フラックスネット 20 カ所のデータを用いて、ILS のサイト実験を行なった。これらのサイトは、熱帯、乾燥帯、温帯、亜寒帯と

いう幅広い気候帯に及び、森林域と非森林域のどちらも含んでいる。PALS で整備された、気象データ（下向きの短波・長波放

射、地上気温、降水量、比湿、風速、地表面気圧）、顕熱・潜熱フラックスの観測データ、2 変数回帰式によって推定された顕熱・

潜熱フラックスの 3 種類のデータを用いる。これらは全て、時間解像度 30 分で欠損なく整備されている。また、雲量データと

して ERA5 を用いる。実験の期間はサイトごとに異なり 2〜10 年で、計算の時間解像度も 30 分である。ILS は、MIROC5 版の

MATSIRO を元に書き換えたもの、さらにフラックス計算部に繰り返し計算を実装したものの 2 種類を用いて実験を行った。ベ

クトル機での高速化コードに必要な汎用ループは、どちらにも実装してある。書き換えの再現性検証は前者、観測との比較によ

る検証には後者の結果を用いた。また、比較のために MIROC5 版の MATSIRO を用いた実験も行なった。

３．結果と考察

まず書き換えたコードの再現性を確認する。これまで限られたサイトで検証を行なっていたが、本実験では気候の異なる 20
カ所を対象とした。MIROC5 版の MATSIRO と ILS を用いて行なった実験結果のうち、主要 4 変数（各層の土壌温度と土壌水

分、顕熱フラックス、潜熱フラックス）の 30 分出力値を 4 バイト実数で比較した。その結果、対象とした全ての変数について、

バイナリレベルで一致することを確認した。次に、年平均潜熱・顕熱フラックスのバイアスを調べた。潜熱・顕熱フラックスど

ちらもバイアスが大きいのは、ElSaler2、Howard の 2 サイトで、ElSaler2 では顕熱フラックスを過大評価し、潜熱フラックスを

過小評価していた。Howard ではその逆で、下向き短波放射の量は比較的大きい。これらのサイトでは、潜熱・顕熱フラックス

の和のバイアスは小さく、地表面フラックスの分配が誤差の原因ではないかと考えられる。一方、Mopane では、顕熱フラック
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ス

Fig. 1 潜熱フラックスの季節変化 [W/m2] 

の誤差のみ大きく、Hesse では潜熱フラックスの誤差のみ大きかった。Mopane は 20 サイト中短波放射が一番大きいサイトであ

るため、誤差が大きくなりやすいと考えられる。潜熱フラックスと顕熱フラックスのバイアスを線形回帰した結果、傾き-0.71、
切片 2.53 で、-45 度に近い直線となった。短波放射の大きさで 2 つに分けたところ、短波放射の大きい 10 サイトの方が 45 度の

線に近かった。また、他の気象要素や境界条件との関係も調べたが、どの変数とも明確な関係は見られなかった。

次に，潜熱・顕熱フラックスの季節変化を調べた。潜熱フラックスの季節変化を Fig.1 に示す。ケッペンの気候区分（Peel et 
al., 2007）によると、Palang と Howard が熱帯、Mopane、Kruger、ElSaler、FortPeck が乾燥帯、Amplero、ElSaler2、Espirra、Blodgett、
Hsse、Tumba、Loobos が温帯、Harvard、Howlandm、Merbleue、Bugac、Sylvania、UniMich、Hyytiala が亜寒帯となる。亜寒帯の

サイトについては、季節変化が大きく、計算結果が観測とよく合っている。乾燥帯のサイトは、1 年間を通して潜熱フラックス

が小さく、観測と比較的よく合う結果となった。温帯と熱帯のサイトについては、観測と差がみられるサイトが多い。ただし、

過小評価と過大評価のどちらもあり、限られたサイトを対象にした結果ではあるものの、オフライン実験では系統的なバイアス

は見られなかった。日変化についても、全体的には季節変化と同様に、熱帯と温帯よりも乾燥帯と亜寒帯の方が日変化の誤差は

小さかった。また、フラックス計算部に繰り返し計算を実装することで、Palang と Harvard で見られていた計算不安定によるも

のと考えられる振動が改善した。次に、潜熱・顕熱フラックス 30 分値の再現性を、テイラー図としてまとめた（紙面の都合上

図を省略）。テイラー図は、相関係数、観測の標準偏差で標準化した RMSD（Root Mean Square Error）と標準偏差を同時に示す

ことができる。参考のため、PALS で作成された下向き短波放射、気温による 2 変数線形回帰との比較を行った。潜熱フラック

スは、ILS と回帰式それぞれについて、相関係数の中央値は 0.78 と 0.83、RMSD の中央値は 0.66 と 0.59、標準偏差の中央値は

0.93 と 0.74 となった。標準偏差は ILS の方が観測に近く、RMSD と相関係数は回帰式の方が観測に近い傾向があることがわか

った。回帰式では、ほとんどの場所で標準偏差を過小評価していた。顕熱フラックスについては、ILS と回帰式で、相関係数の

中央値は 0.84 と 0.89、RMSD の中央値は 0.60 と 0.50、標準偏差の中央値は 1.14 と 0.90 となった。全体として、潜熱フラックス

よりも再現性が良いが、ばらつきは大きかった。3 つのメトリックのどれも回帰式の方が良い傾向が見られた。ただし、回帰式

は極値の再現性に問題が見られた。例えば、各サイトで潜熱・顕熱フラックスのそれぞれについて、30 分値の 99.9 パーセンタ

イル値を調べたところ、 その平均絶対誤差は潜熱フラックスで ILS 77.1 W/m2、回帰式 203.7 W/m2、顕熱フラックスで ILS 76.8 
W/m2、回帰式 149.9 W/m2となり、ILS の方が良い結果となった。99 パーセンタイルや 99.99 パーセンタイル値についても同様

に ILS の方が良い傾向が見られた。

４．まとめと今後の展望 

 本共同研究では、統合陸域シミュレータ ILS の検証を行った。複数の気候帯における 20 サイトについて計算結果を観測と比

較した結果、季節性・日変化は全体として良い再現性を示すこと、30 分値の再現性は 2 変数回帰の方が良い再現性を持つ傾向

にあるが、極値については ILS の方が良い傾向があることがわかった。今後の展望として、汎用ループ実装によりベクトル機に

おける高速化を実現した ILSの大気・海洋モデルへの結合を進めている。陸域には数多くの観測データが存在するため、新しい

素過程実装と観測データによる検証により高精度化した陸モデルを気候モデルに結合することを目指している。 

参考文献 

(1) Abramowitz, G., 2012: Towards a public, standardized, diagnostic benchmarking system for land surface models.

Geosci. Model Dev., 5, 819–827, doi:10.5194/gmd-5-819-2012.

(2) Best, M. J., G. Abramowitz, H. R. Johnson, A. J. Pitman, G. Balsamo, A. Boone, et al., 2015: The Plumbing of

Land Surface Models: Benchmarking Model Performance. J. Hydrometeor., 16, 1425–1442.

(3) Peel, M. C., B. L. Finlayson, and T. A. McMahon, 2007: Updated world map of the Köppen-Geiger climate

classification. Hess, 11(5), 1633–1644
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気象研究所共用海洋モデルの時間積分スキーム更新 

Update of the time integration method of MRI.COM 
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要旨
気象研共用海洋モデル(MRI.COM)の時間積分スキームを更新し、Leapfrogと 3次の Adams Moulton法の組み

合わせ(LFAM3) を導入した。コードの変更は rewrite などの表面的な場所にとどまり空間差分に関する変

更はない。そして、 現状のコードの結果は完全に維持され LFAM3 への変更は namelist 指定で可能とし

た。感度実験などから、従来の Leapfrog 法に見られた位相の誤差が LFAM3 では軽減され、計算コストも 2

∼3 割程度削減されることを確かめた。

１．はじめに 

現在の MRI.COM は時間積分に leapfrog を用い、leapfrog に存在する computational mode の 抑制に matsuno scheme を用

いている。leapfrog scheme は二次の精度を持ち、移流に中央差分と組み合わせた場合効率がよい。しかしながら、高精度の前

方差分系の移流スキームと組み合わせた場合、安定性が悪く保存性を満たすことが難しいことなどの弊害が大きくなり、新しい

時間積分スキームを導入する機運が高まってきた。 新しい時間積分スキームを選択するにあたっては、現在のコードとの親和

性や、現行の MRI.COM の利点を生かせるように慎重に行う必要がある。世界の海洋モデルで用いられている時間積分手法など

を精査したところ、The regional oceanic modeling system (ROMS)で使用されている Leapfrogと 3次の Adams Moulton法の組

み合わせ(LFAM3、Schchepetkin and McWilliams, 2005)を採用することにした。他の有力な手法としては、MITgcm 等で用いら

れている運動量の式とトレーサーの式を互い違いに解く、time-staggered 法があるが、この手法は計算コストにおいては LFAM3 

よりも有利であるが、精度や他モデルとの結合については不利であるため採用しなかった。 

２．問題設定・方法 

OGCM に用いられる LFAM3 の形式は以下のように、 

1. predictor substep：𝑃𝑃𝑛𝑛+1/2 =(1/2-2γ)𝑃𝑃𝑛𝑛−1 +(1/2+2γ)𝑃𝑃𝑛𝑛 + ∆𝑡𝑡(1 − 2γ) 𝐹𝐹𝑛𝑛 (𝛾𝛾 = 1 12⁄ ) と、

2. corrector substep：𝑃𝑃𝑛𝑛+1 = 𝑃𝑃𝑛𝑛 + ∆𝑡𝑡 𝐹𝐹𝑛𝑛+1/2

からなる。𝑃𝑃𝑛𝑛+1/2を求める predictor substep は n−1/2 の時刻より 2γ∆t だけ進んだ時刻から n+1/2 までの(1−2γ)∆t だけ

の時間積分と解釈することができる(図 1)。LFAM3には、以下のようなメリット、デメリットが想定される。

・メリット

– 時間スキームの精度が 2 次から 3 次に上昇。波動に関しては 4 次の精度を持ち、特に波の位相の誤差が減少。

– 計算コストが 2∼3 割ほど減少。

– leapfrog の数値モード削除による保存性の向上。

– どの時間ステップからでも接続計算可能。

・デメリット

– 過去の情報が必要なため、リスタートファイルが倍増 +α 。

– 常に Predictor 、Corrector ステップの違いを意識する必要がある。

– リスタート処理が面倒。

MRI.COMに実装後、傾圧渦の実験 (例えば Debreu et al. (2012) の実験に相当) を使って,LF, LFAM3それぞれの時間スキー

ムによる計算を行い、LFAM3実装のテストを行う。この実験では初期に地衡流の関係を満たす温度, 流速の値が与えられた傾圧

渦を矩形領域の北東に置き、外力なしで時間発展を見ている。この系は非線形性が強いためモデルの誤差が短い積分で大きく現

れるため評価に適している。評価項目としては

(1) 安定にとることのできる時間ステップ及び計算コストの確認

(2) 計算精度の測定

である。（２）については、理論解が存在しないので、理論解との比較に変わるものとして、ある時間ステップで動かした結

果と、時間ステップをその 1/3にして動かした結果との比較から推定した。 
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３．結果と考察

LFAM3, leapfrog の場合の、時間ステップの最大値はそれぞれ、1110 秒、630 秒であった。これは傾圧波が CFL 条件を決め

ているとした場合の理論的見積もりの、 LFAM3 の安定な時間ステップは leapfrog のそれの 約 1.8 倍であることと整合的で

ある。 leapfrog に比べて LFAM3 は predictor-corrector の二つの手順があるため、単純に LFAM3 を実装してしまう一ステ

ップに二倍の計算が必要であることから、時間ステップが 1.8 倍であっても LFAM3 の計算コストの方が大きいことになる。し

かしながら、LFAM3 では、predictor step において移流に簡便な手法を用いても殆ど計算精度が変わらないことや、混合層や

順圧計算をどちらかの substep での一度だけの計算で済ますことができることなどの実装時の工夫により、計算コストの低減が

でき、結局この実験では 24%のコスト低減となった。 
計算精度においても LFAM3 のほうが高く、leapfrog スキームを用いた場合は Rossby 波の等高線の混んだところに誤差が現

れ波の位相に差が生じた（図 2）。これは leapfrog が振幅は正しく表現できるものも位相に誤差が出ることと整合的であった。

一方、LFAM3 を用いた場合にはこのような波の位相の差はほとんど明瞭にはみられず、全体の誤差も小さい(図 3)。 

図 1. LFAM3手法における時間

の進み方。 

図 2:Leapfrog を用いた場合： 等値線は
実験開始 100日後の海面高度。シェードは
時間ステップを1/3にした場合との海面高
度の差(単位は 1cm)。 

図 3: 図 2 と同様ただし、LFAM3 を用
いた場合。 

４．まとめと今後の展望 

時間積分スキームとして、ROMSに導入されている LFAM3 を MRI.COM に実装し、傾圧渦におけるパフォーマンスのチェックを行

った。計算コストは 24%減となり、なおかつ Leapfrog を採用した場合に時間ステップを伸ばすと位相にズレが現れる問題が 

LFAM3 では軽減されることを確かめた。 コードの変更は配列の時間方向の更新などの表面的な場所にとどまり、空間差分に関

する変更はない。そして、 現状のコードの結果は完全に維持され LFAM3 の採用も 2,3 個の namelist 指定で可能である。 ま

た、より現実的な設定である全球低解像度の海洋においても並列/接続チェックおよび時間ステップ、計算 コストなどを見積も

り、2割から３割の計算コスト削減となった。 結論として、コードは精度も向上し計算コストも削減された。  

現在 MRI.COMにおける LFAM3実装において、 predictor substep と corrector substepの双方で計算し直しているが、１度

の計算でよい要素がある。たとえば、 (等密度) 拡散の削除や粘性計算が挙げられ、これらをどちらかの substep で１度だけ

計算することで、計算精度を殆ど落とさずにさらに計算負荷を下げることができると考えている。 

参考文献 

(1) Shchepetkin, A. F, and J. C. McWilliams (2005) The regional oceanic modeling system (ROMS): a split-explicit,

free-surface, topography-following-coordinate oceanic model. Ocean Modelling, 9, 347–404.
(2) Debreu, L, P. Marchesiello, P. Penven, and G. Cambon (2012) Two-way nesting in split-explict ocean models:

Algorithms, implementation and validation. Ocean Modelling, 49–50, 1-2
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全球雲解像モデルの開発及びデータ解析 

Development and data analysis of Nonhydrostatic Icosahedral Atmospheric Model 

NICAM を用いた北極低気圧の研究 

Study of Arctic Cyclone using NICAM 
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要旨
本研究では、北極圏で発生する北極低気圧の発達と維持のメカニズムを解明するために、全球雲
解像モデル NICAM を用いて 2016 年 8 月の事例をもとに初期値問題としての再現実験を行った。
その結果、極渦を背景に存在する北極低気圧に、中緯度で傾圧不安定により発達した温帯低気圧
が北上して融合することで、上層の暖気核に温帯低気圧の暖気が供給され、下層の正の渦度に温
帯低気圧の正の渦度が供給されるプロセスが重要であることが明瞭に再現された。

１．はじめに 

研究の背景としては、近年の地球温暖化に伴い北極海の海氷が融けだしており、夏季には北極海航路が開けて、アジア

とヨーロッパを結ぶ低コスト運輸が可能になってきた。また、北極海海底の自然資源にも注目が集まっている。そのため

安全な航海上、北極低気圧などの激しい擾乱の予測が重要となっている。しかし、これまで北極低気圧を対象とした研究

は少なく、予測も困難とされる。 

北極圏で生起する様々な現象がモデル内でどのように再現されているかを観測と比較しながら検証することで、北極低

気圧のライフサイクルを把握し、その発生から衰退までのプロセスを解析することは重要な課題である。北極温暖化に伴

い、北西航路が開かれ、北極海の自然資源や物流などの経済効果に注目が集められている状況下では、北極低気圧の予測

が重要であり、発生と発達のメカニズムの解明が急務である。 

２．問題設定・方法 

本プロジェクトの目的は、これまでに筑波大学 CCS の計算機資源を用いて行った全球非静力大気大循環モデル NICAM、

および、現業全球数値予報モデル OpenIFSの経験を生かして、これらの低解像モデルから高解像モデルまでの一連の解像

度で北極圏大気循環の研究を行うことである。この研究の成果から大気大循環研究および気候変動研究に重要な貢献をす

ることが期待される。 

本研究では、これまでに CCSで実施してきた NICAMや OpenIFSを用いた研究成果を北極圏に応用し、北極低気圧などの

顕著現象の成因解明と予測精度の向上を目的とした研究を行う。研究計画としては、新たに研究に参入した松枝、山上、

松信、石山を中心に、北極低気圧の再現実験を行った。今年度の成果としては、北極低気圧の成因解明に向けた研究を、

NICAM の高解像度モデルを用いて行ったことである。東京大学大気海洋研究所の佐藤正樹教授率いる NICAM チームの

協力のもと、松信の研究により OFP 上で gl05（224 km 格子）から gl11（3.5 km 格子）までの解像度で安定して実行で

きるようになった。 

３．結果と考察

今年度は、石山の研究として、gl09 の雲解像モデルを用いて 2016 年 8 月 16 日前後に発生した北極低気圧に対し、8
月 13 日初期値の再現実験として 4.5 日間の時間積分を行った。その結果、現実大気と同様の北極低気圧がモデル大気

で再現され、その発達維持には、高緯度から北極圏に侵入する温帯低気圧と北極低気圧本体とのマージング（融合）に

より、上層に暖気、下層に渦度が供給されることが本質的に重要であることを明らかにした。下図は対流圏上層の暖気

核が 2 つの低気圧のマージングにより強化され、それにより北極低気圧が発達・維持される様子を再現している。 
高解像度の NICAM による実験は計算コストが高く、OFP のような大規模計算機でのみ実行可能である。通常のワ

ークステーションでは、gl08 以上の解像度を用いた計算は実行不可能であった。gl08 以上の解像度のモデル実験を実

施できたこと、また gl09 の雲解像モデルにより、北極低気圧の再現実験を実施できたことは、学際共同利用として OFP
を利用できたためである。
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４．まとめと今後の展望 

高解像度 NICAM での実験が可能となったため、数値モデルによる予測精度の向上や、大気現象理解のための本格的な

実験が可能となった。北極低気圧は中緯度から北上してくる温帯低気圧と融合することで、上層の暖気核を維持し、下層

の低気圧性の渦が強化される。その順圧構造の渦が大気下層のエクマン境界層で収束をもたらし、中心部で上昇気流を形

成することで、対流圏は断熱膨張により寒気核となる。この点は潜熱過熱のある熱帯低気圧と本質的に異なる点である。

寒気核であることから大気は極めて安定であり、安定度に打ち勝って上昇気流を維持するのはエクマン収束の働きによる。

したがって、北極低気圧のエネルギー源は、低緯度からの渦度と顕熱フラックスの収束という結論に至った。今後は、

NICAM 等の大気大循環モデルを用いた、北極圏の予測精度を向上させるための研究を行う予定である。 

参考文献 

(1) Yamagami, A., M. Matsueda, and H. L. Tanaka 2019:  Skill of summertime extraordinary Arctic cyclones in a
medium-range reforecast. Polar Science, doi:10.1016/j.polar.2019.02.003.

(2) Matsunobu, T., and H. L. Tanaka, 2019: Time series analysis of normal mode energetics for Rossby wave breaking and
saturation using a simple barotropic model, Atmospheric Science Letters, DOI: 10.1002/asl.940. 2019;20:e940.

Fig. 1 Merging warm cores of Arctic cyclone and extratropical cyclone simulated by MICAM for the event occurred 

in August 2016. 
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アジアモンスーンの数値シミュレーションのための

物理過程の高度化とデータ同化手法の開発 
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要旨
気象庁の高解像度全球モデル（気象庁 2019）に、アンサンブル予報で推定した予報誤差を取り入れたハイブ

リッドデータ同化の現業化を行い、地形性抵抗と陸面過程を精緻に扱う物理過程の高度化との開発を行った。

これらの改良により、台風進路予測誤差の改善、高周波擾乱予測誤差の軽減等の多くの効果が確認された。

2020 年 3 月までに実施した改良とその効果の概要を報告する。

１．はじめに 

 気象庁は現在格子間隔約 20km（TL959）鉛直 100層（0.01hPaまで）の全球モデル（GSM）を現業運用して天気予報や台風予報

等を行っている。予測精度の向上は物理過程の高度化とデータ同化手法の開発に大きく依存している。2019年 12月に局所アン

サンブル変換カルマンフィルタ（LETKF）による予報誤差を利用した 4次元変分法（4DVar）の現業化を行い、2020年 3月に地形

性抵抗と陸面過程の精緻化を取り入れて、予測精度を改善することができた。

２．物理過程高度化とデータ同化手法開発 

図 1. 2018年 9月 29日 03時を初期値とする GSMの 6時間予報の海面気圧(hPa)（左図）と、同時刻を初期値とする LETKFによ

る 6時間予報の下部境界気圧（hPa）のスプレッド（右図）。赤丸で台風第 24号と熱帯低気圧、温帯低気圧を示す。（気象庁 2019） 

GSM の初期値作成には 4DVar を使用したデータ同化を行っている。これまでは過去の事例に対する予報誤差を統計処理した

気候学的な背景誤差のみを用いてきた。観測に対する相対的な第一推定値の不確かさは、気象状況に依存して異なるはずであり、

LETKFのアンサンブル予報のスプレッドを用いて第一推定値の不確かさを評価するハイブリッドデータ同化手法の開発を行って

きた。図 1に GSMの 6時間予報の海面気圧と LETKFのアンサンブル予報による下部境界気圧のスプレッドを示す。台風、熱帯低

気圧と温帯低気圧の予測される位置に大きなスプレッドがあり、予測の精度が相対的に低いことを示している。こうした場所で

背景誤差を大きくして、観測の情報を有効に利用することで解析精度を向上させることができる。衛星搭載マイクロ波サウン

ダ・マイクロ波イメージャの観測を晴天域以外でも使用するための開発と 4DVarで解析値を計算する途中で第一推定値を更新す

るアウターループを合わせて現業化することによって解析精度が向上し、予測精度の改善に大きく貢献する結果を得た。

GSMはこれまで以下の問題点が指摘されてきた。 

① 対初期値検証で、対流圏中層のトラフが日本付近で浅く、移動速度も遅く予想される場合が多い。

② 夏期の中央アジアなどの乾燥域で夜間の地上気温を高く予想する。

物理過程の高度化について検討を進め、①については地形性抵抗と地形性重力波等の扱いの精緻化、②については陸面過程の

改良を行った。具体的には以下の検討を行って、改良した GSMを現業化した。 

 地形性抵抗と地形性重力波等の扱いの精緻化

 サブグリッド地形による大気の抵抗は、これまで Iwasaki et al.(1989)による重力波過程及び、境界層過程での混合長の調整

により取り扱ってきた。対流圏下層での抵抗効果を精緻に表現するため、Lott and Miller (1997), Vosper(2015)による重力
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波過程と blocked flow 過程及び、Beljaars et al. (2004)による地形性乱流抵抗を採用した。 
 陸面過程

 夏期の中央アジア等の乾燥域で夜間にみられる地上気温の高温バイアスを抑制するため、裸地面の蒸発と下草断熱効果の扱

いを変更した。地上比湿の多湿バイアスを抑制するため、日陰を考慮した気孔抵抗の扱い等の調整を行った。

３．結果

 衛星搭載マイクロ波サウンダ・マイクロ波イメージャの観測の全天同化とアウターループを今回のデータ同化手法の改良と合

わせて取り込むことによって、台風進路や降水の予測精度向上が確認できた。図 2 に平成 30 年台風第 21 号の進路予測を示す。

以前のデータ同化手法を用いる青線の予測進路より、新しいデータ同化手法を用いた赤線の予測の方がベストトラックに近い。 

図 2.平成 30年台風第 21号の 2018年 8月 31日 21

時初期値の進路予測。黒線は気象庁ベストトラッ

ク、青線は旧来のデータ同化手法によるもの、赤線

は改良したデータ同化手法によるもの。（気象庁

2019）

図 3.2017年 12月 16日 12UTCを初期値とする GSMの 48時間予報

の 500hPaジオポテンシャル高度（m)の分布。黒線が予測値、緑線

は予測対象となる 12月 18日 12UTCの解析値。着色は予測値から

解析値を引いた差。上図は以前の GSMによるもの。下図は物理過

程の高度化を取り入れた後の GSMによるもの。（気象庁 2020）

 物理過程の高度化については、冬期のチベットの北を回り込むジェット気流の高周波擾乱の予測精度改善の効果が確認でき

た。図 3に 2017年 12月 16日 21時初期値の 500hPaジオポテンシャル高度の 48時間予測を示す。上図の以前の GSMではトラフ

の前面で高度が高く、トラフの後ろでやや低い誤差がある。これはトラフが浅く、移動速度が遅い予報誤差があることを示して

いる。下図の改良後の物理過程を用いた予測でも同様な誤差パターンはあるが誤差の大きさはかなり軽減している。

４．まとめと今後の展望 

 データ同化手法の改良により暖候期の降水と台風進路の予測を改善し、物理過程の高度化により冬期の高周波擾乱の予測の改

善を行った。次年度以降も、精度改善のために物理過程の高度化とデータ同化手法の開発に取り組んでいくことにしたい。
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大型大気レーダーと全球高解像度モデルを相補的に用いた 

中層大気大循環の階層構造の解明 

A study of hierarchical structure of the middle atmosphere circulation by combination of a 
Mesosphere-Stratosphere-Troposphsere radars and a high-resolution general circulation model. 
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要旨
論文投稿中につき、近日公開予定です。
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陸面モデルの積雪スキームの高度化及びデータ解析（継続）

Upgrading the snowpack scheme in the land surface model and its data analysis (continuation) 

安成 哲平, 北海道大学・北極域研究センター, E-mail: t.j.yasunari(at)arc.hokudai.ac.jp 
渡邉 達博, WDB株式会社, E-mail: tatuhiro_watanabe(at)arc.hokudai.ac.jp 

Teppei J. Yasunari, Arctic Research Center, Hokkaido University 
Tatsuhiro Watanabe, WDB Co., Ltd. 

要旨 
昨年度まで開発を行ってきた陸面モデル MATSIRO の積雪スキームの高度化に向け，更なる継続
開発を行った．昨年度導入した時間可変積雪密度スキームの動作確認を行い，その後，太陽光吸
収性エアロゾル（ダスト，黒色・有機炭素）の積雪汚染モデル高度化に向けて，これまで考慮さ
れていなかった積雪層内で液体水が存在する場合に，積雪不純物が下層へ流出する過程の導入を
行った．また，このスキームで使用する積雪空隙率を計算する計算コードの導入も行った．

１．はじめに 

太陽光吸収性エアロゾルによる積雪汚染（アルベドの低下と気候影響）は，1980 年代の先駆的積雪アルベド研究 1)から発展し

続け，気候モデルによる気候影響まで評価できるようになり 2)，最新の IPCC の海洋と雪氷圏の気候変動に関する特別報告書 3)

までも継続して取り上げられるまで重要な研究トピックとなった．気候モデル MIROC4),5)に搭載の陸面モデル MATSIRO6)でも以

前より，ダストと黒色炭素（混合）の積雪汚染モデルが導入されているが，これまでは有機炭素が扱われておらず，また積雪層

内の不純物が消雪まで堆積し続ける（液体水による流出がない）ように扱われており 7)，積雪汚染過程として十分に考慮できて

いない部分が多かった．そこで，積雪汚染モデルの高度化を行うことを目的として，継続した共同研究を行ってきた．

２．方法 

今年度は，昨年度導入した全球積雪層固定 3
層の時間変化積雪密度スキームの動作確認を行

い，その後，流出水による積雪層内のダスト，黒

色・有機炭素の流出効果を NASA GEOS-5 で採

用されている積雪不純物流出スキーム 8)を元に

MATSIRO 用に移植を行い，合わせて同論文で使

用されている積雪層内の空隙率（snow porosity）
の計算式も導入した．同論文の GEOS-5 積雪汚

染モデル GOSWIM では，上記 3 種類の積雪不純

物は異なるサイズや特性（親水性・非親水性）で

考慮されているが，MATSIRO では，各積雪不純

物の変数が現在は１つずつしかないため，簡易

的ではあるが，ひとまず GOSWIM で仮定されて

いる代表粒径サイズの相乗平均を代表粒径サイ

ズとして使用した．また，これらのサイズを元

に，流出計算に用いる Scavenging Coefficient を
Yasunari et al. (ref. 8) の方法と同様にして計算し

たものを使用した．新たに導入した積雪不純物

流出スキームによる動作をチェックするため，

2007年 11月 1日から 2008年 6月 1日の期間に

おいてオフラインで MATSIRO を走らせ，計算を

行った．ここでは，MIROC5 のオフライン用

MATSIRO9)をベースにスキームを導入しているが，この積雪モデル開発は MIROC610)の MATSIRO にも随時反映をしており，オフラ

インや AGCM共に利用できるように進めている．今後，同バージョンは MIROC6においても利用可能となる予定である．

３．結果と考察

 導入をこれまで行ってきた固定 3 層積雪密度，積雪比表面積（Snow Specific Surface Area: SSA），新しく導入した各層からの

積雪不純物流出フラックス（ダスト，黒色炭素，有機炭素）とその計算に必要な積雪空隙率を積雪の各層で計算したスナップシ

ョット（2008 月 5 月 6 日の例）を Fig. 1 に示す．積雪密度が小さい（大きい）と積雪空隙率や積雪比表面積の値が大きく（小さ

く）なる関係が計算できていることがわかる．また，この時期の中緯度の融雪が起こっていると考えられる snowline の辺りで融

解水などによる積雪不純物の流出量があり，この日のケースでは，積雪層トップから第 2 層へ流出している積雪不純物が多いこ

とも見て取れる（Fig. 2）．現時点では，観測などと比較は出来ていない状況ではあるが，挙動としては概ね妥当と考えられる． 

Fig. 1. A snapshot of simulated (a-c) time-varying snow density (SN-Den), (d-f) 
snow porosity (PO), and (g-i) snow specific surface area (SSA) in each snow layer 
(Top; Middle; Bottom) on May 6, 2008. 
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４．まとめと今後の展望 

 数年かかったが，これまでずっと固定されていた

積雪密度 6)が時間と共に荷重などを考慮して時間変

化するものにようやく変更することができた．ま

た，その積雪密度を使って，積雪空隙率や比表面積

と言った新たな積雪物理量変数の計算も行えるよ

うになった．そして，積雪空隙率や流出水フラック

スを使用することで，MATSIRO 内で積雪不純物が

これまでダストと黒色炭素が合わせた状態で扱わ

れ，さらに積雪期間中流出が考慮されずに積雪内に

積算され続けていたものが 7)積雪層内の液体水を考

慮して積雪不純物の流出効果を計算することがで

きるようになった．しかしながら，これらのパラメ

ータ調整などは，今後観測などと比較検討すること

で，より最適なものにアップデートされていくこと

が必要と考えられる．今後，これらのスキームの変

数を使用することで，Yasunari et al. (refs. 8, 11)で使

用されている NASA GEOS-5/GOSWIM 用の積雪ア

ルベド計算式を移行し，オプションで使用できるよ

うにすれば，今後，これらのエアロゾル起源の積雪

不純物や雪氷生物（Onuma et al.: ref. 12）による質量吸

収係数から多様な積雪汚染効果も考慮できるように

なり，そこからの大気－陸面相互作用によるフィードバック効果や，気候影響評価なども可能になることがおおいに期待される． 
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要旨
南極沿岸域の水平解像度が 5-7kmとなる高解像度南大洋周極棚氷-海氷-海洋モデルを整備した。現在の平

均気候値の海面境界条件を用いてスピンアップし、その後、経年変動する海面境界条件を用いて、1979-

2018年の数値積分を実施した。数値モデルで再現された南極棚氷全体の年間底面融解量は衛星観測からの

見積もり結果と整合的であることを確認した。また、同棚氷-海氷-海洋モデルに仮想トレーサーを導入

し、棚氷下の海水の滞留時間を南極の全ての棚氷に対して見積もった。大きな棚氷群では数年であるのに

対し、小さい棚氷群では、半年以内であることがわかった。この棚氷下の海水の滞留時間の違いは、大気

及び海洋の環境変動に対する棚氷融解プロセスの応答タイムスケールが大きく異なることを意味する。 

１．はじめに 

南極氷床・棚氷と南大洋との相互作用は気候システムを考える上で極めて重要である。南極氷床の体積は海水準に換算すると

約 60mに相当し、地球表層に存在する全淡水量の約 90％に対応する。南極氷床は、淡水の巨大リザーバであるといえる。南極の

氷床の質量収支を考えると、氷床は南極大陸上の積雪によって成長し、棚氷末端での氷山形成と棚氷底面での融解の二つのプロ

セスによって消耗する。棚氷とは、氷床の末端で海にせり出した部分を指す。南極氷床から南大洋へ供給される氷の量(淡水量)

は一年間で 2100-2300 Gt (1 Gt=1012 kg)と見積もられている (Rignot et al. 2011)。ごく最近まで，氷山形成が主たる流出プ

ロセスであると推測されていたが、最近の衛星データによる棚氷の流動収支解析から，棚氷底面での融解が南極氷床/棚氷の支

配的な消耗プロセスであることが明らかになってきた(Depoorter et al. 2013; Rignot et al. 2013)。棚氷およびその周辺の

氷床の薄化，流出速度の加速が報告されている(Pritchard et al. 2012; Paolo et al. 2015)。この主たる原因として、南大洋

による棚氷底面融解の増加が指摘されている。極域海洋モデリングにおいて、氷床融解プロセスの理解の重要性が高まっている。 

1990 年代後半以降、棚氷要素をもつ三次元海洋モデルがいくつも開発されている(Dinniman et al. 2016)。しかしながら、棚氷

-海洋モデリング研究の多くは，特定の棚氷に注目した領域モデルが主流であり、南極の全棚氷をターゲットした研究はまだま

だ少ない。そのため、棚氷下の海水の滞留時間といった基礎的知見すら、いまだよくわかっていない状況である。本研究では、

棚氷要素を導入した海氷海洋結合モデルを用いて、仮想トレーサー実験を実施し、南極の全ての棚氷領域に対して、水塊の滞留

時間を定量評価する。

２．問題設定・方法 

本研究では、海洋研究開発機構(JAMSTEC)と東京大学大気海洋研究所(AORI)で共同開発・運用されている海洋海氷結合モデル 

COCO4.9 に棚氷要素を導入したものを使用した(Kusahara and Hasumi 2013)。本年度は、高解像度南大洋周極モデル(水平解像

度 1/5°×1/5°cosφ、モデル領域:南緯 15度以南)を新たに整備した(図１)。この水平解像度によって、南極の海岸線・棚氷域

や沿岸域の海底地形を表現でき、数値モデル内において高密度水形成・棚氷底面融解といった南極沿岸域プロセスがある程度再

現可能となる。この数値モデルの駆動に必要な、風応力と熱的海面境界条件(気温、比湿、下向き短波/長波放射等)は、大気再

解析データセット等から計算した。まず、大気海面境界条件の気候値(Röske 2006)を用いて 50 年間積分した。その後、ERA-

Interim (Dee et al. 2011) の 1979年の境界条件を用いて、20年間積分し、経年変動実験(21979-2018)の初期値とした。 

南極棚氷下の海洋の滞留時間を見積もるために、仮想トレーサー実験を実施した。仮想トレーサー実験は、5年ごとに(1981, 

1986,1991,1996,2001,2006,2011)実施した。各仮想トレーサー実験の積分期間は６年間である。仮想トレーサーは棚氷下の海洋

に配置し、棚氷グリッド外に流出すると除去するように設定した。この方法は、領域モデルを用いて、ロス棚氷の下で滞留時間

を見積もった先行研究と同様なものである(Reddy et al. 2010)。

３．結果と考察

本研究では、南極の棚氷を 11 のグループに分類し(図１の a-k)、棚氷下の海水の滞留時間を見積もった(図２)。図２の滞留

時間は、トレーサー実験７ケースの平均値を示している。ここで、棚氷下の海水の滞留時間は、トレーサー濃度が 1/e (=0.37)

となる時間(日数)とする。最も長い滞留時間は、ロス棚氷(図１の h)で、約 5年。その次に長いのが、フィルヒナー・ロンネ棚

氷(b)の 4年、アメリー棚氷(e)の１年半と続く。その他の棚氷の滞留時間は 50日-180日程度と短い。トレーサー濃度が指数関
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数的に減少すると仮定すると、棚氷下の水の 95%が交換する時間は、この滞留時間の約三倍となる。モデルのスピンアップで棚

氷の底面融解が準定常に達するのに約 15 年程度必要となるが、これはおおよそ最も長い滞留時間の 5 年の三倍であり、仮想ト

レーサー実験から得られる水塊交換時間と整合的であることがわかった。本研究で見積もられた棚氷下の海水の滞留時間・交換

時間というのは、大気や海洋大循環場が何らかの影響で変化した場合の、各棚氷融解プロセスの応答時間に対応するものである。

海水の滞留時間が長い棚氷ほど、外的要因の変化にゆっくり応答するのに対し、滞留時間が短い棚氷はその外的変化に鋭敏に応

答することを意味している。西南極域は ENSO等の熱帯の変動の影響が顕著となる海域として知られており、そこの棚氷群(jと

k)の滞留時間が数か月と短いことから、これらの棚氷はこれらの大気モードに対して敏感に応答すると考えられる。

本報告では、現在気候場における南極の棚氷下の滞留時間を見積もったが、異なる気候下では、氷床・棚氷の応答が変化する

可能性がある。今後、将来予測実験結果などを用いて、温暖化時にどのように棚氷下の海水の滞留時間が変化するか調査してい

く必要がある。 
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図１: モデル地形と棚氷のグループ(a-k)。 
図２: 各棚氷でのトレーサー濃度の時間変化。 

26



NICAM及び MIROCモデルを用いた地球惑星大気の物質輸送と気候変動の研究 

Study of the material transport and climate change of Earth and planetary atmosphere using 
NICAM and MIROC models

寺田 直樹,黒田 剛史,笠羽 康正,早坂 忠裕,中川 広務,Pradeep Khatri,青木 翔平,鳥海 克成,東北大・理 

E-mail: teradan(at)pat.gp.tohoku.ac.jp (寺田), tkuroda(at)tohoku.ac.jp (黒田)

笠井 康子,情報通信研究機構 

佐川 英夫,京都産業大・理 

前澤 裕之,築山 大輝,大阪府立大・理 

佐藤 正樹,阿部 彩子,東大・大気海洋研 

Naoki Terada, Takeshi Kuroda, Yasumasa Kasaba, Tadahiro Hayasaka, Hiromu Nakagawa, Pradeep 

Khatri, Shohei Aoki, Katsushige Toriumi, Graduate School of Science, Tohoku University 

Yasuko Kasai, National Institute of Information and Communications Technology 

Hideo Sagawa, Faculty of Science, Kyoto Sangyo University 

Hiroyuki Maezawa, Daiki Tsukiyama, Graduate School of Science, Osaka Prefecture University 

Masaki Satoh, Ayako Abe-Ouchi, Atmosphere and Ocean Research Institute, The University of 

Tokyo 

要旨 

NICAM を用いた大気エアロゾルシミュレーション，及び MIROC をベースとする火星・金星大気大循環モ

デルを用いた水・微量物質循環のシミュレーションを行い，観測との十分な連携を通して地球惑星大気の物

質輸送と気候変動に対する総合的な理解を目指している．今年度は特に MIROC モデルを用いた火星古気候

のシミュレーションについて重要な成果が得られたため，それを報告する．具体的には約 38 億年前の火星

を対象とした全球気候・地表流水結合モデルを開発し，それにより当時の火星が降雨と積雪の両方が存在し

うる「冷涼・湿潤」な気候である可能性を示唆，またこの気候が約 100万年継続すると火星地表に観測され

ている流水地形(valley networks)が形成されることを示した(Kamada et al., 2020)． 

１．はじめに 

 現在の火星の地表は，平均気温約 200K，平均気圧約 7hPaと非常に寒冷・希薄で，液体の水は存在しえない環境である．とは

いえ，過去には液体の水が流れていたことを示す valley networkと呼ばれる無数の流水地形が見つかっている(Hynek et al., 2010

など)．火星由来とされる隕石や表面に残るクレーターなどから，約 38億年前の火星は今の地球大気に匹敵する 0.5～2気圧の大

気をもっていたと見積もられており(Kite et al., 2014; Kurokawa et al., 2018)，このことより当時の火星は温室効果によって温暖な

気候が保たれていたのでは，と考えられる．しかし，この当時の生まれたての太陽は今よりも暗く，現在の約 75%程度であった

とされているため，従来のモデルでは二酸化炭素と水蒸気の温室効果のみでは地表に液体の水が存在しうる温暖な気候は再現で

きず(Forget et al., 2013; Wordsworth et al., 2013)，隕石の衝突(Steakley et al., 2019)や火山の噴火(Mischna et al., 2013)など，突発的な

温暖化による陸氷の融解を入れないと地表の流水を説明できなかった． 

２．問題設定・方法 

 我々は MIROCモデルをベースに，約 38億年前の火星の気候と地表流水を再現する大気・水文結合モデルを作成した(Kamada 

et al., 2020)．水平分解能は T21(5.6°×5.6°)，鉛直 15層でモデル上端は約 60 km，上端のレイリー摩擦の時間定数は 30 sol-1 (solは

1 火星日で約 24.66時間相当)，8次の水平粘性，e-folding timeは 10 solsとした．現在の火星地形で標高-2.54kmより低い部分を

海と仮定した地表パラメータを用い(図 1)，積雲対流(簡略化 Arakawa-Schubert)・大規模凝結スキームにより雲を生成する水循環

過程を含む．大気は二酸化炭素を主成分とするが，鉛直 1 次元大気放射計算では CO2-H2の衝突誘起による赤外線吸収が初期火

星の温暖化に寄与する可能性を示していることから(Ramirez, 2017)，それに倣って水素分子(初期火星においては惑星内部からの

脱ガスにより供給されていた可能性がある)を 0～20%の混合比で加えた大気(CO2/H2O/H2大気)を仮定した．大気放射計算は相関

k-分布法を用い，温度 6グリッド(100～350 K)，気圧 46グリッド(10-5～104 hPa)，水蒸気混合比 8グリッド(0及び 10-7～10-1)の表

から分子吸収と CO2-CO2及び CO2-H2の衝突誘起吸収の効果を計算，さらに水及びドライアイスの雲の放射効果を考慮した．太

陽定数は上述の通り，現在の 75%とした．軌道は円軌道，自転軸傾斜角は現在と同じ 25.19°と仮定した．

また大気モデルから得られる降水量及び地表における融雪量とカップリングさせて，Ishihara and Kobatake (1979)のタンクモデ

ルをベースとした水文モデルを構築し，大気モデルより高い水平分解能 T106(1.1°×1.1°)で地表流水を計算，年平均の降水用・融

雪量をもとに valley networks 形成に必要な時間スケールを見積もった．

３．結果と考察 

 地表気圧 0.5, 1, 1.5, 2 気圧，H2混合比 0, 1, 3, 6, 20%についての全球平均地表温度計算結果を図 2に示す．H2なしの場合の結

果は先行研究(Wordsworth et al., 2013)と整合する寒冷な環境となった一方で，地表気圧 1気圧において H2混合比 20%，1.5気圧

において 3%以上，2 気圧において 1%以上で平均地表温度は水の融点である 273Kを上回り，これらのケースでは液体の雨の降
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水が生じた．中でも平均地表温度が 273Kをわずかに上回るケース，例えば地表 1.5気圧・H2混合比 3%の場合は，valley networks

が観測されている低緯度域において降雨と積雪が季節によって繰り返される「冷涼・湿潤」な気候となり，これが約 100万年続

くと現在残る流水地形が形成できる地表流水量をもたらしうることが示された(図 3)．ここで得られた地表流水量の多い箇所は，

東半球においては観測されている valley networks の分布(Hynek et al., 2010)とよく整合する． 

ただし，現在のモデルではタルシス山脈が存在する西半球の valley networks の分布は再現できていない．その理由としては

(1)38億年前にはまだタルシス山地ができていなかった可能性，(2)氷河による valley networks の生成を考慮していないこと，(3)

降水量のパラメタリゼーション(積雲対流スキーム)依存性，が考えられる．そのうち(3)の検証として簡略化 Arakawa-Schubert に

代わり Kain-Fritsch スキームを積雲対流パラメタリゼーションに用いた計算を別途行ったが，簡略化 Arakawa-Schubert の結果と

の大きな違いは見られなかった．

Fig. 1: Implemented surface condition of 

early Mars in our simulations. Brown and 

blue shading represents land and ocean, 

respectively. (Kamada et al., 2020) 

Fig. 2: Annual and global mean surface 

temperatures (K) as a function of Ps in the 

Aqua-Mars scenario (with an ocean/lakes on 

surface). A dashed line shows the melting 

point of H2O (273 K). (Kamada et al., 2020) 

Fig. 3: Annual fluvial discharge per grid cell 

(log10 of m3 MY-1 grid-1) in the Aqua-Mars 

scenario with a H2 composition of 3% for Ps of 

1.5 bar. (Kamada et al., 2020) 

４．まとめと今後の展望 

 初期火星の気候については，これまで「温暖・湿潤」(Palumbo and Head, 2018など)か「寒冷で氷で覆われた」(Wordsworth et al., 

2015など)かで議論が分かれていたが，今回の我々の結果(Kamada et al., 2020)はその中間といえる「冷涼・湿潤」な気候を想定

することで，特別なイベントが起きなくても観測されている流水地形を作ることができることを初めて示した．今後は西半球の

valley networks 分布の再現に向け，上記の(1)及び(2)の検証を進める． 

また，本報告書では詳細は割愛した MIROCを用いた現在火星の水循環及び大気重力波の励起・伝播，金星大気の雲・化学シ

ミュレーション，NICAM を用いたエアロゾル分布予測とその火星等への適用などのトピックについても，それぞれ研究が進行

中である．特に現在火星大気の研究は 2018 年に発生した全球ダストストームの間の観測データが出揃ったこともあり，来年度

の成果創出が特に期待されるトピックである．
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要旨
 正のインド洋ダイポールモード現象に伴う塩分偏差のインパクトを領域海洋モデルの感度実験を通して

調べた。その結果、赤道域の塩分偏差に伴う密度成層の強化は風応力から注入される運動量をより上層にト

ラップし、東西・鉛直流偏差を上方へシフトさせることが明らかになった。そして、東インド洋赤道域では

水温躍層付近の湧昇流が弱化し、亜表層の冷水が持ち上げられにくくなることで、最大 1.0℃程度の海面水

温の上昇がもたらされていた。したがって、塩分変動がインド洋ダイポールモード現象に対して単に受動的

に振る舞うのではなく、海面水温偏差に対する負のフィードバックとして能動的な役割を果たす可能性が示

された。

１．はじめに 

インド洋ダイポールモード現象（IOD）は、インド洋熱帯域で生じる大気海洋結合現象であり(Saji et al. 1999)、正の IOD

は東（西）インド洋熱帯域に負（正）の海面水温（SST）偏差を伴う。この現象はインド洋沿岸諸国のみならず、日本を含む広い

地域の気候に影響するため(Saji and Yamagata 2003)、予測精度の向上は重要な課題である（Luo et al. 2007）。 

 IOD に伴う風応力偏差や降水偏差等の大気偏差は、海流や海面淡水フラックス等の偏差をもたらすため、IOD に伴う塩分偏差

の発展において重要な役割を果たすが（Kido and Tozuka 2017）、その相対的な寄与に関する先行研究は、定性的な議論にとど

まっていた。そこで、前年度の研究では、領域海洋モデルを用いた感度実験を行うとともに、完全に収支が閉じる塩分収支解析

を行い、その定量的理解を試みた（Kido et al. 2019a）。その結果、風応力偏差に起因する海流偏差が塩分偏差の形成において

支配的な役割を果たしていることが明らかになった。しかし、このような IODに伴う塩分偏差が、どの程度、海洋上層の循環や

水温場に影響を与えるのかについては、定量的な評価が十分なされていない。そこで、本年度の研究では、正の IODに伴う塩分

偏差のインパクトを、領域海洋モデルを用いた感度実験を通して調べた。 

２．モデル 

 本研究で使用したモデルは、領域海洋モデル ROMS（Shchepetkin and McWilliams 2005）である。インド洋（30°E–110°E, 

46°S–32°N）の大部分をカバーする水平解像度 1/3°×1/3°、鉛直 40レベルの領域モデルである。World Ocean Atlas 2013

の水温・塩分場を初期値とし、大気再解析データ JRA55-do（Suzuki et al. 2018; Tsujino et al. 2018）の 3時間間隔データ

の気候値を用いて、30 年間スピンアップした。その後、1958 年から 2015 年まで JRA55-do の 3 時間間隔データで駆動した。側

壁境界条件は、海洋同化データ ORAS4（Balmaseda et al. 2013）の月平均値を使用した。前年度の研究で、本領域モデルが、熱

帯インド洋における正の IOD に伴う水温、塩分、海流偏差を比較的良く再現できることを確認した。この標準実験を CTL_MR と

呼ぶ。 

 また、塩分偏差のインパクトを見積もるため、9個の正の IOD年について感度実験を行った。まず、Kido et al. (2019a)と

同様、大気外力から正の IODに伴う偏差を除去した実験（CTL_NoIOD）を実施した。次に、ROMSのソースコードを編集し、塩分

の支配方程式から移流項を除去した上で改めて CTL_MR、CTL_NoIODと同様の実験を行った（それぞれ NoSADV_MR、NoSADV_NoIOD

と呼ぶ）。CTL_MR と CTL_NoIOD の差(=Diff_CTL) は、正の IOD に伴う大気偏差に対する応答を表すのに対し、NoSADV_MR と

NoSADV_NoIOD の差(=Diff_NoSADV)は、移流偏差に伴う塩分偏差がない場での応答を表している。塩分移流偏差が正の IOD に伴

う塩分偏差の形成において支配的な役割を果たしていることから、 Diff_CTLと Diff_NoSADVの差を取れば、正の IODに伴う塩

分偏差のインパクトを定量化することが可能となる。 

３．結果と考察

 まず, 両実験の表層・亜表層の塩分偏差について確認したところ、Diff_CTL には顕著なシグナルが見られたのに対し、

Diff_NoSADV ではその大部分が消失しており、実験設定の狙い通り、正の IODに伴う塩分偏差が概ね除去されていた。そこで, 
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両実験間の SSTの差に着目したところ, Diff_CTL の方が Diff_NoSADV よりも赤道インド洋東部での冷却が抑制されていた。そ

の原因を定量的に調べるため、海洋上層の熱収支解析を行ったところ、前者の方が後者よりも亜表層付近での鉛直上向きの流れ

が弱く、亜表層の冷たい水が表層に運ばれにくくなっていることが、SST の低下を抑制する主要因であることが明らかになっ

た。 

 さらに、鉛直流速の診断および東西運動量収支解析を行い、要因を詳細に調べたところ, Diff_CTL における湧昇の弱化は, 

塩分偏差に伴い赤道インド洋東部での密度成層が強化することで風から注入される西向きの運動量をより上層にトラップされ, 

流速偏差が浅いところに持ち上がることで生じていることが示された。これらの力学的解釈の妥当性は、線形連続成層モデルを

用いた感度実験からも確認された。以上の結果を模式的にまとめたのが図１である。 

Fig. 1正の IODに伴う塩分偏差のインパクトを示した模式図（Kido et al. 2019b）。 

４．まとめと今後の展望 

 本研究では、正の IODに伴う塩分偏差のインパクトを領域海洋モデルの感度実験により調べた。その結果、塩分偏差の有無に

よる東インド洋赤道域での SST偏差は最大 1.0℃程度にも達しており、大気海洋相互作用にも影響しうることが示唆された。し

たがって、塩分変動は、IOD に対して単に受動的に振る舞うのではなく、SST 偏差に対して負のフィードバックとして能動的な

役割を果たしうるということが示唆された。 

 本研究では、正の IODに焦点を当てたが、エルニーニョ現象（Hasson et al. 2013）やニンガルー・ニーニョ現象（Feng et 

al. 2015）等、他の気候変動モードも塩分偏差を伴うことが知られており、本研究の手法は、他の気候変動現象に伴う塩分変動

の影響の定量化に応用することが可能である。また、本研究では、領域海洋モデルを使用したが、大気海洋相互作用を陽に取り

扱うことが可能な大気海洋結合モデルで同様の実験を行ってみるのも興味深い。 
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要旨
現実的な金星大気大循環モデルでは，Yamamoto et al. (2019)を T21 から T63 に変更し，太陽座標と地理座標

から見た「金星大気大循環，潮汐波および定在波の構造」を明らかにした．厚い雲で覆われた惑星の大気大

循環の力学に関しては，惑星半径や自転を変えた実験に基づいて，１よりも高いロスビー数の大気大循環構

造，熱・運動量輸送過程およびその変動の相似性を明らかにした．

１．はじめに 

 近年様々な惑星探査が行われている中，惑星中層大気大循環の理論体系は確立されていない．特に，金星のような「厚い雲で

覆われた天体」の大気力学的な理解は十分ではない．本研究の目的は， 

(1) 金星放射伝達と地形を組み込んだ大気大循環モデル(Yamamoto et al. 2019)を高解像度で計算し，温度および大循環構造を

Venus Express やあかつきの観測結果と比較する．

(2) 金星下層大気で生じた擾乱が，中層大気スーパーローテーションに及ぼす役割を明らかにする．

(3) 惑星大気の大循環パターンについて，自転と惑星半径を変えた理想化大気大循環モデル実験の解析を行い，ロスビー数と水

平拡散係数に対する大気大循環の依存性を整理する．

と定めて，本年度の研究を進めた．

２．問題設定・方法 

現実的な大気大循環モデル（上記の研究目的 1 と 2）に関しては，Ikeda(2011)が東京大学大気海洋研究所で開発した放射伝

達コードと金星の地形を組み込んだ金星 GCM(Yamamoto et al. 2019)を T63L52 で計算し，太陽座標と地理座標から見た「金

星大気大循環および波動」について整理した．

上記の研究目的(3)に関連した「雲で覆われた惑星大気の大循環構造」に関して，自転と惑星半径を変えた理想化大気大循環モ

デル実験を行い，大気大循環構造，熱・運動量輸送過程およびその変動の相似性を調査した. また，Global Weather Research 
and Forecasting モデルを用いて，（いくつかの有限差分 GCM で利用されている）Smagorinsky 2D モデルが地球型惑星対流

圏の大気大循環構造に与える影響についても調査した．

３．結果

３．１．放射コードを導入した金星大気大循環モデルから推測される金星大気大循環，潮汐波および定在波について 

Yamamoto et al. (2019)の水平解像度を T21から T63に上げて計算し，細かい地形が大気大循環と波動に及ぼす影響を調査した．

本研究では，低解像度モデルと同じように，雲頂付近で約 120 m s–1 の高緯度東西風ジェットと約 90 m s–1の赤道東西風が形成

される．また，太陽直下付近の雲頂水平風分布や複雑な安定度の分布も再現している．水平解像度を上げることによって，赤道

域ではより高い東西波数の定在波が卓越するようになり，極域潮汐波のシャープな筋構造が見られるようになった．高緯度ジェ

ットコア付近とその上層では，「擾乱による帯状流減速」が「東西風と南北風のメトリック項加速」とバランスしている．地形

に起因する擾乱による帯状流減速の増加が，それとバランスするメトリック項加速(𝑢𝑢��̅�𝑣 tan𝜑𝜑 /𝑟𝑟)を強めるので，地形が存在する

と南北風速�̅�𝑣だけでなく東西風速𝑢𝑢�も増加する(Yamamoto et al., International Venus Conference 2019)． 
金星の自転傾斜角は非常に小さいが，弱いながら帯状流の自転傾斜角依存性が見られる．また，紫外線吸収物質の経年変化を

調査する予備実験として，紫外線吸収物質高度分布に対する大気大循環の依存性を調べた．その吸収物質を高度 57－65 km 
(LowUV 分布)から高度 57－70 km (High-UV 分布)に変えると，雲頂付近の UV 加熱域が鉛直に広がり，その加熱率極大値が小さ

くなる．これゆえ，High-UV 実験では，雲層上端の東西風と子午面循環が LowUV 実験よりも弱くなり，潮汐波の振幅および運

動量フラックスも小さくなる (山本他, 2019 年度気象学会秋季大会)． 

３．２．惑星の自転と半径を変えた理想化大気大循環モデル実験 

雲で覆われた惑星中層大気の大循環構造に関して，理想化大気大循環モデル(Yamamoto and Takahashi 2016, 2018)の自転と惑星

半径を変えた実験を行った．エクマン数と無次元熱時定数を変えずに，惑星半径と自転速度を同じ割合で変化させた実験(3, 8, 15
倍)では，子午面循環と波動による運動量輸送は Gierasch メカニズムが有効に機能すること示し，同じロスビー数 Ro に対して鉛

直積分した水平運動量フラックスや全球平均した鉛直運動量フラックスの分布で相似構造が見られる．ロスビー数が小さくなる

につれて(Ro~23 ⇒ Ro~7.5)，子午面循環による水平方向の運動量輸送と熱輸送が大きくなり，帯状流流速は大きくなるが，超回
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転強度（大気角速度／惑星自転角速度）は小さくなる．また，解析期間を惑星自転周期で規格化することで，卓越擾乱の変動に

関する相似構造も見られ，そのロスビー数依存性を整理することができた (山本他, EGU Assembly 2019) ． 
地球型惑星対流圏大気大循環モデル(global WRF)では，惑星半径が小さい(Ro ~ 1)と，西風ジェットが極域で形成され，その

ジェットが高緯度でよりサブグリッドスケール水平拡散の影響を受けやすい(Lu and Yamamoto 2020, under review after 
revision)．ロスビー数が１よりも大きい金星やタイタンでも同様な懸念（極域で発達したジェットがサブグリッドスケール水平

拡散の影響を受けやすい）が生じるかもしれない．

４．まとめと今後の課題 

現実的な金星大気大循環モデルでは，Yamamoto et al. (2019)を T21 から T63 に変更し，太陽座標と地理座標から見た「金星大

気大循環，潮汐波および定在波の構造」を明らかにした．今後，潮汐波および定在波の運動量・熱フラックスを明らかにする予

定である．また，紫外線吸収物質の変動に対する大循環構造の応答も明らかにしなければならない．

 厚い雲で覆われた惑星の大気大循環の力学に関しては，惑星半径や自転を変えた実験に基づいて，１よりも高いロスビー数の

大気大循環構造，熱・運動量輸送過程およびその変動の相似性を明らかにした．さらに，波と平均場のエネルギー変換の解析に

基づき，惑星日より短い周期の擾乱および大気大循環変動について今後調査したい．

 厚い雲で覆われた惑星中層大気大循環と比較するために，地球型惑星対流圏大気大循環の惑星半径依存性や水平拡散依存性を

整理した．ロスビー数のみならず，サブグリッドスケール水平拡散から算出したレイノルズ数を用いて，なぜ高いロスビー数で

極域ジェットが水平拡散の影響を受けやすいのか？を明らかにしなければならない．
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要旨（明朝 9pt) 
 東南極に位置するトッテン棚氷は、近年、氷厚が減少していることが知られ、将来的に棚氷の融解、氷河による氷の海への流

出の加速によって、海面上昇に大きく寄与しうることが指摘されている。オーストラリア、アメリカ、日本によって行われた海

洋観測では、トッテン棚氷下部に約−0.5ºC程度の暖かい水塊(modified Circumpolar Deep Water (mCDW))が存在することが示

された。しかし、トッテン棚氷に着目した数値モデル研究は少なく、mCDWの流入経路といった基本的なこともまだよくわかって

いない。本研究では、トッテン棚氷への mCDW の流入、トッテン棚氷からの氷河融解水の流出などに着目して数値シミュレーシ

ョンを行う。近年の観測データを統合的に利用し、より現実に近い海洋の状態を再現する。このような数値シミュレーションの

開発は、この海域の南極氷床の海面上昇への寄与をより現実的に見積もる上で欠かせない。 

１．はじめに 

トッテン氷河は、近年氷厚が減少していることが知られている。継続的な棚氷厚

の減少が続けば、氷河流動が加速し、海面上昇へ大きく寄与しうる。本研究では、

海洋数値モデル MITgcm(Massachusetts Institute of Technology General 

Circulation Model)を用いて、東南極に位置するトッテン棚氷への暖かい水塊

(mCDW)の流入、トッテン棚氷からの氷河融解水の流出などに着目したモデル開発を

行った。NASA ジェット推進研究所によって進められているデータ同化プロダクト

（Estimating the Circulation and Climate of the Ocean (ECCO)）を境界条件と

して利用することで、領域モデルまたは全球海洋モデルと比べて、観測データの再

現性が格段に高いことがこの研究の大きな特徴である。 

２．問題設定・方法 

モデルの解像度は、水平方向約 4 km、 鉛直方向には 50層である。モデルの初期

値は、January World Ocean Atlas 2009 の水温と塩分から 25年スピンアップした

ものを用いる。海底地形は International Bathymetric Chart of the Southern 

Ocean (IBCSO)を用い(Figure 1)、棚氷形状は、Antarctic Bedrock Mapping (BEDMAP-

2)を用いる。さらに、NASA ジェット推進研究所によって進められているデータ同化プ

ロダクト（ECCO）を海洋の境界条件として用いる。海洋モデルを駆動するための大気の

境界条件には、ERA-Interimを用いる。

３．結果と考察

トッテン棚氷沖に着目した海洋数値モデルを開発することができた。海洋モデルを

用いて再現された 552m 深のポテンシャル水温（図 1a シェイド）、塩分（図 1b シェイ

ド）と同一水深における海洋アルゴフロートによって得られたポテンシャル水温、塩分

データを比べると両者は非常によく類似しており、海洋の循環場を現実に近く再現できていることがわかる。また、トッテン棚

氷沖の海洋の熱容量は、数年スケールの変動を示し、この変動は、トッテン氷河の流動速度と整合的であった (Green et al., 

2018)。 

４．まとめと今後の展望 

トッテン氷河沖に着目した海洋モデルの開発を行った。この海洋モデルは、トッテン沖の海洋の水温変動を現実的に示すこと

ができることもわかり、この原因を解析することは、トッテン棚氷の融解のメカニズムの理解につながる。さらに、将来的には、

氷床・棚氷モデルとの結合を検討している。これらを通して、この海域の南極氷床の海面上昇への寄与をより現実的に見積もる。 

参考文献

(1) Greene, C. A., Blankenship, D. D., Gwyther, D. E., Silvano, A., and van Wijk, E.,2017: Wind causes Totten Ice

Shelf melt and acceleration. Science Advances, 3(11).

Figure 1 再現された 552m 深のポテンシ

ャル水温（a）、塩分（b）と同一水深にお

ける海洋アルゴフロートによって得られた

ポテンシャル水温、塩分データ。TIS はト

ッテン棚氷の位置を示す。赤い線で囲まれ

た部分は、トッテン棚氷沖の海洋の熱容量

の計算を行った領域を示す。
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アジアモンスーン降水の将来変化と海面水温変化パターンとの関係

A relationship between future changes of the Asian monsoon precipitation 
and spatial pattern of sea surface temperature 

高橋 洋, 首都大・地理, E-mail: hiroshi3(at)tmu.ac.jp 
神澤 望, 首都大・地理

Hiroshi Takahashi, Department of Geography, Tokyo Metropolitan University 
Nozomi Kamizawa, Department of Geography, Tokyo Metropolitan University 

要旨
気候変動によりアジアモンスーンの降水とそれに関わる大気水循環がどのように変化するのかについて、海

面水温(SST)昇温の空間パターンの変化に着目し調査する。まずは、大規模なアンサンブル実験データセッ

ト(d4pdf)などを利用し、異なる SST 強制パターンの変化により、どの程度の降水量の将来変化の空間パタ

ーンが変化するのかを調べる。どのような SSTの昇温パターンに、アジアモンスーン降水量が影響されやす

いかを同定する。

１．はじめに 

 気候変動によりアジアモンスーンの降水とそれに関わる大気

水循環がどのように変化するのかについて、海面水温(SST)昇温

の空間パターンの変化に着目し調査する。まずは、大規模なアン

サンブル実験データセット(d4pdf)などを利用し、異なる SST 強

制パターンの変化により、どの程度の降水量の将来変化の空間パ

ターンが変化するのかを調べる。どのような SSTの昇温パターン

に、アジアモンスーン降水量が影響されやすいかを同定する。さ

らに、SSTパターンが土壌水分などの地表面状態の将来変化と、

どのように関連しているのかについても評価する。特に降水の将

来変化の不確実性が大きい、将来変化の地域性を含めて調べる。 

２．問題設定・方法

大規模なアンサンブル実験データセット(d4pdf; Mizuta et 

al. 2016)などを利用し、異なる SST強制パターンの変化により、

どの程度の降水量の将来変化の空間パターンが変化するのかを

調べる。そのために、各 SST強制パターン内でのばらつきや、各

SST 強制パターン間でのばらつきを評価する。まずは、CMIP5 で

のアジアモンスーン域の降水量の変化と、d4pdfでの降水量の変

化などを調べた。

３．結果と考察

図 1 は、CMIP5 モデルでの夏季降水量の将来変化である（詳細

は、Kamizawa and Takahashi(2018)を参照のこと）。CMIP5では、

アジアモンスーン域において、概ね降水量が増加している。空間

分布は循環場のパターンと良く一致しており、低気圧性の循環の

強化と降水量の増加が一致している。また、降水量の増加域は、

モンスーントラフと呼ばれる対流を伴う熱帯擾乱活動の活発域

と一致している。しかしながら、IPCC-AR5などでもよく知られて

いるように、全球規模での降水量増加に対して、地域規模での降

水量変動の予測は、循環の変化などと対応しており、予測が難し

いとされている。

図 2 は、同様の図を d4pdf で作成したものである。d4pdf で与

えられるすべての SST強制の平均である。6個の SST強制パター

ンがあり、各 SSTパターンに 15のアンサンブルメンバーがある。

降水量は、全球で増加するものの SST 強制により分布が大きく異なる。特に前述の様に、地域規模の降水量変動予測は難しく、

循環の変化パターンが大きく異なることで、CMIP5とは異なる結果が得られている。

今後は、SST強制パターン毎にどのように将来変化が異なるのかを詳細に調べる。また、別の気候モデルを用いた場合での応答

なども考慮する。

参考文献: Kamizawa, N., and H. G. Takahashi, 2018: Projected Trends in Interannual Variation in Summer Seasonal

Precipitation and Its Extremes over the Tropical Asian Monsoon Regions in CMIP5. J. Climate, 31, 8421-8439,

doi:10.1175/JCLI-D-17-0685.1.

図 1:CMIP5での夏季降水量の将来変化。 

図 2:d4pdfでの夏季降水量の将来変化。 
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衛星降水レーダと静止衛星高頻度観測を組み合わせた 

降水システムのライフサイクルに関する研究 
A study on the life cycle of precipitation systems by a combined use of 

spaceborne precipitation radar and geostationary satellite infrared observations 

濱田 篤, 富山大・学術研究部, E-mail: hamada@sus.u-toyama.ac.jp 
安永 数明, 富山大・学術研究部, E-mail: yasunaga@sus.u-toyama.ac.jp 

要旨
将来気候変動の予測において雲や降水は大きな不確定要素となっているが、これは気候モデルが解像できる

大規模場と実際に発生する雲・降水の関係性についての知見の不足によるところが大きい。そこで本研究課

題では、静止衛星高頻度観測および衛星搭載降水レーダを用いて雲・降水システムを同定し、雲・降水シス

テムの発生から終息までの一連の変化を統計的かつ時空間的に記述することを目的とした研究を行う。本年

度は特に雲システム数の日周期・半日周期変動に着目した解析を行った。特に面積が 102～104 km2程度の雲

システム数に半日周期変動が存在することが見出された。この半日周期変動は太陽同期の半日潮汐波に関係

するものであることが強く示唆された。

１．はじめに 

温暖化による将来気候変動の予測において雲や降水は大きな不確定要素となっている。現行の気候モデルの殆どは、雲・降水

に関わる物理過程を陽に解像せずパラメタ化して予測計算を行っている。しかし、気候モデルが解像できる大規模場と実際に発

生する雲・降水の関係性について、観測に基づく知見が充分であるとは未だ言い難い。その大きな理由の一つは、雲・降水シス

テムの発生から終息に至る一連の変化を、観測に基づいて、かつ全球的に、統計的・時空間的に記述する手段が得られなかった

ことである。全球的な観測を得るには地球観測衛星、特に静止気象衛星が不可欠となるが、これまでの静止衛星の観測時間間隔

は 30 分～1 時間程度と長かったため、雲・降水システムの一生、特に発生初期を十分な時間分解能で追跡できなかった。しかし

近年、数分～10 分程度の時間間隔での観測が現業的に得られるようになったことで、正確な追跡が行えると期待される。しかし

静止衛星はその測器特性から雲・降水システムの内部構造を観測することができない。雲・降水システムの内部構造を全球的に

観測できるのは、現在のところ全球降水観測計画（Global Precipitation Measurement; GPM）主衛星に搭載された 2 周波降水レー

ダ（Dual Precipitation Radar; DPR）だけである。しかし GPM 主衛星は周回衛星であるため、同じ降水システムを連続的に観測す

ることができない。

そこで本研究課題では、GPM DPR による降水システムの瞬時的な立体観測と、静止気象衛星ひまわり 8 号による高頻度観測

を相補的に用いて、雲・降水システムの発生から終息までの一連の変化を統計的かつ時空間的に記述することを目的とした研究

を行う。

２．問題設定・方法

本年度はまず、GPM 主衛星による降水観測から降水システムをラベリングによって同定するアルゴリズム、およびひまわり

8 号による 10 分間隔のフルディスク赤外輝度温度観測から雲システムをラベリングによって同定し追跡するアルゴリズムの開

発を行った。続いて、ひまわり 8 号観測から同定された雲システムについて、特にそれらの大きさ別の数に着目し、日周変動に

ついて詳細な解析を行った。

３．結果と考察

本年度に得られた主な成果は以下の通りである。

(1) ひまわり 8 号のバンド 13（中心波長 10.4 μm）輝度温度観測データを用いて、個々の雲システムを同定するプログラム群を

開発した（業績 1,7）。このプログラム群によって、10 分間隔のフルディスク観測から、各時刻における雲システムの数を客観的

に求め、個々の雲システムの地理的位置や面積、輝度温度の平均値・最低値（最も活発な位置）を算出することが可能になった。

(2) GPM DPR 観測データを用いて、個々の降水システムを同定するプログラム群を開発した（業績 2,4,6）。このプログラム群に

よって、個々の降水システムの地理的位置や面積、降水強度の平均値・最大値、レーダエコー頂の強度別平均値・最大値などを

算出することが可能になった。

(3) (1)で開発した雲システム同定プログラム群を、2015 年 11 月～2016 年 12 月（14 か月）のひまわり 8 号データに適用し、熱

帯海洋上における雲システム数の日周期変動を調査した。熱帯域では雲量や降水量などに太陽同期の日周期変動が存在すること

がよく知られているが、本研究において新たに、特に面積が 102～104 km2程度の雲システム数に半日周期変動が存在することが

見出された（Fig. 1, 2；業績 1）。この半日周期変動をもたらす力学的な要因について ERA5 再解析データを援用して調査した。

その結果、雲システム数の増減と大気潮汐との位相関係から、太陽同期の半日潮汐波との関わりが強く示唆された。
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Fig. 1 Joint frequency distribution of local time and the area 
coverage of the cloud system. Values are shown as anomalies from 
their corresponding daily mean. 

Fig. 2 Power spectrum density normalized by the variance of 
the of the cloud system number. Abscissa and ordinate 
indicate the frequency (unit: cycle per day) and area 
coverage of the cloud system (unit: km2), respectively. 

４．まとめと今後の展望

本年度は主に静止衛星高頻度観測を用いて同定した雲システムについて、特に雲システム数の日周期・半日周期変動に着目し

た解析を行った。特に面積が 102～104 km2の雲システム数に半日周期変動が見出され、太陽同期の半日潮汐波との関係が強く示

唆された。これまでの静止衛星の観測時間間隔は 30 分～1 時間程度と長かったため、特に降水システムの発達初期を追うこと

が難しかった。静止衛星の高頻度観測を活用することにより、降水システムの発生から終息までの全ての段階における 3 次元的

な降水特性情報が得られることが期待される。本研究で得られた結果は、全球非静力学モデルのパフォーマンス検証や、気候モ

デル、特にいわゆる Arakawa-Schubert 型の積雲パラメタリゼーションの評価に役立つと期待される。 

関連業績

(1) 内木 詩歩，2020：ひまわり 8 号高頻度観測から同定した熱帯海洋上の雲システムの日周期．富山大学大学院理工学教育部

2019 年度修士論文，30pp．
(2) 進藤 愛可，2020：局所的な SST・CWV 分布と組織化降水システムの降水特性の関係．富山大学理学部 2019 年度卒業論文，

33pp．
(3) 染谷 由樹，2020：静止衛星高頻度観測を用いた降雨開始予測に関する統計的解析．富山大学理学部 2019 年度卒業論文，

42pp．
(4) 進藤 愛可，濱田 篤，安永 数明，2019：局所的な SST と組織化降水システムの降水特性との関係．2019 年度日本気象学会

中部支部研究会，富山，2019 年 11 月 28-29 日．

(5) 染谷 由樹，濱田 篤，安永 数明，2019：ひまわり 8 号高頻度観測を用いた降雨開始以前の雲の発達に関する統計的解析．

2019 年度日本気象学会中部支部研究会，富山，2019 年 11 月 28-29 日．

(6) 進藤 愛可，濱田 篤，安永 数明，2019：局所的な SST 勾配と組織化降水システムの降水特性との関係．日本気象学会 2019
年度秋季大会，福岡，2019 年 10 月 28-31 日．

(7) 内木 詩歩，安永 数明，濱田 篤，2019：ひまわり 8 号高頻度観測から同定した熱帯海上の雲システムの日周期．日本気象

学会 2019 年度秋季大会，福岡，2019 年 10 月 28-31 日．
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海洋循環－低次生態系結合モデルを用いた魚類生息環境場の比較研究 

A comparative study on habitat environments of fish species  
using ocean circulation and lower trophic level marine ecosystem coupled model 

伊藤 進一, 東大・大気海洋研, E-mail: goito(at)aori.u-tokyo.ac.jp 
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Hitoshi Kaneko, Atmosphere and Ocean Research Institute, The University of Tokyo 
Chenying Guo, Atmosphere and Ocean Research Institute, The University of Tokyo 

Takashi Setou, Japan Fisheries Research and Education Agency 

要旨（明朝 9pt) 
領域海洋モデル Regional Ocean Modeling System と低次栄養段階生態系モデルおよび魚類回遊モデルを結

合させたモデルによって魚類生息環境の模算を計画した。領域海洋モデルの亜熱帯循環、黒潮、黒潮続流が

南偏傾向を示したが、水平及び鉛直移流スキームを変更したことで亜熱帯循環、黒潮、黒潮続流の位置と強

度が改善され、低次栄養段階生態系モデルおよび魚類回遊モデルと結合した現実的な実験が可能となった。 

１．はじめに 

 北西太平洋は魚類生産が世界でも最も盛んな海域であるが、数値モデルによる魚類の生息環境の再現性が低く、過去の魚類資

源変動および将来予測のボトルネックになっている。特に、小型浮魚類の餌料となる動物プランクトンの再現性が低いことが問

題となっている。そこで本課題では、複数の海洋循環－低次栄養段階生態系結合モデルを用いて北西太平洋の魚類生息環境を模

算し、それらの相互比較および観測結果と比較することによって、モデルの改良方針を明らかにする。

２．問題設定・方法 

領域海洋モデル Regional Ocean Modeling System (ROMS; Haidvogel et al., 2008) と低次生態系モデル NEMURO (North 

Pacific Ecosystem Model for Understanding Regional Oceanography; Kishi et al., 2007) 、および魚類回遊モデル NEMURO.FISH 

(NEMURO For Including Saury and Herring; Ito et al., 2004) を結合させた ROMS-NEMURO.FISH (Rose et al, 2015)を北西

太平洋を対象に OAKFOREST 上で構築、積算し、CCSR Ocean Component Model (COCO; Hasumi, 2006)上で計算された低次生態系

モデルと相互比較する。本年度は、引き続き領域海洋モデル ROMS の改良を行い、多くの回遊性魚種において重要となる黒潮流

路の再現性について検証および改良を行った。

３．結果と考察

これまでモデル内において亜熱帯循環が弱化傾向を示し、黒潮および黒潮続流の位置が実際の位置よりも南偏傾向を示すこと

が問題であった。この問題を解決するため、モデルパラメータやスキームの変更を行い、試験計算を行ってきた。モデルパラメ

ータ依存性をより迅速に調べるため、低解像度モデル（1/4°）を用意し、モデル内における移流スキームを、水平移流につい

ては 3次の風上差分スキームから 4次の Akimaスキームに、鉛直移流については 4次の風上差分スキームから 4次の Akimaスキ

ームに変更して実験を実施した。その結果、これまで問題となっていた亜熱帯循環の弱化が解消された。 

図 1．改良前の 2年目の海面高度および流速場 図 2．改良後の 2年目の海面高度および流速場 
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４．まとめと今後の展望 

移流スキームの変更によって亜熱帯循環および黒潮、黒潮続流の位置及び強度が現実の状況に近づいた。しかし、これらはモ

デル解像度にも依存する可能性があるため、高解像度モデルについても同様の比較実験が必要である。また、低次栄養段階生態

系モデルおよび魚類成長－回遊モデルを結合させた実験も必要であるが、オフラインでサンマ、カタクチイワシ、マサバ、マイ

ワシに関する魚類成長－回遊モデルの開発は順調に進んでおり、低次栄養段階生態系モデルと領域循環モデルの結合実験におい

て餌料環境場の再現性が確認できれば、実験の実施が可能な状況にある。
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要旨
衛星が観測する地球の表面および大気から反射または散乱した太陽光スペクトルデータから大気中の二酸

化炭素やメタン等の温室効果ガス濃度を導出する過程において、エアロゾルの時空間分布は必須の情報であ

る。本研究では大気輸送モデルの精緻化を進めることにより、エアロゾルの時空間分布変動に関するモデル

再現性の向上を図る。モデルの推定結果は衛星観測データ、また、異なるモデルによる推定結果との比較を

実施し、本研究において開発を進める大気輸送モデルの再現性を確認した。 

１．はじめに 

人間活動に伴う大都市からの温室効果ガスや大気汚染物質の排出、北方針葉樹林帯における夏季の二酸化炭素吸収と湿地から

のメタン放出、干ばつが引き金となって発生する大規模森林火災に伴う温室効果ガス排出等、温室効果ガスの吸排出源は全球に

渡って複雑に分布し、また、その吸排出量は時空間方向で大きく変動する。これらの変動を把握し、全球炭素循環と気候変動の

理解を深める上で、大気輸送モデルや陸域・海洋モデルを用いた全球炭素循環の再現と、個々のプロセスおよび各プロセス間の

関係性の理解、また、衛星観測による広域の温室効果ガス濃度分布の現状把握とその情報の蓄積は、現在では必要不可欠なツー

ルとなりつつある。本研究では、温室効果ガス観測技術衛星GOSAT および GOSAT-2 が観測する、赤外域の太陽光スペクトルデー

タから温室効果ガス濃度を導出する上でも必要となるエアロゾル時空間分布情報について、エアロゾル大気輸送モデルの開発を

進めつつ、独立した観測データおよびモデルとの比較を通し、その再現性を確認することを目的とする。

２．問題設定・方法 

本研究ではエアロゾルの時空間変動分布推定にNICAM-SPRINTARS（Takemura et al. 2000, 2005; Suzuki et al, 2004; Dai 

et al.2014; Goto et al. 2015）を使用する。NICAM-SPRINTARS は水平解像度約 223 km（g-level 5）、鉛直 40層、時間分解能

20分で計算を実施した。NICAM-SPRINTARSによるモデル計算の入力データとして使用する排出インベントリについては, 国立環

境研究所 五藤主任研究員から提供して頂いたデータを基に、鉛直層を本研究で使用する形式へ変換した上で使用した。また、

ナッジング用水平風速場には気象庁 55 年長期再解析（JRA-55）データモデル面解析値 anl_mdl_ugrd (東西風)、anl_mdl_vgrd

(南北風)を使用する。

モデル推定結果の比較・検証にMODISのエアロゾル光学的厚さ（AOD）データを使用した。MODIS Collection 6 の AODデータ

を用いて、2003 年から 2014 年までの 12 年間平均した値を使用した。また、消散係数の鉛直勾配を比較するために CALIPSO レ

ベル 3 (CAL_LID_L3_APro_AllSky-Standard-V3-00) の消散係数データ（km-1)を使用した。解析に使用したデータは 2013 年から

2015 年の 3 年間で、CALIPSO データは日中および夜間の両データを用いた。3 年間のデータから、夏季(4―9 月)および冬季(10

―3月) における消散係数の平均値を計算し、解析に使用した。 

他のモデル推定値との比較として、本研究ではAssimilation SPRINTARS (Schutgens et al., 2010)を使用した。これは国立

環境研究所 GOSATプロジェクトにおいて MIROC-SPRINTARSにエアロゾルデータ同化手法を取り入れて計算したものである。モデ

ル出力データは富士通 FIP中村氏に提供して頂いた。モデルの解像度は水平 T42 (2.8125 度)、鉛直20層、時間間隔は 20分で

ある。気象データは気象庁が提供するGPV データ、Hadleyセンターが提供する海氷・海面温度データを使用した。モデル気象場

は水平風速および気温に対しナッジングを行った。エアロゾル排出インベントリには、森林火災起源として GFED3.1(1997―2011

年の気候値)、人為起源として HTAP v2 (2010 年)を用いた。同化するエアロゾルデータには米国海軍研究所NRL が提供する 6時

間毎の MODIS AODデータを使用した。AOD の同化はアンサンブルカルマンフィルターを用いて 6時間毎に行った。

３．結果と考察

 NICAM-SPRINTARS が推定したエアロゾル光学的厚さ AOD を、MODIS および Assimilation SPRINTARS の AOD と比較する。対象

とする波長域は MODIS が 532 nm、NICAM-SPRINTARS と Assimilation SPRINTARS が 550 nm である。NICAM-SPRINTARS および 

Assimilation SPRINTARS は 2015 年を解析対象とする。2 月および 8 月における AOD の全球分布を図 1 に示す。2 月における

MODIS AODは、アフリカ中央部、インド北東部、中国沿岸部で高い値を示す。この特徴は NICAM-SPRINTARS でも再現出来ている

ことがわかる。Assimilation SPRINTARS ではシベリアにも高濃度域が見られるが、NICAM-SPRINTARS ではこの高濃度域は無い。

8月における MODIS AODは、上記領域に加えアマゾン中央部、サハラ西部、およびソマリアからアラビア海に渡る領域でAOD が
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高い値を示す。NICAM-SPRINTARS ではサハラ西部のAOD が低いが、他の領域では MODIS 同様に AODが高い値を示す。図 1の結果

を10度格子毎に平均した場合(60◦N―60◦S)、2月および8月におけるMODIS AODとの相関係数はNICAM-SPRINTARSが 0.68、0.76、 

Assimilation SPRINTARS が 0.78、0.77（いずれもp < 0.01）であった。MODIS AODに同化したAssimilation SPRINTARSの結果

と同程度の相関係数をNICAM-SPRINTARSが示した点は注目に値する。各月のMODIS AOD との相関係数はAssimilation SPRINTARS 

および NICAM-SPRINTARS ともに概ね 0.7以上であった. 

図 2 に, 夏季の13領域（Koffi et al., 

(2016)参照）における消散係数の平均鉛直勾

配を示す。大西洋赤道域(CAT)やアマゾン

(SAM),インド (IND)では NICAM-SPRINTARS の

地表面付近の消散係数は CALIPSO に比べて低

い値となった。但し、NICAM-SPRINTARS の値

は概ね CALIPSO のバラツキ内に収まっている

ことがわかる。両者の相関係数は多くの領域

で 0.9 以上（p < 0.01）の値であった。  

次に、NICAM-SPRINTARS の消散係数の鉛直

分布を他のモデルと比較するために、 

AeroCom phase II (Koffi et al., 2016)の

結果を代用する。Koffi et al.(2016)は、11

種類のエアロゾル大気輸送モデルの推定結果

を用いて CALIPSO データと比較し、モデル推

定精度の検証を行った。CALIPSO データとの比

較において、彼らは地上から上空 6 km までの AODを用いて規格化した消散係

数鉛直分布を使用しているため、本研究でも同様の手法でNICAM-SPRINTARS の

消散係数を規格化した。この解析ではCALIPSO、NICAM-SPRINTARS ともに 2013

―2015 年に渡る消散係数の平均値を使用した。海洋に面している NAT や NWP

領域では消散係数の鉛直勾配が大きく、これらの領域ではモデル間の差が大き

くなることが Koffi et al.(2016)では報告されている一方、本研究における

CALIPSO と NICAM-SPRINTARS の差は高度 1 km 以下の境界層内の勾配を除けば

概ね一致した。また、森林火災の影響が大きい SAM、SAF、CAF では、特に

SPRINTARS の再現性が低いことが Koffi et al.(2016)で報告されているが、

SAM を除く 2領域における NICAM-SPRINTARS の結果は、Koffi et al.(2016)に

よるモデル間のバラツキ内に収まるものと思われる。 

４．まとめと今後の展望 

 今年度は、NICAM-SPRINTARS の開発を進めつつ、モデル推定したエアロゾル

光学量の鉛直積算量および鉛直分布について、MODIS およびCALIPSO の衛星観

測、Assimilation SPRINARS との比較を実施し、モデルの再現性を評価した。

今後は NICAM-SPRINTARS で推定したエアロゾル時空間変動情報を、温室効果ガ

ス観測技術衛星 GOSAT および GOSAT-2 で使用するカラム濃度導出アルゴリズ

ムへ提供し、導出したカラム濃度場での確認作業を予定している。また、モデ

ルの更なる改善に向け、来年度以降にエアロゾル同化手法の導入について検討

する予定である。
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図 2. 夏季の 13 領域における

CALIPSO （ 緑 線 ） と NICAM-

SPRINTARS（青線）の消散係数の

鉛直分布。 

図 1. 2 月（上）および 8 月（下）における AOD 分布。左から MODIS、NICAM-SPRINTARS、

Assimilation SPRINTARS を示す。 
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要旨
 MIROC に用いられている放射伝達モデル MstrnX は気体吸収過程を 29 バンド 111 チャンネル版が CMIP6
向けに採用されている。この気体吸収テーブルは二酸化炭素倍増状態を再現するように最適化されているた

め、二酸化炭素 4 倍増のケースで放射強制力の精度が良くないことがわかっている(Pincus et al., 2015)。これ

を受けて、29 バンド 147 チャンネルの二酸化炭素 4 倍増状態に対応した吸収テーブルが作成済みである。今

年度は、RFMIP-IRF で設定された大気状態の計算結果を示し、検討課題を整理した。 
CMIP6 に合わせて行われる今回の RFMIP(The Radiative Forcing Model Intercomparison Project)は ERF, IRF, 

SpAer の３つのサブプロジェクトから成り、関口が放射伝達モデルの瞬間強制力を比較する IRF について

MstrnX を用いて計算を行った。結果を組み合わせて瞬時放射強制力を導出、検討を行っている。大気上端で

の温室効果気体の増加の放射強制力(2014 年 – 1850 年)は 2.61 ± 0.85 W/m2、二酸化炭素倍増の放射強制力は

4.01 ± 1.28 W/m2、４倍増は 6.72 ± 2.16 W/m2となった。これらは 100 地点の放射強制力の平均と標準偏差を

表している。また、RCP8.5 と産業革命前の大気上端の放射強制力では 6.91 ± 2.09 W/m2となった。これら

は MstrnX の結果のみ示しているので、LBL モデルの結果と比較して引き続き検討を行いたい。 

１．はじめに 

MIROC に用いられている放射伝達モデル MstrnX は気体吸収過程を 29 バンド 111 チャンネル版が CMIP6 向けに採用されて

いる。この気体吸収テーブルは二酸化炭素倍増状態を再現するように最適化されているため、二酸化炭素 4 倍増のケースで放射

強制力の精度が良くないことがわかっている(Pincus et al., 2015)。これを受けて、2017 年度に 29 バンド 147 チャンネルの二酸化

炭素 4 倍増状態に対応した吸収テーブルを作成したが、20 世紀の気温上昇の再現性が悪く、IPCC AR6 に提出する実験には採用

されなかった。今年度は、これら２つのテーブルを用いて RFMIP-IRF(Pincus et al., 2016)で設定された大気状態について計算し、

結果を比較した上で検討課題を整理した。

２．問題設定・方法 

CMIP6 に合わせて行われる今回の RFMIP(The Radiative Forcing 
Model Intercomparison Project)は ERF, IRF, SpAer の３つのサブプロジェ

クトから成り、関口が放射伝達モデルの晴天状態の瞬間強制力を比較

する IRF について MstrnX の結果を担当した。比較に用いられる大気

状態は従来から大幅に増加し、18 の実験を 2014 年の ERA-interim（鉛

直 60 層）から抽出した大気状態 100 地点に適用して計算を行った。

100 地点は適度に振り分けられており（図 1）、陸上が 31 地点、海上が

69 地点であり、季節にもバラツキが見られる。

18 の実験はそれぞれ『現在の大気状態』『産業革命前の温室効果気

体濃度』『二酸化炭素４倍増状態』『2100 年の温室効果気体濃度』『二

酸化炭素 0.5 倍増状態』『二酸化炭素 2 倍増状態』『二酸化炭素 3 倍増

状態』『二酸化炭素 8 倍増状態』『産業革命前の二酸化炭素濃度』『産業

革命前のメタン濃度』『産業革命前の一酸化二窒素濃度』『産業革命前

のオゾン濃度』『産業革命前のハロカーボン類濃度』（ここまでの気体

濃度を除く大気状態は全て現在状態）『現在の大気+4K 状態』『現在の

大気+4K 状態（湿度固定）』『産業革命前の大気状態』『2100 年の大気状態』『最終氷期の大気状態』であり、2100 年は IPCC RA5
における RCP8.5 のケース、二酸化炭素 x 倍増状態は産業革命前の二酸化炭素濃度からの x 倍増を意味する。また、今回は主要

７気体以外にも微量気体濃度が 40 種類与えられているが、現在 MstrnX に導入されている、HITRAN2004 で取り扱いのあった気

体 28 種類の内 16 種類が該当した（表 1）。考慮すべきとされる気体の種類が変化しつつ増加している。最新の HITRAN2016 
(Gordon et al., 2017)を確認したが、全ての微量気体のデータが網羅されているわけではなく、7 種類の微量気体の扱いがなかった

（表１、斜字体）。他の放射伝達モデル担当者と情報交換しつつ、対応を検討したい。

図１：RFMIP-IRF で用いられている大気状態で

ある ERA-interimの参照地点
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表 1: RFMIP-IRF で提供された大気状態に含まれる微量気体。太字の気体は MstrnX で取り扱いのある気体、 

斜字体の気体は HITRAN2016で取り扱いのない気体。 

CFC-11 CFC-12 CFC-113 CFC-114 CFC-115 
HCFC-22 HCFC141b HCFC142b Halon-1211 Halon-1301 Halon-2402 
HFC-23 HFC-32 HFC-43-10mee HFC-125 HFC-134a HFC-143a 
HFC-152a HFC-227ea HFC-236fa HFC-245fa HFC-365mfc 
CF4 C2F6 C3F8 c-C4F8 C4F10 C5F12 
C6F14 C7F16 C8F18 CCl4 SF6 NF3 
CH3Cl CH3Br CH3CCl3 CH2Cl2 CHCl3 SO2F2 

３．結果と考察

これらの結果を組み合わせて 100 地点での瞬時放射強制力を導出し、検討を行っている。大気上端、対流圏界面を想定した

200hPa 付近、地表面での放射強制力を表 2 に示す。今回の 100 種類の気温構造は対流圏がはっきりわからないものもあるため、

200hPa 付近での結果を対流圏の代わりに示す。この手法は先行研究でも用いられている。温暖化対応版(bnd29ch111)よりも 4 倍

増対応版(bnd29ch147)のほうがやや値が小さく、4 倍増対応版による調整が働いていることがわかる。しかし、過去研究などと

比較すると、どちらもまだ過大評価と考えられる。これらは MstrnX の結果のみ示しているので、LBL モデルや他のブロードバ

ンドモデルの結果と比較するなどして引き続き検討したい。また、今回は二酸化炭素の結果を示しているが、水蒸気、メタン、

一酸化二窒素などの結果も精査し、検討を行う予定である。

表 2: 大気上端、200hPa 付近、および地表面での放射強制力(W/m2)の 100 ケースの平均と標準偏差。上段は温暖化対

応版(bnd29ch111)、下段は 4 倍増対応版(bnd29ch147)による結果。 
温室効果気体

(現在-産業革命前) 
二酸化炭素

倍増

二酸化炭素

４倍増

RCP8.5 
(2100 年-産業革命前) 

TOA 2.84 ± 0.89 
2.61 ± 0.85 

2.58 ± 0.84 
2.70 ± 0.82 

5.60 ± 1.86 
5.41 ± 1.72 

7.49 ± 2.29 
6.91 ± 2.09 

200hPa 付近 4.16 ± 0.82 
3.85 ± 0.82 

5.10 ± 0.79 
5.01 ± 0.81 

10.66 ± 1.82 
10.27 ± 1.68 

12.64 ± 2.21 
11.92 ± 2.06 

surface 1.77 ± 0.69 
1.98 ± 0.71 

1.92 ± 0.84 
1.98 ± 0.83 

4.66 ± 1.83 
4.22 ± 1.55 

5.46 ± 2.14 
5.29 ± 1.89 

４．まとめと今後の展望 

RFMIP-IRF のテストケースを通じて MIROC の放射モデルの精度確認を行った。LBL モデルの結果と比較しないと結論付け

られないことが多いが、29 バンド 111 チャンネルの温暖化対応版は 4 倍増状態などのケースに対応できていない可能性が高い。

しかし、4 倍増対応版は 20 世紀実験では再現性が良くなかったため、MIROC に導入されていない。4 倍増対応版はバンド分割

の変更がなく、長波放射と短波放射の重なり部分の問題も未解決のままである。今後は新しくバンド分割を施し、長波放射と短

波放射の分離を行ってからこれらの課題を解決した上で MIROC に導入していくことが課題である。 
また、粒子散乱については、昨年度雲氷粒子として六角柱、降雪粒子として aggregate の形状を仮定して導入したが、砂じん

粒子などの回転楕円体の導入についても検討を行っている。より高速で精度の良い放射コードを提供していけるように引き続き

研究を進めていきたい。

参考文献 
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要旨（明朝 9pt) 
大気海洋マルチスケール変動の解明を目指した数値的研究を推進する一環として、対流圏中緯度における長

周期変動を多角的な側面から分析している。今年度はその解釈および簡便な長周期積分を目指し、統計的多

段回帰モデルである SLP エミュレーターを実装した。SLP エミュレータは学習データにおける 1,000 主成分

を状態ベクトルとした数理モデルであり、極値を含め多様な統計が現実に近いことが過去の研究で示されて

いる。 

１．はじめに 

 本研究の目的は、貴研究所の共同利用によって、大気海洋マルチスケール変動の解明を目指した数値的研究を推進することで

ある。このため、北海道大学のチームでは、熱帯から中緯度に至るさまざまなスケールの気象擾乱の特性および予測を、貴研究

所が開発した数値モデル等を用いて調査している。令和元年度は本共同利用で計算された１万年分の大気大循環モデルから得ら

れた統計を再現する数理モデルを実装し、計算結果の解釈を試みやすいようにした。本項ではその実装内容について紹介する。

この背景として、水文管理、土砂侵食、交通工学、災害保険などのさまざまな分野で１万年単位（場合によっては１０万年単位）

の極値統計が必要とされており、毎度の気候変動計算の労が大きいことがあげられる。そのようなことならば、一度、大気大循

環モデルで１万年程度の計算を行い、その計算の統計量を再現できる数理モデルを考え、簡便な応用解析にはそれによって代用

すると便利である。また、大規模数値計算の結果をランダム力学系としての解釈を可能にする数理モデルは便利であろう。近年、

文部科学省・気候変動リスク情報創生プログラムでは、60 km解像度の大気大循環モデルにより、d4PDFと呼ばれる 6000年規模

のアンサンブル実験を行った。それを日本域で 20 km解像度に、さらに北海道域で 5 km解像度に力学的ダウンスケーリングを

実施した（Mizuta et al. 2017; Hoshino et al. 2019）。この d4PDF大量アンサンブルデータは、北海道における十勝川と常呂

川の豪雨にともなう氾濫のリスク評価に適用された（Yamada et al。2018）。 

２．問題設定・方法 

この手の数理モデルとして工学的に長年用いられてきたものが、確率的ウェザージェネレーターである。これは特定の場所で

観測された降水量の統計を再現する時系列を乱数生成により得られる計算コストの安いモデルである。Ailliot et al. (2015)

の総説によると、確率的ウェザージェネレーターには、2値マルコフ連鎖を使用した降水日数決定モデルと、パラメトリックま

たはノンパラメトリックに観測データにフィッティングして日降水量を計算するモデルがある。単一サイトにおける確率的ウェ

ザージェネレーターを拡張して、サイト間の降水量に空間相関を持たせたマルチサイトモデルもある(Wilby et al. 2003)。こ

のように確率論的ウェザージェネレータには多くの研究があるのだが、降水の極値統計を十分に再現するとはいえない。一方、

準地衡風近似の枠組みで対流圏で観測された高度場の統計を再現する、多段回帰モデルが Kravtsov et al. (2005)により構築

さた。Kravtsov et al. (2016)はこの多段回帰モデルを海面気圧データに拡張し、SLPエミュレーターと名付けた。SLPエミュ

レーターの出力データは、長周期変動の空間パターンや温帯低気圧のトラックなど、極値も含めた総観場を代表する特徴量をよ

く再現する上に、著しく計算コストが低い。SLPエミュレータを使えば、現行の計算サーバで 24時間以内に 10,000年の積分を

実現できる。そこで本項ではこの SLP エミュレーターについて自己完結に説明するとともに、その計算結果を紹介する。なお、

SLP エミュレーター実装作業のため、回帰係数の推定には 1960 年 1 月から 2017 年 12 月までの JRA55 再解析データの海面気圧

を利用した。これを大循環モデルの出力に差し替えることは容易である。

３．結果と考察

SLP エミュレーター実装の最初のステップはデータの縮減を目的にした主成分分析である。1960 年から 2017 年までの期間に

わたり、日々の海面気圧偏差を計算し、経験的直交関数展開した。主要モードは、これまでの研究で強調されてきたテレコネク

ション・パターンだった（Wallace and Gultzler 1981; Barnston and Livezey 1987）。第１モードは北大西洋振動に高い相関

があり、第 3 と第 5 モードは太平洋・北米パターンに似ていた。海面気圧偏差の全分散の 99.87％を説明する 1,000 モードを、 
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多段回帰モデルの説明変数として用いる。なお、各主成分は海面気圧偏差を各

モードの空間パターンに射影して求めた。ここでは、主成分が正規化され、各モ

ードのパターンは次元付で示されている。次に、3段回帰モデルを 1,000モード

の主成分を説明変数として経験的に推定した。

𝑑𝑑𝒙𝒙 = 𝒙𝒙𝑻𝑻 𝑨𝑨(𝟎𝟎) + 𝒆𝒆(𝟏𝟏), (1) 

𝑑𝑑𝒆𝒆(𝟏𝟏) = (𝒆𝒆(𝟏𝟏) 𝒙𝒙)𝑇𝑇 𝑨𝑨(𝟏𝟏) + 𝒆𝒆(𝟐𝟐), (2) 

𝑑𝑑𝒆𝒆(𝟐𝟐) = (𝒆𝒆(𝟐𝟐) 𝒆𝒆(𝟏𝟏) 𝒙𝒙)𝑇𝑇 𝑨𝑨(𝟐𝟐) + 𝒆𝒆(𝟑𝟑), (3) 

上付き文字 T は転置を示す。ここで 𝒙𝒙 は正規化主成分を格納する 1,000 次元ベ

クトルである。𝒆𝒆(𝟏𝟏)、𝒆𝒆(𝟐𝟐)、𝒆𝒆(𝟑𝟑)は、それぞれ第 1段、第 2段、および第 3段の回

帰モデルの残差である。この 3段回帰モデルでは、海面気圧偏差の 1,000モード

の時系列から、伝播関数𝑨𝑨(𝟎𝟎)、𝑨𝑨(𝟏𝟏)、および𝑨𝑨(𝟐𝟐)を推定する。多重共線性を効果的

に回避するため、部分的最小二乗を利用した。1,000×1,000の行列として伝播関

数𝑨𝑨(𝟎𝟎)を推定し、その後𝒆𝒆(𝟏𝟏)を１段目の回帰モデルの残差とした。2段目の回帰モ

デルでは、説明変数は𝒙𝒙と𝒆𝒆(𝟏𝟏)になり、伝播関数𝑨𝑨(𝟏𝟏)は 2,000×1,000 の行列とな

る。同様に、３段目では説明変数を𝒙𝒙、𝒆𝒆(𝟏𝟏)、𝒆𝒆(𝟐𝟐)にするので、伝播関数𝑨𝑨(𝟐𝟐)は 3,000

×1,000の行列となる。このようにして得られた３段回帰モデルは、白色雑音と

みなせる𝒆𝒆(𝟑𝟑)が強制力となって、𝒙𝒙、𝒆𝒆(𝟏𝟏)、𝒆𝒆(𝟐𝟐)を予報する方程式系になっている。 

具体的に 1960 年 1 月から 2017 年 12 月まで海面気圧偏差を用いて回帰式を立

てる。すると、残差時系列𝒆𝒆(𝟏𝟏)、𝒆𝒆(𝟐𝟐)には有意な自己ラグ相関があったが、確かに

𝒆𝒆(𝟑𝟑)は白色雑音とみなせることがわかる。しかし、Kravtsov et al. (2016)の経

験から白色雑音を疑似乱数として与えると数値不安定を起こすことが知られて

いる。そこで、彼らの方針に従って、𝒆𝒆(𝟑𝟑)を学習データ期間全体から得られた残

差時系列をノイズ・ライブラリとして保存し、予報された状態ベクトル𝒙𝒙のうち

主要 10 モードで構成される位相空間内の最近傍を通過する軌道の部分集合で得

られた𝒆𝒆(𝟑𝟑)をライブラリより取得して利用する。つまり、与えるノイズは状態依

存（または乗法的）である。また、学習データの復元とならないように 15 日で

ノイズを入れ替えることにする。

この多段回帰モデルのパフォーマンスを評価するために再予測実験を行った

（図１）。たとえば、1960年 1月 1日から開始された再予測実験は、解析データ

に基づいた主成分時系列をトレースすることに成功した。また、同じ最初の日付

から開始した別の実験は、1961 年 1 月 1 日からのノイズを強制力として同じ初

期値より計算を実施した。結果は、初期日の影響が最初の 10 日間程度は持続す

ることを示しているものの、その後はノイズ・ライブラリの日付に引き戻すに強

制力が支配的であることがわかった。このような理由で、予測実験ではノイズ・

ライブラリの継続的な使用は避けるべきである。

次に、SLPエミュレーターを利用した数万年の数値積分の安定性について確認

した（図２）。SLPエミュレーターを用いた 100年の数値積分に成功し、その間、

計算不安定は起こらなかった。また、100年のテンデンシーをモードごとに計算

したところ、その値はすべて約±0.1の範囲であり、このシステムは気候ドリフ

トせずに動作することが確認されました。したがって、SLPエミュレーターは、

乗法性ノイズによる強制にもかかわらず、1,000次元の位相空間の気候値アトラ

クタ―に引き寄せられる、大域的に安定した力学系といえる（Sura et al. 2005;

Inatsu et al. 2013）。

４．まとめと今後の展望 

以上の力学系を得たことで、大気大循環モデルを用いずに既存の計算結果を引き

延ばして好きなだけの極値統計を得る方策を得たほか、数値積分の結果を力学系

により解釈することもできると期待している。

参考文献 
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図１：（a）1960年 1月からの第１主成分の

時系列。黒丸は再予報であり、白丸は解析

値。（b）（太線）1960年 1月からおよび（細

線）1961 年 1 月からの第１主成分の時系

列。黒丸は 1961 年 1 月からのノイズを与

えた予報値。 

図２：（a）100 年間積分の結果の第１主成

分の時系列。（b）最初の 20年の平均と最後

の 20 年の平均との差として計算した、各

主成分時系列の 100 年間のテンデンシー

（単位は 100年あたりの値）。 

44



全球雲解像モデルデータを用いた熱帯雲活動の解析 

Analysis of the tropical cloud activity using the output of 
Nonhydrostatic Icosahedral Atmospheric Model 

西 憲敬, 福岡大・理, E-mail: nornishi(at)fukuoka-u.ac.jp 
佐藤 正樹, 東大・大気海洋研, E-mail: satoh(at)aori.u-tokyo.ac.jp 

NISHI Noriyuki, Science Faculty, Fukuoka University 
SATOH Masaki, Atmosphere and Ocean Research Institute, The University of Tokyo 

要旨 

解像度 3.5kmの NICAM実験結果を解析した。その結果、現実大気で雲帯の分割現象が起きたほぼ同じ時刻・

場所に、分割がシミュレートされている事例を発見した。分割の形態については現実と出力で違う特徴もあ

るが、NICAM によって現実大気にもみられる大規模分割がおおむね正しく計算されていたことがわかったの

で、NICAM に雲帯分割の物理がきちんと含まれていることが示唆された。また、分割発生時の慣性不安定の

発生条件についての考察を行った。 

１．はじめに 

中部太平洋域の熱帯収束帯において、東西数千 km におよぶ雲帯がほぼ同時に南北に分割する現象を見いだしてその解析を行

っている(文献 1)。この現象は衛星画像で形態が明瞭にとらえられるが、客観解析においては再現性がよくなく、それにともな

う力学場はうまくとらえることができない。全球雲解像モデル NICAMの出力において類似の現象が検出されているので、これま

で行われた実験結果のアーカイブを解析すれば、多数の現象発生を取り出すことができることが期待できる。モデル出力の風や

気圧などの力学場を雲活動と合わせ解析することができれば、現実大気観測ではできなかった、現象発生のメカニズムを探求で

きると期待される。主に力学的不安定現象を念頭において、モデル出力の解析を行うことを目的とする。昨年度は、NICAM出力

にみられたひとつの事例(Case-1)について、帯状分割中に巻雲が成長することによって巻雲の帯が 1-2 日の長い寿命をもつこ

と、および巻雲の帯が広域で同時に発生しているときに、慣

性不安定が関連している可能性があることを示した。 

２．問題設定・方法 

NICAMの実験出力を用いて、熱帯収束帯(ITCZ)内でみられる

大規模雲域の南北分割現象についての解析をおこなう。分

割現象を主観的な方法で見いだし、その中でどのような雲

活動の変化および循環場の変化が起きているかを観察する

ことによって、実際の大気で起きている現象の機構を説明

するヒントを見いだす。本年度は、那須野智江氏によって実

施された 2008年 6月の RUNの出力を用いて雲帯分割の解析

事例を増やし、Case-1 でみられた特徴が共通してみられる

かどうか調べた。 

３．結果と考察

本年度の出力解析で最も興味深かったのは、現実大気で

の分割が発生したのとほぼ同じ場所・時刻にモデル出力に

も分割現象が認められたことであった(CASE-2: 図 1)。これ

はモデルの初期時刻より 36時間後に発生しており、分割を

引き起こす一本の東西に長い対流性の雲帯の発生でさえシ

ミュレートできたと判断できる。モデルの初期値には、初期

の雲帯の発生も広域同時分割も起こさせるための「種」が含

まれていたとみられる。現実大気ではどちらかというと帯

状というよりは円弧状であること、現実大気では 1 カ所の

分割だが、シミュレートされたものは東西の 2カ所(170W付

近と 150W 付近)で分割が起きていること、などの違いはあ

るが、積乱雲中心の雲帯から巻雲中心の大きな雲域の広が

りがあるという点では酷似している。

この実験では、雲微物理過程の設定について、異なるパラ

メターの値を用いた 4 つの計算が行われていた。上部対流

圏での巻雲の広がりは設定によってかなり異なっていた

が、南北への巻雲の広域同時拡大(分割)はどの設定でも見
Fig 1: NICAMで再現された雲帯分割事例 Case2．外向き長波放

射(W m−2)で 6時間ごとの雲の様子を示す．
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ることができるため、巻雲の微物理は拡大(分割)には本質的ではないことが示唆された。 

南北へ拡大中の巻雲域において、Case-1でみられたような、慣性不安定に代表されるような不安定性が Case-2での東西同時

拡大の原因と考えられるかどうかについても検討した。典型的な慣性不安定発生の必要条件である地衡風絶対渦度が北半球で負

になるという条件を調べようとしたが、低緯度であるために計算された地衡風には小スケールの乱れが卓越していた。それに相

当な空間スムージングを行っても、得られた地衡風(Fig 2左)は現実の風(Fig 2右)とは全く異なった様相となり、地衡風絶対

渦度(Fig 2左)は絶対渦度(Fig 2右)とは全く異なった分布となった。そこで、地衡風絶対渦度をあきらめ、拡大初期の絶対渦

度を調べた(Fig 2 右)。その結果、対流性の帯(7N)のすぐ北側に強い負の絶対渦度、すぐ南側に強い正の絶対渦度がみられた。

対流性の雲が生じる前には、この領域は広域で上層が西風で下層が東風となっていたのだが、その後対流性の雲の発達とともに、

その緯度付近で上層の西風が著しく弱まっており、対流による鉛直運動量混合が起きたと思われる。その結果、対流性の帯の北

側では北ほど西風が強くなる分布となり、慣性不安定発生に有利な負の絶対渦度が形成されたとみられる。しかし、Case-2東部

では雲はむしろ初期の帯より南側に広がっていて、そこは慣性不安定条件を満たす領域ではないことなど、説明のつきにくい特

徴もみられることから、現時点では慣性不安定はまだ分割発生の原因のひとつの候補であるという認識である。 

４．まとめと今後の展望 

解像度 3.5kmの NICAM実験結果を解析した。その結果、現実大気で雲帯の分割現象が起きたほぼ同じ時刻・場所に、分割がシ

ミュレートされている事例を発見した。分割の形態については現実と出力で違う特徴もあるが、NICAMによって現実大気にもみ

られる大規模分割がおおむね正しく計算されていたことがわかったので、NICAMに雲帯分割の物理がきちんと含まれていること

が示唆された(日本気象学会 2019 年秋季大会で発表)。今後はこれまでの既存実験出力の解析だけではなく、現実大気において

典型的な分割現象が起きている時期をねらって自ら数値実験を行いたい。現実大気の解析で過去 10 年間における数件の典型例

を抽出しているので、それらについて再現実験を行う。なるべく異なる基本場で起きた事例に関する実験を行うことによって、

どのような要因が分割発生に必要なのかを見極めることをめざす。

参考文献 

(1) Hamada, A. et al. 2013: Seperation of zonally elongated large cloud disturbances over the western tropical
Pacific. J. Meteor. Soc. Japan, 91, 375-389, DOI:10.2151/jmsj.2013-309.

Fig 2: 初期値から 36時間後の(左)地衡風で計算された絶対渦度(× 10−5s−1)，および(右)絶対渦度(× 10−5s−1)．ともに高

度 12km 付近の値で，赤等値線が正値，青等値線が負値を示す．彩色で鉛直積算の雲氷および雪の量(× 10−4 g m−2)を対数

で示す．緑の矢印は高度 12km付近の(左)地衡風、(右)水平風 (ms−1)．
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数値モデルを用いた東アジア大気循環の変動力学の探究 

A numerical model study on the dynamics of atmospheric circulation variability over East Asia 
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要旨
甚大な被害を出した平成 30 年 7 月豪雨をもたらした大気循環偏差の主要因は大気内部変動であ
るが、その背景には人為起源気候変動や大気海洋結合変動の寄与があった可能性がある。本研究
は特に日本周辺海域における同時期の海面水温偏差に着目し、そこからの水蒸気供給が豪雨に与
えた影響を気象庁メソモデルによる客観解析デーを用いて調べた。海面潜熱フラックスについて
バルク式を気候値の周りで線形化し、海上風速・海上比湿・海面水温の各偏差の寄与を評価した。
降水量極大期の 2 日間において、蒸発量は日本周辺海域の広い範囲で平年よりも増加しており、
これには海上風速の強化の寄与が支配的だったが、海面水温は特に本州の南で紀伊半島沖からそ
の東方において平年より高く、この海域からの蒸発量増加に寄与していた。また豪雨時の大気境
界層内の空気塊に対して後方流跡線解析を行ったところ、岐阜上空にもたらされる空気塊に対す
る 24 時間積算蒸発量の 26%を海面水温偏差の寄与が説明していた。 

１．はじめに 

 2018 年夏､我が国では豪雨､猛暑､台風と多くの気象災害が発生した。取り分け､7 月上旬に起きた「平成 30 年 7 月豪雨」は西

日本を中心に広域で記録的な雨量をもたらし､河川の氾濫や土砂崩れなどにより､犠牲者 237 名もの甚大な被害をもたらした。

「平成 30 年 7 月豪雨」に伴っては､6 月 28 日〜7 月 8 日の 11 日間の総雨量 400mm 超の地域が九州から岐阜県にかけて広く西日

本に拡がっているが､この大部分は「西日本豪雨」と呼ばれるピーク期間（7月 5〜7日）に観測されたものである。豪雨災害が

甚大だった瀬戸内地方では総雨量 400〜500mm 程度であったが､これは普段比較的雨量の少ないこの地域の 7 月平年雨量の 2 倍

を超えるもので､西日本豪雨の期間を中心に 48〜72時間降水量の記録を更新した地点が続出した．気象庁の全球大気再解析 JRA-

55に拠れば､西日本豪雨時には南西方から流入した極めて多量の水蒸気が西日本全域で顕著に収束していた（Takemura et al., 

2019）。実際､西日本上空 [31.25º–35ºN, 130º–135ºE]に流入した鉛直積算の水蒸気量は過去 60年において最大級で､かつ水蒸気

収束量は過去最大であった。この収束をもたらした一因は､西日本付近に梅雨前線が停滞し続けたことであるが､これは上空の亜

熱帯ジェット気流が朝鮮半島上空で南偏して本州東方海上で北偏するという蛇行が数日持続したことに伴っている（Shimpo et 

al. 2019）。しかし､西日本に熱帯起源の極めて暖湿な気流が吹き込む過程で､日本周辺の海洋がどのような役割を果たしたかは

不明である。  

２．問題設定・方法 

 そこで､本研究では､詳細な水蒸気輸送の解析を気象庁メソ解析に基づき実施した。 メソ解析データは水平解像度が約 5.5km

と JRA-55 の約 10 倍で､地形の影響を受けやすいメソ降水系の表現がより現実的であり､かつ JRA-55 用の 2 倍以上の水平解像度

を持つ海面水温（SST）データが用られ､海流に伴う細かな SST 分布の影響を受けやすい海上大気境界層の表現にも優れている。

但し､データが 2006 年以降に限られるため､各地点での気候値を 2006〜2017 年の 12 年分の日別平均値に 15 日移動平均を施す

ことで推定し､これからのずれを偏差と定義した。 

 そして､水平水蒸気 flux 偏差を気候値周りに線型化し､風偏差と比湿偏差の各々の寄与の相対的重要性を評価した。同様に､海

面での蒸発に伴う上向き潜熱 flux（LHF）のバルク式を気候値周りに線型化して､LHF偏差への SST､海上風速､海面比湿の各偏差

の寄与の相対的重要性を評価した（Sekizawa et al. 2019）。  

 また､MSM データが 3 時間毎に得られることを活用し､海面 LHF 偏差から豪雨域への水蒸気供給の連関を定量的に評価するた

め､後方流跡線解析を実施した。7 月 5 日 9 時から 7 日 6 時にかけて 3 時間毎に､西日本 6 地点の上空 500m にあった各空気塊を

対象として､MSMの 3次元流に従ってオイラー法で 5分毎に 24時間前まで追跡した(Sekizawa et al. 2019）。 
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３．結果と考察

メソ解析に基づく 2018年 7月 5〜7日平均の鉛直積算された水蒸気 fluxは､JRA-55による解析同様､梅雨前線南側の西日本・

東海地方に拡がる顕著な収束偏差域に南方から流入する水蒸気 flux 偏差が明瞭である。風と水蒸気量を各々気候値と偏差に分

解する解析から､四国の南方[32.5oN, 132–136oE] を北向きに横切る境界層内の水蒸気 flux偏差の大部分（86%）は南風偏差のみ

に起因すると評価されたが､両偏差の相乗効果（非線型項）の寄与も 10%であった。この相乗効果の項が西日本近海での水蒸気

flux 発散と豪雨域での水蒸気 flux 収束を局所的に強めていたことも見出された。この項は､西日本南方沖の黒潮上で南風強化

とともに比湿が増加したことを反映しており､この一部は西日本近海での海面 LHF増大の反映と考えられる。 

 同様な分解を海面 LHF にも施したところ､強い南風偏差の寄与で南西諸島から九州・四国沖にかけての黒潮近傍で海面蒸発が

平年より多かった一方､東海沖の遠州灘では寧ろ暖水偏差の寄与で蒸発が増加したことが分かった。具体的には､日本周辺におけ

る海上風速は広範囲で強化され､南西諸島から四国沖にかけての黒潮上と日本海において特に風速増大が顕著であった。これを

反映して､海上風速偏差による LHF の増大は､梅雨前線へ向けて南方から水蒸気を供給した気流が通過した南西諸島から四国沖

で特に大きかった。一方､SST は東海・関東沖の北緯 28 度以北で平年より高く､対馬暖流沿いの北陸・東北沖にも暖水偏差がみ

られ､これらの海域での LHF増大には暖水偏差からの寄与が大きい。なお､南西諸島から四国沖にかけて海上風速とともに LHFが

顕著に増大したにも拘わらず冷水偏差が非常に弱かったのは､黒潮による熱輸送の効果と考えられる。一方､海上では概ね乾燥偏

差であったが､梅雨前線とそのすぐ南側では帯状に湿潤偏差が存在した。 

 このように西日本の豪雨域における記録的な降水の大部分は南方からの水蒸気供給によるもので､それはメソ解析データに基

づく気塊の後方流跡線解析からも確認できる。追跡した全ての空気塊は梅雨前線の南側を起源とし､気候値で偏差でも蒸発が活

発であった南西諸島から紀伊半島沖を通過していた。流跡線に沿って蒸発偏差を積算したところ､前線に吹き込む気流が蒸発偏

差から獲得した水蒸気量は 0.7～1.9mmと見積られた。 これは豪雨域のすぐ南側の境界層内で積算した水蒸気量偏差（約 1.5mm）

と同程度であり､気候値の積算水蒸気量の約 10%に相当する。この積算蒸発偏差の 7～9割もが海上風速強化からの寄与と推定で

きる。一方で､SST偏差からの寄与は概ね小さいものの､岐阜上空を起点とした流跡線に対しては積算蒸発偏差のうち約 26 %を説

明していた。 

４．まとめと今後の展望 

 気象庁メソ解析データを活用して､「西日本豪雨」の記録的な降水を支えた多量の水蒸気流入への海面蒸発の影響を評価した。

水蒸気 flux 偏差の大部分は強化された南風によるものであったが､それによる黒潮域からの蒸発増大がさらに水蒸気量に上乗

せ効果をもたらしていた。即ち､蒸発増加をも反映して日本南岸沿いでは平年より水蒸気量が多く､南風偏差とともに北向き水蒸

気輸送を強化し､水蒸気 fluxの局所的な発散偏差をもたらしたのである (Sekizawa et al. 2019)。 

 その一方､日本海全域と東シナ海北部においては､大陸側に偏り発達したオホーツク海高気圧からの乾燥した強い北東風によ

り蒸発増加が促されていた。比湿偏差からの海面 LHF 偏差への寄与は日本海で特に大きかった。但し､これに伴う顕著な南西向

き水蒸気 flux偏差の収束は不明瞭で､豪雨への寄与は不明であり､今後数値実験に基づく評価が求められる。 

 なお､今回も用いたメソ解析データは再解析データではないため､経年変動やトレンドに気象庁のメソ予報・同化システムの改

善の影響が紛れている可能性がある。よって､豪雨や台風などの要因分析のためには､日本域の領域大気再解析データの作成が強

く望まれる。 
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要旨

我々が独自に開発運用している非静力学モデル kinaco を発展的に高度化し、相対的に荒い解像度
の OGCM をシームレスに接続することで、多様な時空間スケールを扱うことのできる包括的な
海洋モデリングプラットフォームの構築を目指している。本年度の応用研究として 1)北西部グリ
ーンランドフィヨルドの氷河融解水動態, 2) 潮汐による渦対の形成過程 3) Tidal straining による
海底境界層の懸濁粒子輸送過程, 4) 表層混合層中のマイクロプラスチック粒子拡散過程 に関す
る数値シミュレーションを実施した。それぞれについて研究の概要を述べる。

１．北西グリーンランドフィヨルドの氷河融解水動態に関する数値モデリング 

近年，グリーンランド氷床の質量損失の加速に伴い，海洋への融解水の流出量が増加している． 特に海洋に流れ出す氷河から

の融解水流出は，海水・懸濁物質・栄養塩を鉛直・水平的に輸送するため，フィヨルドの循環・物質輸送・生物生産に重要な役

割を果たす可能性が指摘されている．本研究は，現場観測が実施されているグリーンランド北西部 Bowdoin フィヨルドを対象

とし， 氷河融解水の動態を明らかにすることを目的とした．現場観測データをもとに，非静力学海洋モデルを使用し数値モデ

ル実験を実施した．氷河融解水トレーサーを導入し，融解水流入量と初期成層を変化させ実験を行った（図 1）．融解水流入量の

増加に伴い，水深 0–50 m では氷河融解水トレーサー濃度が増加していた（図 1a，c）．一方で，初期成層の変化に伴い，水深 25
m 以深の氷河近傍ではトレーサー濃度が減少していた（図 1b，d）．このモデル結果をもとに現場観測結果を解釈すると，表層

付近（水深 5–15 m）における氷河融解水の分布には融解水流入量，亜表層（水深 25–40 m）には成層の変化がそれぞれ影響し

ている可能性が示された．今後は研究対象域を Bowdoin フィヨルドから複数の氷河が海洋に流れ込むフィヨルド群に拡張し，

氷河融解水のフィヨルドの循環への寄与を調べる予定である．

２．放射条件の組み込みと潮汐による渦対のシミュレーション 

海面の開境界条件、特に放射条件は、沿岸域の主要な駆動力である潮汐のシミュレーションに必須である。潮汐は、外部波と

して領域外から入射し領域外へ伝播するため、海面変位として入射波を与え、放射条件で外に出すことになる。そこで、非静水

圧モデル kinaco に実装されていなかった、海面変位（および水温塩分流速）の放射・流入条件を組み込んだ。組み込んだ放射

条件のテストとして、外部波と内部波を初期に与えた実験を行った。どちらのケースも概ね良好に波が外へ放射された。わずか

に反射波が生じたが、これは流入条件と同様にリストアを課すことでほぼなくなることが期待される。

この放射条件を用いて鳴門海峡を対象に、潮汐による渦対の形成についてシミュレーションを行い、衛星画像と似た渦対が再

現できた（図２）

図 2 鳴門海峡 北側にできた渦対（渦度の水平分布。赤が正、青が負。）

左は北向流最強時(3h 後)、右は南向流最強時(9h 後)。 図 1  41 時間後の氷河融解水トレーサーの濃度差 
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３．Tidal Straining による海底斜面上の懸濁粒子再浮遊・輸送過程に関するシミュレーション 

 海底摩擦にともなう潮汐流の鉛直シアと密度成層の組み合わせにより、海底境界層において潮流の向きに対して非対称な不安

定が生じることが知られている(tidal straining)。特に斜面上では潮流が斜面を登る際に不安定化、 斜面を下る際に安定化し

(Endoh et al, 2016)、海底境界層内の懸濁物質の巻き上げとその輸送にこの非対称性が寄与する可能性がある。 

 海底境界層での微小スケールの不安定・巻き上げによる再懸濁過程 O(1) mと、いったん再浮遊した粒子が斜面上を輸送され

る過程 O(104) mの双方を陽にシミュレートするため、次のような理想化実験を実施した：斜面に沿うドメイン(x軸が斜面方向 

幅 100m, z軸が斜面法線方向 高さ 50 m)、したがって重力加速度が x成分をもつ。x方向に周期境界、ただし背景成層を反映し

周期境界をまたぐ際に密度をオフセットする。懸濁粒子をオンライン粒子追跡により表現し、海底摩擦の限界応力超過分が一定

量を超える毎に粒子を生成する。1～256μm の粒径クラスを設定し、粒径にもとづく終端沈降速度を与え、着底したら除去する。

個々の粒子は周期境界通過カウンタを保持し、ドメインを正または負方向に何回通過したかの情報を持たせることができる。こ

れにより、周期境界ドメインが 100m 幅しかないにもかかわらず、数 km 以上におよぶ粒子の正味の移動距離を得ることができ

る。スロープ 1/1000, M2潮汐の最大振幅 50cm/s を与えた結果を図３,４に示す。粒径が小さい(<8μm)粒子は tidal straining

の非対称性によって潮流が upslope時に浮遊時間が相対的に長く、正味で斜面を登る向きに移動する。他方、粒径 8,16,32μm

の粒子は重力によって正味で斜面を下る方向に移動した。また粒径 64μm以上の粒子は再浮遊後すみやかに沈降してしまうため

水平移動はほとんど生じなかった。 

4. 表層混合層中のマイクロプラスチック粒子拡散過程のシミュレーション

近年、人工的に海洋に排出されたプラスチックごみが劣化・細分化して微小な粒子（実効粒径 5mm以下をマイクロプラスチッ

クとよぶ）として海洋中を漂い、生物が誤食するなど環境への悪影響が懸念されている。プラスチック粒子の海洋中での動態を

考えると、ポリエチレン(PE)・ポリプロピレン(PP)等の海水より軽い材質と、ポリエステル(PEs)・アクリル・PETなど海水より

重い材質に大別できる。海底堆積物からは水に浮くはずの前者の材質も検出されており、糞粒などの沈降粒子に吸着するなど、

何らかの過程で浮力に逆らい表層から除去されている可能性が指摘されているが、そのメカニズムは十分には明らかになってい

ない。本研究では PE 粒子が海上風及び波浪の存在下で物理的な混合のみでどのような鉛直分布をとり得るかを、3 次元非静力

学モデルに組み込まれたオンライン粒子追跡による理想化シミュレーションにより見積もった。

実験領域は周期境界をもつ一辺 128 m, 深さ 200 mの矩形海洋、格子解像度 1 mとし、粒径 10μm ～ 5 mmの 10bin に分類し

たプラスチック粒⼦を表層格⼦中央に初期配置する(計 128x128x10bin= 163,840 粒子)。海上風として U10 = 0, 5, 10, 20

[m/s]、波浪の振幅 A = 0, 0.316, 1.0, 3.16 [m] をあたえた。ただし波浪は自由表面による直接表現ではなく、波高・周期に

対応した渦度力と粒子のストークスドリフト速度を与えることで表現している。初期成層は混合層の浅い夏季と深い冬季を設定

し、海上風 4 x 波⾼ 4 x 成層 2 （風・波ともに 0のケースは除外）の 計 30 ケースの感度実験を実施した。各実験では風応

力による乱流混合層の発達や、風が弱く波浪が高い場合にはラングミュア循環による明瞭な筋状構造が形成されるなど、理想化

された表層混合過程をよく再現できている。マイクロプラスチック粒子はすべてのケースで混合層底まで分布するが、粒径が大

きいほど浮力が大きい(終端浮上速度が速い)ため表層に長く滞在する傾向にある。混合層下端を超えて躍層下に到達する粒子は

いずれの実験でも発生しなかった。本結果は定性的にはシミュレーションをするまでもなく明らかであるが、粒径・波浪・海上

風毎に定量的なプラスチック粒子の鉛直分布見積もりを得ることができた。また、各粒子の水深と紫外線の水中減衰率から各粒

子の正味の紫外線曝露時間も計算された。

今回の数値実験でも再確認されたように、PP, PEといった水より軽量な材質のプラスチック粒子を物理的な混合のみで表層か

ら除去することは困難である。今後は主要な除去過程としてプランクトンによる摂餌（誤食）を想定し、体長毎のプランクトン

密度の鉛直分布(とその季節変化)をモデルに与え、乱数を用いた確率的な誤食と糞粒の沈降による表層からの除去過程を導入す

ることで、プロセスシミュレーションの立場から外洋域でのプラスチックごみの滞留・除去時間スケールをボトムアップ的に見

積もることを目指す。
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図 3. Tidal straining による海底境界層の懸濁粒子再浮遊の様子 図 4. 粒径クラス毎の粒子移動距離のヒストグラム。

正が斜面を登る方向。 
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要旨
トランスバースラインは上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインじることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインの構造である。本研究ではトランスバースライン構造である。本研究ではトランスバースラインで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインある。本研究ではトランスバースライン本研究で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインは上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライントランスバースライン

の構造である。本研究ではトランスバースライン成因について、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線について、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線の構造である。本研究ではトランスバースライン統計解析、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線数値実験、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線水蒸気の構造である。本研究ではトランスバースライン影響を考慮した線を考慮した線考慮した線した線線

形安定性解析を考慮した線用いて調べ、トランスバースラインが鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生いて調べ、トランスバースラインが鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生べ、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線トランスバースラインが鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生の構造である。本研究ではトランスバースラインもとで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインの構造である。本研究ではトランスバースラインレイリー・テイラー不安定で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン

じることを考慮した線示した。これは従来の事例解析の結果した線。本研究ではトランスバースラインこれは上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン従来の事例解析の結果の構造である。本研究ではトランスバースライン事例解析の構造である。本研究ではトランスバースライン結果を考慮した線支持した上で、これまで不足していた観測的および理した線上で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線これまで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン不足していた観測的および理していた線観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線的および理および理理

論的および理根拠を強化する結果である。を考慮した線強化する結果である。する結果で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインある。本研究ではトランスバースライン

１．はじめに
トランスバースラインは上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインジェット気流や台風等のアウトフローに伴う上層雲で生じることがある、波状・バンド状の構造でや台風等のアウトフローに伴う上層雲で生じることがある、波状・バンド状の構造で台風等のアウトフローに伴う上層雲で生じることがある、波状・バンド状の構造での構造である。本研究ではトランスバースラインアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生ウトフローに伴う上層雲で生じることがある、波状・バンド状の構造でう上層雲で生じることがある、波状・バンド状の構造で上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインじることがある、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線波状の構造である。本研究ではトランスバースライン・バンド状の構造で状の構造である。本研究ではトランスバースラインの構造である。本研究ではトランスバースライン構造である。本研究ではトランスバースラインで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン

ある。本研究ではトランスバースライントランスバースラインは上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン近傍に乱気流を伴うことがあるため航空機の運航に影響を及ぼしているほか、台風のアウトフに乱気流や台風等のアウトフローに伴う上層雲で生じることがある、波状・バンド状の構造でを考慮した線伴う上層雲で生じることがある、波状・バンド状の構造でう上層雲で生じることがある、波状・バンド状の構造でことがあるた線め航空機の運航に影響を及ぼしているほか、台風のアウトフ航空機の運航に影響を及ぼしているほか、台風のアウトフの構造である。本研究ではトランスバースライン運航に影響を考慮した線を考慮した線及ぼしているほか、台風のアウトフぼしているほか、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線台風の構造である。本研究ではトランスバースラインアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生ウトフ

ロー内部での混合によって台風全体のエネルギー収支に寄与している可能性がある。で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインの構造である。本研究ではトランスバースライン混合によって台風全体のエネルギー収支に寄与している可能性がある。によって台風全体のエネルギー収支に寄与している可能性がある。の構造である。本研究ではトランスバースラインエネルギー収支に寄与している可能性がある。している可能性がある。本研究ではトランスバースライン

トランスバースラインの構造である。本研究ではトランスバースライン成因について、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線については上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン複数の構造である。本研究ではトランスバースライン先行研究があるが一致した結論は得られておらず、それぞれ手法に課題を抱した線結論は上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン得られておらず、それぞれ手法に課題を抱られておらず、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線それぞれ手法に課題を抱に課題を抱を考慮した線抱

えていた線。本研究ではトランスバースライン大野・三浦(1982)は上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインジェット気流や台風等のアウトフローに伴う上層雲で生じることがある、波状・バンド状の構造でを考慮した線模して経験的に設定した基本場で線形安定性解析を行い、ケルビン・ヘルムホして経験的および理に設定した線基本場で線形安定性解析を行い、ケルビン・ヘルムホで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン線形安定性解析を考慮した線行い、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線ケルビン・ヘルム研究系共同研究報告書（別紙）ホ

ルツ(KH))不安定が最速成長モードであることを示し、このモード状の構造でで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインあることを考慮した線示した。これは従来の事例解析の結果し、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線この構造である。本研究ではトランスバースライン KH)波がトランスバースラインの構造である。本研究ではトランスバースライン成因について、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインあると結論した線。本研究ではトランスバースラインしかし、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線こ

の構造である。本研究ではトランスバースライン安定性解析は上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン乾燥過程のみを扱っており、水蒸気の潜熱放出は無視されている。トランスバースラインは水蒸気が飽和したの構造である。本研究ではトランスバースラインみを考慮した線扱っており、水蒸気の潜熱放出は無視されている。トランスバースラインは水蒸気が飽和したっており、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線水蒸気の構造である。本研究ではトランスバースライン潜熱放出は無視されている。トランスバースラインは水蒸気が飽和したは上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン無視されている。トランスバースラインは水蒸気が飽和したされている。本研究ではトランスバースライントランスバースラインは上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン水蒸気が飽和したした線

雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン内で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインかつ静的および理安定度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線の構造である。本研究ではトランスバースライン小さい領域で生じるため、乾燥過程のみで算出した静的安定度は現実と乖離している懸念がある。一さい領域で生じるため、乾燥過程のみで算出した静的安定度は現実と乖離している懸念がある。一で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインじるた線め航空機の運航に影響を及ぼしているほか、台風のアウトフ、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線乾燥過程のみを扱っており、水蒸気の潜熱放出は無視されている。トランスバースラインは水蒸気が飽和したの構造である。本研究ではトランスバースラインみで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン算出は無視されている。トランスバースラインは水蒸気が飽和したした線静的および理安定度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線は上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン現実と乖離している懸念がある。一している懸念がある。一がある。本研究ではトランスバースライン一

方で、で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線Trier et al. (2010)は上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライントランスバースラインを考慮した線伴う上層雲で生じることがある、波状・バンド状の構造でった線メソ対流系の事例において領域モデル対流や台風等のアウトフローに伴う上層雲で生じることがある、波状・バンド状の構造で系の構造である。本研究ではトランスバースライン事例において領域で生じるため、乾燥過程のみで算出した静的安定度は現実と乖離している懸念がある。一モデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線ル WRFを考慮した線用いて調べ、トランスバースラインが鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生いて数値実験を考慮した線行

い、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線水蒸気の構造である。本研究ではトランスバースライン影響を考慮した線も考慮した線して静的および理安定度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線を考慮した線調べ、トランスバースラインが鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生べた線。本研究ではトランスバースラインその構造である。本研究ではトランスバースライン結果、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線トランスバースライン内部での混合によって台風全体のエネルギー収支に寄与している可能性がある。は上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン静的および理不安定になっていた線ことから、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線

鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生の構造である。本研究ではトランスバースラインもとで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインの構造である。本研究ではトランスバースラインレイリー・テイラー(RT)不安定で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインロール状の構造である。本研究ではトランスバースライン対流や台風等のアウトフローに伴う上層雲で生じることがある、波状・バンド状の構造でが生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインじ、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線これがトランスバースラインの構造である。本研究ではトランスバースライン原因について、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインあることを考慮した線

示した。これは従来の事例解析の結果唆した。温帯低気圧付近した線。本研究ではトランスバースライン温帯低気圧付近(Kim et al. 2014; Trier and Sharman 2016))で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインも数値実験で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン同様の構造である。本研究ではトランスバースライン結果が得られておらず、それぞれ手法に課題を抱られている。本研究ではトランスバースラインしかし、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線

これらの構造である。本研究ではトランスバースライン数値的および理研究は上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線的および理証拠を強化する結果である。を考慮した線欠いていることが課題であった。また、鉛直シアのもとでのいていることが課題を抱で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインあった線。本研究ではトランスバースラインまた線、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生の構造である。本研究ではトランスバースラインもとで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインの構造である。本研究ではトランスバースライン RT不安定の構造である。本研究ではトランスバースライン理論的および理性質は、上は上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線上

下を固定端で囲まれた理想的な条件のもとでを考慮した線固定端で囲まれた理想的な条件のもとでで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン囲まれた理想的な条件のもとでまれた線理想的および理な条件のもとでの構造である。本研究ではトランスバースラインもとで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン Asai (1970)などが得られておらず、それぞれ手法に課題を抱た線結果が用いて調べ、トランスバースラインが鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生いられてきた線が、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線静的および理安定層と不安定層とが隣

接した現実の複雑な場におけるした線現実の構造である。本研究ではトランスバースライン複雑な場におけるな場で線形安定性解析を行い、ケルビン・ヘルムホにおける RT不安定の構造である。本研究ではトランスバースライン性質は、上は上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン十分に解明されていない。に解明されていない。されていない。本研究ではトランスバースライン

２．問題設定・方法
トランスバースライン内部での混合によって台風全体のエネルギー収支に寄与している可能性がある。における力学場で線形安定性解析を行い、ケルビン・ヘルムホの構造である。本研究ではトランスバースライン構造である。本研究ではトランスバースラインを考慮した線観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線的および理に明されていない。らかにし、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線その構造である。本研究ではトランスバースライン背景場で線形安定性解析を行い、ケルビン・ヘルムホの構造である。本研究ではトランスバースライン成因について、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線を考慮した線数値実験を考慮した線用いて調べ、トランスバースラインが鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生いて考察するとすると

ことと、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線現実的および理な力学場で線形安定性解析を行い、ケルビン・ヘルムホを考慮した線基本場で線形安定性解析を行い、ケルビン・ヘルムホとし、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線かつ水蒸気の構造である。本研究ではトランスバースライン影響を考慮した線を考慮した線考慮した線した線安定性解析を考慮した線行ってトランスバースラインの構造である。本研究ではトランスバースライン形成メカニ

ズム研究系共同研究報告書（別紙）を考慮した線理論的および理に明されていない。らかにすることを考慮した線目的および理として以下を固定端で囲まれた理想的な条件のもとでの構造である。本研究ではトランスバースライン解析を考慮した線行った線。本研究ではトランスバースライン

　まず、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線2018年7月に配信開始された気象庁の高分解能ラジオゾンデ観測値から、ひまわりに配信開始された気象庁の高分解能ラジオゾンデ観測値から、ひまわりされた線気象庁の高分解能ラジオゾンデ観測値から、ひまわりの構造である。本研究ではトランスバースライン高分に解明されていない。解能ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線値から、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線ひまわり 8号バンドバンド状の構造で13の構造である。本研究ではトランスバースライン赤外画像で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン明されていない。瞭なな

雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインバンド状の構造でが見られたられた線27事例を考慮した線抽出は無視されている。トランスバースラインは水蒸気が飽和したし、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン域で生じるため、乾燥過程のみで算出した静的安定度は現実と乖離している懸念がある。一内部での混合によって台風全体のエネルギー収支に寄与している可能性がある。の構造である。本研究ではトランスバースライン静的および理安定度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線静的および理不安定層の構造である。本研究ではトランスバースライン厚さ、鉛直シアの向きと大きさを求めた。さ、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生の構造である。本研究ではトランスバースライン向きと大きさを求めた。きと大きさを考慮した線求めた。め航空機の運航に影響を及ぼしているほか、台風のアウトフた線。本研究ではトランスバースライン

　次に、雲解像モデルに、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン解像モデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線ル SCALE-RMを考慮した線用いて調べ、トランスバースラインが鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生いて台風の構造である。本研究ではトランスバースライン理想実験を考慮した線行い、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線アのもとでのレイリー・テイラー不安定で生ウトフローで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン自発的および理に生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインじるトランスバースライン内部での混合によって台風全体のエネルギー収支に寄与している可能性がある。の構造である。本研究ではトランスバースライン

安定度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線や台風等のアウトフローに伴う上層雲で生じることがある、波状・バンド状の構造で鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生の構造である。本研究ではトランスバースライン構造である。本研究ではトランスバースラインを考慮した線ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線と比較するとともに、熱収支解析によってトランスバースライン内部の温度場のするとともに、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線熱収支解析によってトランスバースライン内部での混合によって台風全体のエネルギー収支に寄与している可能性がある。の構造である。本研究ではトランスバースライン温度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線場で線形安定性解析を行い、ケルビン・ヘルムホの構造である。本研究ではトランスバースライン

成因について、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線を考慮した線調べ、トランスバースラインが鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生べた線。本研究ではトランスバースライン水平領域で生じるため、乾燥過程のみで算出した静的安定度は現実と乖離している懸念がある。一は上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン 6)40 km×6)40 kmとし、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線2方で、向きと大きさを求めた。とも周期境界条件のもとでとした線。本研究ではトランスバースラインf = 2.0×10-4 s-1という上層雲で生じることがある、波状・バンド状の構造で大きなコリオリパ

ラメータでので生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインの構造である。本研究ではトランスバースライン f 平面に設定し、初期渦を水平格子間隔に設定し、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線初期渦を水平格子間隔を考慮した線水平格子間隔 10 kmで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン長モードであることを示し、この時間積分に解明されていない。することで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインほぼ平衡状の構造である。本研究ではトランスバースライン態の台風を得た。トランスの構造である。本研究ではトランスバースライン台風を考慮した線得られておらず、それぞれ手法に課題を抱た線。本研究ではトランスバースライントランス

バースラインの構造である。本研究ではトランスバースライン再現と熱収支解析は上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線台風の構造である。本研究ではトランスバースライン雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン域で生じるため、乾燥過程のみで算出した静的安定度は現実と乖離している懸念がある。一を考慮した線覆うう上層雲で生じることがある、波状・バンド状の構造で 320 km×320 kmの構造である。本研究ではトランスバースライン領域で生じるため、乾燥過程のみで算出した静的安定度は現実と乖離している懸念がある。一で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン行った線水平格子間隔は上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン 400 mの構造である。本研究ではトランスバースライン高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線実験

で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン行った線。本研究ではトランスバースラインこの構造である。本研究ではトランスバースライン高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線実験の構造である。本研究ではトランスバースライン領域で生じるため、乾燥過程のみで算出した静的安定度は現実と乖離している懸念がある。一の構造である。本研究ではトランスバースライン外側は水平格子間隔は上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン水平格子間隔 2 kmで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン計算を考慮した線行い、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線外側は水平格子間隔から内側は水平格子間隔への構造である。本研究ではトランスバースライン1方で、向きと大きさを求めた。ネスティングを行ったを考慮した線行った線。本研究ではトランスバースライン

　さらに、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン得られておらず、それぞれ手法に課題を抱られた線静的および理安定度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線や台風等のアウトフローに伴う上層雲で生じることがある、波状・バンド状の構造で鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生の構造である。本研究ではトランスバースライン値を考慮した線用いて調べ、トランスバースラインが鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生いて、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線異なる静的安定度・鉛直シアの領域が共存するなる静的および理安定度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線・鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生の構造である。本研究ではトランスバースライン領域で生じるため、乾燥過程のみで算出した静的安定度は現実と乖離している懸念がある。一が共存するする

現実的および理な基本場で線形安定性解析を行い、ケルビン・ヘルムホを考慮した線設定し、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線ブシネスク方程式の線形安定性解析で成長擾乱の性質を調べた。雲内であると想定した特定の高度方で、程のみを扱っており、水蒸気の潜熱放出は無視されている。トランスバースラインは水蒸気が飽和した式の構造である。本研究ではトランスバースライン線形安定性解析で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン成長モードであることを示し、この擾乱の構造である。本研究ではトランスバースライン性質は、上を考慮した線調べ、トランスバースラインが鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生べた線。本研究ではトランスバースライン雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン内で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインあると想定した線特定の構造である。本研究ではトランスバースライン高度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線

帯で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインは上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線基本方で、程のみを扱っており、水蒸気の潜熱放出は無視されている。トランスバースラインは水蒸気が飽和した式に現れる浮力振動数 N2を考慮した線、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線Durran and Klemp (1982)が定義した湿潤過程での浮力振動数した線湿潤過程のみを扱っており、水蒸気の潜熱放出は無視されている。トランスバースラインは水蒸気が飽和したで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインの構造である。本研究ではトランスバースライン浮力振動数 Nm
2に置き換えるき換えるえる

ことで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線水蒸気の構造である。本研究ではトランスバースライン潜熱放出は無視されている。トランスバースラインは水蒸気が飽和したによる静的および理安定度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線の構造である。本研究ではトランスバースライン変化する結果である。を考慮した線表現した線。本研究ではトランスバースライン

３．結果と考察と考察考察
ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線 27事例全てで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン内で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインあると考えられる高度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線帯において湿潤過程のみを扱っており、水蒸気の潜熱放出は無視されている。トランスバースラインは水蒸気が飽和したで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインの構造である。本研究ではトランスバースライン静的および理安定度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線が負の層が存在した。不の構造である。本研究ではトランスバースライン層が存する在した。不した線。本研究ではトランスバースライン不

安定層の構造である。本研究ではトランスバースライン厚さ、鉛直シアの向きと大きさを求めた。さは上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン中央値 730 ｍ，不安定層における湿潤浮力振動数の中央値は不安定層における湿潤浮力振動数の構造である。本研究ではトランスバースライン中央値は上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン Nm
2 = -1.0×10-5 s-2で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインあった線。本研究ではトランスバースライン不安定層内部での混合によって台風全体のエネルギー収支に寄与している可能性がある。の構造である。本研究ではトランスバースライン鉛

直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生ベク方程式の線形安定性解析で成長擾乱の性質を調べた。雲内であると想定した特定の高度トルは上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン衛星画像で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインの構造である。本研究ではトランスバースライン雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインバンド状の構造でとほぼ平行で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインあった線。本研究ではトランスバースラインこれらの構造である。本研究ではトランスバースライン特徴は、鉛直シアのもとでのは上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生の構造である。本研究ではトランスバースラインもとで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインの構造である。本研究ではトランスバースライン RT不安定で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインじるロール

状の構造である。本研究ではトランスバースライン対流や台風等のアウトフローに伴う上層雲で生じることがある、波状・バンド状の構造で(Asai 1970)と整合によって台風全体のエネルギー収支に寄与している可能性がある。的および理で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインあった線。本研究ではトランスバースラインなお、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線多くの事例において、湿潤浮力振動数が負の静的不安定層においても乾燥過程でくの構造である。本研究ではトランスバースライン事例において、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線湿潤浮力振動数が負の層が存在した。不の構造である。本研究ではトランスバースライン静的および理不安定層においても乾燥過程のみを扱っており、水蒸気の潜熱放出は無視されている。トランスバースラインは水蒸気が飽和したで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン

の構造である。本研究ではトランスバースライン浮力振動数 N2は上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン正であった。したがって、トランスバースライン内部の静的安定度を適切に評価するには湿潤過程を考慮すで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインあった線。本研究ではトランスバースラインした線がって、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線トランスバースライン内部での混合によって台風全体のエネルギー収支に寄与している可能性がある。の構造である。本研究ではトランスバースライン静的および理安定度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線を考慮した線適切に評価するには湿潤過程を考慮すに評価するには湿潤過程を考慮すするには上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン湿潤過程のみを扱っており、水蒸気の潜熱放出は無視されている。トランスバースラインは水蒸気が飽和したを考慮した線考慮した線す

ることが不可欠いていることが課題であった。また、鉛直シアのもとでので生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインある。本研究ではトランスバースライン

　SCALE-RMを考慮した線用いて調べ、トランスバースラインが鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生いた線台風の構造である。本研究ではトランスバースライン理想実験においても、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線トランスバースライン内部での混合によって台風全体のエネルギー収支に寄与している可能性がある。で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインは上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン湿潤浮力振動数が負の層が存在した。不の構造である。本研究ではトランスバースライン静的および理不安定層と、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインバ
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ンド状の構造で構造である。本研究ではトランスバースラインにほぼ平行な鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生が見られたられ、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線や台風等のアウトフローに伴う上層雲で生じることがある、波状・バンド状の構造で Trier et al. (2010)などの構造である。本研究ではトランスバースライン先行研究と整合によって台風全体のエネルギー収支に寄与している可能性がある。する結果で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインあった線。本研究ではトランスバースライン

熱収支解析の構造である。本研究ではトランスバースライン結果、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線トランスバースライン内部での混合によって台風全体のエネルギー収支に寄与している可能性がある。においては上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン放射過程のみを扱っており、水蒸気の潜熱放出は無視されている。トランスバースラインは水蒸気が飽和したが静的および理不安定化する結果である。に寄与している可能性がある。していた線。本研究ではトランスバースライン放射過程のみを扱っており、水蒸気の潜熱放出は無視されている。トランスバースラインは水蒸気が飽和したに対して凝結物

を考慮した線全て透明されていない。にすることで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン―放射相互作用いて調べ、トランスバースラインが鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生を考慮した線取り除いた感度実験においては、放射過程による静的不安定化が消失してトランり除いた感度実験においては、放射過程による静的不安定化が消失してトランいた線感度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線実験においては上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線放射過程のみを扱っており、水蒸気の潜熱放出は無視されている。トランスバースラインは水蒸気が飽和したによる静的および理不安定化する結果である。が消失してトランしてトラン

スバースラインも生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインじなくなった線た線め航空機の運航に影響を及ぼしているほか、台風のアウトフ、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン―放射相互作用いて調べ、トランスバースラインが鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生がトランスバースラインの構造である。本研究ではトランスバースライン形成に寄与している可能性がある。していると考えられる。本研究ではトランスバースライン

ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線を考慮した線基に設定した線基本場で線形安定性解析を行い、ケルビン・ヘルムホで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン線形安定性解析を考慮した線行った線結果、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生方で、向きと大きさを求めた。には上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン基本場で線形安定性解析を行い、ケルビン・ヘルムホが静的および理不安定な高度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線帯に局在した。不

して水平方で、向きと大きさを求めた。には上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生ベク方程式の線形安定性解析で成長擾乱の性質を調べた。雲内であると想定した特定の高度トルと平行な、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線RT 不安定と整合によって台風全体のエネルギー収支に寄与している可能性がある。的および理なロール状の構造である。本研究ではトランスバースライン対流や台風等のアウトフローに伴う上層雲で生じることがある、波状・バンド状の構造でが最速成長モードであることを示し、このモード状の構造でで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインあった線。本研究ではトランスバースラインこれは上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン Asai

(1970)などがより理想的および理な基本場で線形安定性解析を行い、ケルビン・ヘルムホで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン得られておらず、それぞれ手法に課題を抱た線結果と整合によって台風全体のエネルギー収支に寄与している可能性がある。する。本研究ではトランスバースラインこの構造である。本研究ではトランスバースライン最速成長モードであることを示し、このの構造である。本研究ではトランスバースラインロール状の構造である。本研究ではトランスバースライン対流や台風等のアウトフローに伴う上層雲で生じることがある、波状・バンド状の構造での構造である。本研究ではトランスバースライン水平波長モードであることを示し、このは上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線基本場で線形安定性解析を行い、ケルビン・ヘルムホの構造である。本研究ではトランスバースライン各種パラメーパラメー

タでのにほとんど依存するせず、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線1〜2 kmで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインあった線。本研究ではトランスバースラインそれに対して、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線な極軌道衛星画像で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線された線トランスバースラインの構造である。本研究ではトランスバースライン

赤外輝度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線温度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線の構造である。本研究ではトランスバースライン 2次に、雲解像モデル元スペクトルでは波長スペク方程式の線形安定性解析で成長擾乱の性質を調べた。雲内であると想定した特定の高度トルで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインは上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン波長モードであることを示し、この 1〜数十 kmにシグを行ったナルが見られたられ、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線現実の構造である。本研究ではトランスバースライン波長モードであることを示し、この帯(1〜数十 km)の構造である。本研究ではトランスバースライン下を固定端で囲まれた理想的な条件のもとで限のみが線形論の構造である。本研究ではトランスバースラインみが線形論

(1〜2 km)と整合によって台風全体のエネルギー収支に寄与している可能性がある。した線。本研究ではトランスバースライン波長モードであることを示し、この数 km以上の構造である。本研究ではトランスバースライン長モードであることを示し、この波長モードであることを示し、このの構造である。本研究ではトランスバースラインバンド状の構造で構造である。本研究ではトランスバースラインは上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン非線形効果によって生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインじていることが考えられるが、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線この構造である。本研究ではトランスバースライン検証

は上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン今後の課題である。の構造である。本研究ではトランスバースライン課題を抱で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインある。本研究ではトランスバースライン

４．まと考察めと考察今後の課題の課題課題
トランスバースラインの構造である。本研究ではトランスバースライン成因について、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線を考慮した線明されていない。らかにするた線め航空機の運航に影響を及ぼしているほか、台風のアウトフに、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線デ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線ータでのの構造である。本研究ではトランスバースライン統計解析、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線モデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線ル実験に

よる不安定化する結果である。要因について、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線の構造である。本研究ではトランスバースライン考察すると、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線線形安定論による現実に近い基本場で線形安定性解析を行い、ケルビン・ヘルムホで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインの構造である。本研究ではトランスバースライン成長モードであることを示し、このモード状の構造でと現実の構造である。本研究ではトランスバースライントランスバースラインとの構造である。本研究ではトランスバースライン比較するとともに、熱収支解析によってトランスバースライン内部の温度場のを考慮した線行っ

た線。本研究ではトランスバースラインラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインは上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン全事例においてトランスバースライン内部での混合によって台風全体のエネルギー収支に寄与している可能性がある。に静的および理不安定層と、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインバンド状の構造で構造である。本研究ではトランスバースラインに平行な向きと大きさを求めた。きの構造である。本研究ではトランスバースライン鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生シ

アのもとでのレイリー・テイラー不安定で生が見られたられた線。本研究ではトランスバースラインゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線から得られておらず、それぞれ手法に課題を抱られた線成層と風の構造である。本研究ではトランスバースライン構造である。本研究ではトランスバースラインを考慮した線基本場で線形安定性解析を行い、ケルビン・ヘルムホとして線形安定性解析を考慮した線行った線結果、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線トランスバースライン

と整合によって台風全体のエネルギー収支に寄与している可能性がある。的および理な構造である。本研究ではトランスバースラインの構造である。本研究ではトランスバースライン、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線RT不安定で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン駆動される擾乱が最速成長モードであることを示し、このモード状の構造でで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインあることが示した。これは従来の事例解析の結果された線。本研究ではトランスバースライン雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン解像モデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線ル SCALE-RMによる高解像

度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線数値実験で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインも同様の構造である。本研究ではトランスバースライン不安定層とロール状の構造である。本研究ではトランスバースライン対流や台風等のアウトフローに伴う上層雲で生じることがある、波状・バンド状の構造でが見られたられ、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線熱収支解析と感度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線実験の構造である。本研究ではトランスバースライン結果、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線静的および理不安定層は上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン―放射相互作用いて調べ、トランスバースラインが鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生に

よって形成されていることが示した。これは従来の事例解析の結果唆した。温帯低気圧付近された線。本研究ではトランスバースラインこれらの構造である。本研究ではトランスバースライン結果は上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン Trier et al. (2010)の構造である。本研究ではトランスバースライン結果を考慮した線支持した上で、これまで不足していた観測的および理し、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線先行研究に不足していた観測的および理していた線観

測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線的および理および理理論的および理根拠を強化する結果である。を考慮した線強化する結果である。するもの構造である。本研究ではトランスバースラインで生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインある。本研究ではトランスバースライン

　主な今後の課題としては、観測事例のさらなる蓄積と解析手法の客観化や、非線形効果がトランスバースラインの水平波長な今後の課題である。の構造である。本研究ではトランスバースライン課題を抱としては上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線事例の構造である。本研究ではトランスバースラインさらなる蓄積と解析手法に課題を抱の構造である。本研究ではトランスバースライン客観化する結果である。や台風等のアウトフローに伴う上層雲で生じることがある、波状・バンド状の構造で、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線非線形効果がトランスバースラインの構造である。本研究ではトランスバースライン水平波長モードであることを示し、この

に与している可能性がある。える影響を考慮した線の構造である。本研究ではトランスバースライン定量的および理評価するには湿潤過程を考慮すが挙げられる。げられる。本研究ではトランスバースライン
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図 2: 線形安定性解析で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインの構造である。本研究ではトランスバースライン最速成長モードであることを示し、このモード状の構造での構造である。本研究ではトランスバースライン鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生断面に設定し、初期渦を水平格子間隔。本研究ではトランスバースライン
基本場で線形安定性解析を行い、ケルビン・ヘルムホの構造である。本研究ではトランスバースライン鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生を考慮した線 x軸方で、向きと大きさを求めた。に与している可能性がある。えており、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線それと垂直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生
なyz平面に設定し、初期渦を水平格子間隔で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン示した。これは従来の事例解析の結果している。本研究ではトランスバースライン矢印はは上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン yz平面に設定し、初期渦を水平格子間隔内の構造である。本研究ではトランスバースライン風ベク方程式の線形安定性解析で成長擾乱の性質を調べた。雲内であると想定した特定の高度トル
を考慮した線表し、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線陰影は上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン鉛直シアのもとでのレイリー・テイラー不安定で生流や台風等のアウトフローに伴う上層雲で生じることがある、波状・バンド状の構造でを考慮した線表す。本研究ではトランスバースライン
基本場で線形安定性解析を行い、ケルビン・ヘルムホの構造である。本研究ではトランスバースライン静的および理不安定層は上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン-500m ≦ z ≦ 500m で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインあり、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線
その構造である。本研究ではトランスバースライン上下を固定端で囲まれた理想的な条件のもとでは上層雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン安定成層で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインある。本研究ではトランスバースライン

図 1: ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線における、高解像度ラジオゾンデ観測の統計解析、高解像度数値実験、水蒸気の影響を考慮した線雲で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースライン内の構造である。本研究ではトランスバースライン静的および理不安定層
で生じることがある波状の構造である。本研究ではトランスバースラインの構造である。本研究ではトランスバースライン湿潤浮力振動数 Nm

2の構造である。本研究ではトランスバースラインヒストグを行ったラム研究系共同研究報告書（別紙）。本研究ではトランスバースライン
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次世代海洋生態系モデルを用いた気候変動が海洋生態系に与える影響の予測 

Estimation of impacts of climate change on oceanic ecosystems using 
a next-generation ecosystem model 

増田 良帆, 北大・地球環境, E-mail: masuda(at)ees.hokudai.ac.jp 
山中 康裕, 北大・地球環境, E-mail: galapen(at)ees.hokudai.ac.jp 

Yoshio Masuda, Faculty of Environmental Earth Science, Hokkaido University 
Yasuhiro Yamanaka, Faculty of Environmental Earth Science, Hokkaido University 

要旨
最新の植物プランクトン生理理論に基づいた次世代海洋生態系モデルを開発し、気候変動の海洋生態系への

影響予測を行うことが本研究の大目的である。本年度は、これ迄に開発した次世代モデルでパラメータ群の

チューニングを行い、少なくとも数十年間は安定した栄養塩濃度を実現出来るようになった。更に北極海の

再現性を高める為に、河川からの栄養塩供給量、海氷形成・融解に伴う栄養塩の再配分に関するチューニン

グを行い、全球モデルでは世界で初めて北極海の亜表層クロロフィル極大の再現に成功した。

１．はじめに 

 海洋の植物プランクトンは、光合成によって二酸化炭素を吸収するという点、海洋食物連鎖の基底となるという点において重

要な役割を果たしている。気候変動によって、海洋植物プランクトンの一次生産や生態・種構成が変化すると、海洋全体の二酸

化炭素吸収量が変化するのに加えて、食物連鎖を通じて漁業生産への影響が生じると考えられている。これらの影響評価を行う

効果的な道具として、海洋大循環モデルと組み合わせた海洋生態系モデルが用いられてきた。物理モデルではナビエストークス

方程式が不変の真理であるのに対し、海洋生態系モデルの基礎方程式は近似式である。よって、時代が進むと、より近似の精度

が高い基礎方程式が提唱されるという発展プロセスを辿る。我々のグループは、一連の理論的研究 Pahlow and Oschlies (2013)、

Pahlow et al. (2013)、Smith et al. (2015)で新たに提唱された基礎方程式を採用した次世代 3D海洋生態系モデル（FlexPFT-

3D）をこれ迄に開発してきた。本年度の目標は 1.パラメータ群のチューニングによって長期間の積分を可能にすること、2. 北

極海の再現性を向上させることである。これまでは、世界中のどの全球海洋生態系モデルでも北極海の再現性は低く、特に亜表

層クロロフィル極大（SCM: Subsurface Chlorophyll Maximum）の再現性に問題があった(Steiner et al. 2016)。 

２．問題設定・方法 

海洋大循環モデルは気象研究所共用海洋モデル（MRI.COM）を用いており、海氷モデルも含まれている。計算領域は全球で、

北極海以外の水平解像度は東西 1度×南北 0.5度である。生態系モデルは、植物プランクトン 1種、動物プランクトン 1種を設

け、窒素・鉄循環を計算している。 

長期積分を可能にする為に植物・動物プランクトンの生理パラメータ群や、硝酸塩や鉄といった栄養塩の循環をコントロール

するパラメータ群のチューニングを行った。更に北極海の再現性を高める為に、河川からの栄養塩供給量、海氷形成・融解に伴

う栄養塩の再配分に関するチューニングを行った。

３．結果と考察

20年間の計算を行った結果、後半の 10年間では準定常状態が実現された。20年後の植物プランクトンの海表面クロロフィル

分布は衛星観測に近い結果が得られた。海洋内部のクロロフィルについても、観測データがあり、比較可能な場所では観測と整

合する結果が得られた。全球の硝酸塩濃度分布も観測データ(WOA)からのずれは小さい。

 北極海については、全球モデルでは世界で初めて SCM の再現に成功した（図１）。海域によって深度が異なり、また顕著な年

変動が見られる。観測と同様、海氷がない場所では SCMは栄養塩躍層の周辺に形成されており、深度 30m-60mに存在する。形成

時期は、主にブルーム後の季節であり、観測との一致が見られた。一方、海氷がある場所では、クロロフィル極大深度は 20mよ

り浅い表層付近に存在する。栄養塩分布についても、次世代モデルでは従来モデルに比べて大きな改善が見られた。我々グルー

プの従来モデルである MEMでは北極海表層の年平均硝酸塩濃度が 7 molN/L程度であり、観測より著しく高い値となっていた。

次世代モデルで再現された変平均濃度は 1.5 molN/L程度であり、観測での値とほぼ一致した。 

海氷がない場所での SCM形成メカニズムを調べた。クロロフィル濃度は植物プランクトンの炭素濃度と単位炭素辺りのクロロ

フィル含有量の掛け算によって得られる。SCMの再現の鍵は、細胞内のクロロフィル含有量の変化であり、深度 70m近辺では表

層の数倍に増加している事が示された。つまり、クロロフィル極大は必ずしも生物の炭素量の極大とは対応しておらず、光の減

少に伴って植物プランクトン細胞内のクロロフィル含有量が増加する順化反応に伴って形成される。この形成メカニズムは亜熱

帯・亜寒帯と共通である。一方、海氷がある場所では、減衰した光に適応するため、表層で既に細胞内クロロフィル含有量が高

い。よって、クロロフィル含有量の深度による変化が少なくなり、深い場所にクロロフィル極大が形成されない。
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４．まとめと今後の展望 

本年度は次世代生態系モデルのパラメータチューニングを行い、少なくとも数十年間は安定した栄養塩濃度を実現出来るように

なった。これによって、今後の過去再現実験・将来予測実験の準備が整った。また、北極海のクロロフィル分布・栄養塩濃度分

布の再現性が従来モデルに比べて著しく向上した。これによって、北極海に関する過去再現実験・将来予測実験の信頼性が大き

く増加した。

 次世代モデルで計算された北極海の栄養塩濃度が従来モデルに比べて著しく改善されたのは、両モデル間の生物生産の違い

が原因だと考えている。従来モデルでは、生物生産が現実より少なく、鉛直下方への硝酸塩輸送が不十分だった可能性が高い。

次世代モデルでは亜表層や海氷下での高いクロロフィル濃度が生物生産に貢献しており、現実に近い下方への硝酸塩輸送が生じ

ているという作業仮説の下、今後解析を進める予定である。

来年度は過去再現実験を開始する。また、これまで次世代モデルで得られた SCM等に関する成果を論文に纏める。

参考文献 
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Series, 473, 1-5, doi:10.3354/meps10181.

(2) Pahlow, M., H. Dietze, and A. Oshlies, 2013: Optimality-based model of phytoplankton growth and diazotrophy,

Marine Ecology Progress Series, 489, 1-16, doi:10.3354/meps10449.

(3) Smith, S. L., M. Pahlow, A. Merico, E. Acevedo-trajes, Y. Sasai, C. yoshikawa, K. Sasaoka, T. Fujiki, K.

Matsumoto, and M. C. Honda, 2015: Flexible phytoplankton functional type (FlexPFT) model: size-scaling of

traits and optimal growth. Journal of Plankton Research, doi:10.1093/plankt/fbv038.

(4) Steiner, N. S., T. Sou, C. Deal, J. M. Jackson, M. Jin, E. Popova, W. Williams, and A. Yool, 2016: The future

of the subsurface chlorophyll-a maximum in the Canada Basin -A model intercomparison, Journal of Geophysical

Research: Oceans, 121, 387-409.

Fig. 1 Simulated SCM depth.
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海洋における循環・水塊形成・輸送・混合に関する数値的研究: 

ｱﾅﾃﾞｲｰﾙ冷水帯発生過程についての観測とモデリング

Numerical study on circulation, formation, transport and mixing of water-masses in the ocean: 
Formation of cold upwelling near the Anadyr strait 

安田 一郎, 東大・大気海洋研, E-mail: ichiro(at)aori.u-tokyo.ac.jp 
川口 悠介, 東大・大気海洋研, E-mail: ykawaguchi(at)aori.u-tokyo.ac.jp 
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要旨
アナデイール海峡からベーリング海峡にかけて冷水帯が人工衛星画像で観測される。ロシア船及
び観測船みらいによるアナデイール海峡付近での現場観測及び数値モデリングを用いて、冷水帯
の発生に、アナデイール海峡を横切る海流が形成する海底境界層での渦粘性に関わっていること
を指摘した。

１．はじめに 

 ベーリング海峡を通した北太平洋と北極海の間の水塊交換は、海氷量変動に直接的な影響を与えるという意味において、北

極圏全域の気候に対して絶大な影響力のある問題である。その一方、ベーリング海ではシベリア半島沿岸の海域の多くがロシア

の排他的経済水域に位置しており、船舶等を用いた現地調査による共有データや報告が不足している。したがって、現在でも気

象学・海洋学上で多くの疑問点が未解明な状態にある。 

２．観測データ 

本研究では、北部ベーリング海、アナディル海峡からベーリング

海峡を通した水塊混合の実態把握と水塊変質の機構解明を目指す

べく現場調査を実施した（図 a）。ここでは、「みらい」北極航海

MR17-05C とﾏﾙﾉﾌｽｷｰ航海 Mu18 を用いて 2017 年と 2018 年の夏期に

船舶による海洋調査を実施した（1）。MR17-05C は ArCS 航海、Mu-

18 は OMIX と ArCS の共同航海であった。MODIS 衛星の海水面温度

の画像から、アナディル海峡からベーリング海峡にかけての領域

（チリコフ海盆）において、夏期に明らかな冷水の海面露出（アウ

トクロッピング）が見られ、これに伴う急峻な水温フロントが出

現することに注目する。寒冷水の海面露出帯のシグナルは、水位

差で恒常的に駆動される北上流によって北極海内部に移流される

ため、大気冷却による秋以降の海氷生産量やその速度に著しく影

響を及ぼす可能性がある。

３．結果と考察 

この寒冷水の海面露出の実態を探るために、周辺海域を中心に

両航海における海洋物理観測を実施した。2017年の観測では、ア

ナディル海峡からベーリング海峡を抜ける縦断航路に沿って複数

の乱流観測を実施した。その結果、アナディル海峡周辺において

海底を中心とした乱流エネルギー散逸率の顕著な増大を確認する

ことができた。この観測時の海峡通過流は約 0.7 m s-1を超える流速で

あった。2018年の観測では、アナディル海峡の横断線上に観測点を設定

し、提示の乱流観測、および流速・CTD 観測を実施した。定点での約 1

日間における時系列観測のデータから、海底での乱流エネルギーの最大値が約半日の周期性の下に規則的に変動する様子が明ら

かとなった。それと同時に、海峡を横断する密度と水平流速の断面からは、中間の水温躍層の傾斜による傾圧性の流れと半日潮

流による順圧的な移流が組み合わった時空間的に複雑な流れの場を可視化することに成功した。乱流観測から鉛直方向の乱流熱

フラックスを見積もると、10 W m-2の規模であった（図 c）。これは乱流が駆動する熱の輸送量としては破格の数値であるが、数

日間で冷水を海面に露出させる 100-1000 W m-2の熱輸送と比べると明らかに桁が小さい。我々はこの結果から、海底付近での乱

流混合はあくまで順圧潮流に対する呼応としての発生であり、チリコフ湾での冷水湧昇は別の機構が駆動していると仮定した。 

上記の仮説を検証するために本研究では、新たに３次元の海洋循環モデルを導入し、当該海洋環境を模した環境下での数値実

験を数例ほど実施した（図 b）。これらの実験では、シベリア半島沿いに流入する順圧流を外力としてモデルを駆動し、初期条件

は鉛直二層の水温を採用した。数値実験の結果、想定された通りにアナディル海峡上での下層冷水の湧昇が再現された。モデル

の出力を細かく解析すると、この底層水の湧昇過程は、特にシベリア半島の沿岸（海峡の西岸）で集中的に発生していた。当現

図：a)アナディル海峡付近の冷水湧昇の様子、b)数値

モデルによる水平循環の再現、c)定点乱流観測によ

る乱流エネルギー散逸率εの時系列。

55



象の発生機構において、我々は海峡を横断する流れの存在がキーと考えている。これは、当該海峡を大きな流速を持つ順圧流が

通過する際、海底付近の境界層内において乱流混合が顕著に発達することが要因の一つと考えられる。つまり、海底の粘性境界

層では、地衡流平衡から逸れる成分が横断流、すなわちシベリア沿岸に向かう流れの成分を形成する。すなわち、この海底流が

西岸で上昇流を形成することによって、人工衛星で見られた大規模な下層冷水層の海面露出（図 a）という現象を引き起こした

と解釈することができる。この仮説を検証する目的で、我々は海底境界層の摩擦を仮想的にゼロにする実験を行った。その結果、

海峡に沿う順圧流自体の流速は強化されるものの、西岸での冷水湧昇は全く再現されないという結果が得られた。これは、上記

の海底境界層を含めた海峡を横断する二次循環の重要性を再確認する結果と言える（図 b）。 

４．まとめと今後の展望 

最後に、Mu18の時系列観測で得られた流速データにおいて、半日周期の順圧潮流が沿岸湧昇に寄与することが推測される。こ

れは、潮汐振幅における長期的な変動が海面水温やフロント形成に影響を及ぼすことを暗に示している。M2を代表とする主要分

潮の振幅が約 20 年の周期で変動することが知られており、当該海域の海面水温、ひいては北極海での海氷量変動への長期的な

波及効果が考えられる。本研究は、(2)として JGR-Oceanに投稿中。 
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